
特集・全国安全センターの厚生労働省爽渉
写真：どう取り組むか被lまく労働問題実流肘働集会



“クボタショック”から7年

6月30日（土）正午～4時半
小田公民館JR尼崎駅東北すぐ電話（0.6-6495-3181)

ア年前の2005年6月29、30日一クボタは79名に及ぶ自社・関連企業アスベスト被害の死亡

労働者数を明うかにし、また、 30日には今は亡き前回さん、土井さん、早川さんの3人が、周辺住

民彼害者としてクポタかう見舞金を受取ったことを、患者と家族の会や支媛団体と共に明らかにしま

した。（公害としてのアスベスト彼害）

このクボタショックによって、まさに隠されていた日本のアスベスト被害の実態が一気に人々の自

にさらされるととになりました。

クボタ旧神崎工場周辺の石綿被害者は現在、私たちの確認しているだけですでに260人を越え、

そのうち、 3月末で232人にクボタが「救済金Jを支払っています。また、クボタの工場内の被害者

も165人（社員）を数えています。何と、尼崎市の東部だけで420人ものアスベスト被害者（中皮臆・

肺がん ・石綿肺など）が確認されているのです。

2010年度までに中皮態の死亡者は全国で約17.000人となっていますが、とのうち労災保険や

石綿救済法の認定を受けている人は10,000人。労災補償も救済法認定もされていない人がまだた

くさんおられるのです。（石綿による肺がんはさらにひどい実態。請求期限を大幅に延長させました）

私たちはクボタショックを忘れることなく、 あまりにも悲惨な結果をもたらしているアスベスト彼

害の実悠を広く世間の人々に知ってもらうため、今年もまた尼崎集会を計画しました。ぜひぜひたく

さんご参加下さい！

主催：中皮腫・アスベスト疾患患者と家僚の会／同尼崎支部／尼崎労働者安全衛生センター

後媛：ひょうと労働安全衛生センター／関西労働者安全センター／石綿対策会国連絡会磁／全国労働安全

衛生センター遵絡会議／中皮鹿・じん肺・アスベストセンター／ 尼崎市

ffifil[民主捌Omu§bo蹴~誕B毛窓ヨ自国協議活~習



アスベスト禁止をめぐる世界の動き
タイのアスベスト擁護者/嘘つき	 47
石綿が安全というメーカーの主張は誤りとWHO	 50

安全センター情報2012年7月号目次 ［全国労働安全衛生センター連絡会議  通巻第395号  2012年6月15日発行］

各地の便り/世界から

……

全港湾●港湾における石綿被災者救済制度	 52
大阪●じん肺に合併した顕微鏡的多発血管炎	 54
群馬●日系労働者のシンナーによる臭覚障害認定	 58
岐阜●ホンダが中皮腫アスベスト裁判に和解	 59
三省●今後の化学物質政策に関する合同検討会	 60
宮城●石巻アスベストプロジェクトでシンポジウム	 61
表紙写真／どう取り組むか被ばく労働問題交流討論集会（4月22日）

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉

要望書及び厚生労働省交渉の記録	 8

円卓会議提言から対策へ
認定基準・手続改善具体的に
公文書管理法施行踏まえた情報公開も議論
		  全国安全センター事務局	 2

ドキュメント

……

…………………………………………………

…………………………………………………………………

…

…

原爆症、森永ひ素ミルク、
医薬品副作用、薬害エイズ
公害薬害職業病被害補償第2回シンポジウム
		 明治大学大学院/公害薬害職業病被害補償研究会  野沢淳史	33

事故後の対応検証継続
労災、除染作業対策等求める
被ばく労働問題省庁交渉/交流討論集会
		 東京労働安全衛生センター事務局長  飯田勝泰	41

………

……………………

……………

……

……………………

…

…………



2   安全センター情報2012年7月号

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉

今年度の全国安全センターの厚生労働省交渉
は、2012年3月2日、衆議院第一議員会館第6会議
室において、正味約3時間かけて行われた。要望
書は、A.全般的事項、B.労働安全衛生関係、C.労
災補償関係からなるが、交渉は4つの時間帯に区
分して厚生労働省側の担当者が入れ替わるかた
ちで行われた。全国安全センター側参加者が約
25名、厚生労働省側も実数で約20名であった。
今回も阿部知子衆議院議員に紹介いただいた。

要望書及び厚生労働省の回答、やりとりの記録
は、8頁以下に掲載した。

公文書管理法の施行

政務三役会議も議事録作成

情報公開の促進は、毎年継続的に、様 な々角度
から取り上げている重要な課題のひとつである。

新しい対応としては、交渉後に大臣官房から明
らかにされたことであるが、政務三役会議は意思
決定機関ではないのでいままで議事録は残してい

なかったが、今年の2月27日から議事概要を作るこ
とになったとのこと。ただし、公表は考えていないよ
うなので、情報公開請求手続をとれば入手するこ
とが可能ということになるのだと思われる。

2011年度から、公文書を「健全な民主主義の根
幹を支える国民共有の知的資源」とし、それを「主
権者である国民が主体的に利用し得るものである
こと」を担保する法律として、公文書管理法が施行
されている。

同法第4条では、上記の目的の達成に資するた
めに、「当該行政機関における経緯も含めた意思
決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び
事業の実績を合理的に跡付け、又は検証すること
ができるよう、処理に係る事案が軽微なものである
場合を除き、次に掲げる事項その他の事項につい
て、文書を作成しなければならない」とされて、以下
の事項が既定されている。
①	 法令の制定又は改廃及びその経緯
②	 閣議、関係行政機関の長で構成される会議
又は省議（これらに準ずるものを含む。）の決定又
は了解及びその経緯

円卓会議提言から対策へ
認定基準・手続改善具体的に
公文書管理法施行踏まえた情報公開も議論

全国安全センター事務局
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③	 複数の行政機関による申合せ又は他の行政
機関若しくは地方公共団体に対して示す基準
の設定及びその経緯 

④	 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経
緯 

⑤	 職員の人事に関する事項
ほかに行政文書の整理、管理、保存、利用等、

公文書管理委員会について規定され、「行政文書
の管理に関するガイドライン」も策定された。

同法は、2007年の年金記録問題でずさんな公
文書管理が明らかになったことを契機に法制化さ
れた。官僚と政治家の攻防など法制定をめぐる経
過も示唆に富むものであったが、2012年1月27日に
は、東日本大震災に関する15組織のうち10組織が
議事録を未作成、うち5組織では議事概要も未作
成または一部作成であったとする政府の調査結果
が発表されるなど、現実的な問題でもあり続けてい
る。当時内閣官房長官だった枝野幸男氏は、3月
9日の記者会見で「有事の際は録音し混乱のなか
でも事後的な記録作成に役立つように備えるべき
だった」と述べている。

政務三役会議の議事録作成も、このような動きと
関係したものでもあるだろう。

厚生労働省文書管理・取扱規則

帳簿未掲載事務連絡変わらず

公文書管理法施行に伴って、厚生労働省文書
管理規程は廃止、厚生労働省文書管理規則等
が新たに作成されて、同省ホームページに「公文
書管理」のページがつくられている（http://www.
mhlw.go.jp/shinsei_boshu/gyouseibunsho/）。
しかし、これらによって、私たちが要求し続けてき

た、発議文書台帳に掲載されない重要な事務連
絡の発出の防止や意思決定経緯の透明化等が
ただちに実現するというわけにはいかないようだ。

全国安全センターでは毎年度、厚生労働省労
働基準局及び同局の部課室の発議・発送文書台
帳及び労災補償部各課の発出した事務連絡一覧
を開示請求している。そのなかから、私たちが公
表されるべきと考えるものをピックアップして、行政

全国安全センターの厚生労働省交渉－左側が交渉団、右側が厚生労働省の担当者
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サービスによる提供または開示請求して入手。一
覧表を本誌上で「労働基準行政関係通達等」と
して掲載するとともに、情報公開推進局のホーム
ページに順次アップしている。

今年度も同様の開示請求を行ったところ、新た
に策定された厚生労働省文書取扱規則によって、
「発議文書台帳」は「施行簿」に替えられ、「発
送文書台帳」は各課で備えるべき帳簿から削除さ
れたことがわかった。
しかし、厚生労働省文書管理規則は前出のホー

ムページに掲載されているものの、取扱規則の方
は策定から1年以上たっているにもかかわらず、い
まなおインターネット上では入手できない。掲載す
る予定ではいるとのことであるが、ファックスで送付
してもらわなければならなかった。

また、労災補償部各課発出の事務連絡一覧の
開示請求については、取り下げを求められていな
いので、「施行簿」に掲載されずに発出されている
事務連絡がいまなおあるのだと思われる。開示さ
れた内容については、またご報告する予定である。

労働基準関係通達

労災業務留意事項通達公表

それでも、「厚生労働省法令等データベース」の
「通知検索」に、「労働基準」関係、とりわけ「労
働安全衛生法」関係で、掲載される通達の数が、
以前と比べれば飛躍的に増加していることは、正

当に評価したい。とくに「搭載準備中の新着通知」
のところに、最新のものを見出せることも、利用上の
留意事項として指摘しておきたい。

平成24年2月23日付け基労発0223第1号「労災
補償業務の運営に当たって留意すべき事項」も搭
載されているが、毎年出されるこの通達が公表さ
れるのは、連続3年目のことである。

外国人労働者

9か国語版労災パンフレット

前年の交渉で回答があった「外国人労働者向
けパンフレット」については、第1編：請求（申請）の
できる保険給付のご紹介、第2編：労災認定のポ
イント 各種保険給付の詳細からなる「外国人労
働者用 労災保険申請のためのご案内」が、日本
語、英語、ポルトガル語、韓国語、中国語、ベトナム
語、タイ語、インドネシア後、ペルシア語の9か国語
で作成され、厚生労働省ホームページからPDF
版をダウンロードできるようになっている（http://
www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/
gyousei/rousai/gaikoku-pamphlet.html）。

上肢障害

リーフレットの内容を改善

「上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
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準」（平成9年2月3日付け基発第65号）は、
①	 上肢等に負担のかかる作業を主とする業務
に相当期間従事した後に発症したものであるこ
と。

②	 発症前に過重な業務に就労したこと。
③	 過重な業務への就労と発症までの経過が、
医学上妥当なものと認められること。

という3要件を示し、「『上肢等に負担のかかる作
業』とは、次のいずれかに該当する上肢等を過度
に使用する必要のある作業をいう」として、①上肢
の反復動作の多い作業、②上肢を上げた状態で
行う作業、③頸部、肩の動きが少なく、姿勢が拘束
される作業、④上肢等の特定の部位に負担のか
かる状態で行う作業、をあげている。
ところが、同認定基準を解説した現行のリーフ

レットでは、「上肢等に負担のかかる作業」とは、「次
のいずれかに該当する作業において、上肢等を過
度に使用する必要のあるものをいう」として、①～
④が示されている。このため、①～④のいずれか
の作業であれば該当するにもかかわらず、①～④
のいずれかの作業のうち上肢等を過度に使用す
る必要のあるものに限定されるという誤った理解を
生じさせている。上肢作業を主とする業務が過重
であったかどうかの判断の問題が、過重な上肢作
業であるかどうかという判断にすりかえられてしまう
ということである。また、3要件が明示されていない
ために、「作業」と「業務」の区別が、監督署でも
結構混乱している例もみられた。

今回、労災認定基準の内容に沿ったものにリーフ

レットを訂正するよう求めたが、新たなリーフレットの
作成中とのことで、要望を反映することを約束した。
すでに厚生労働省ホームページにも掲載されてい
る（http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/
roudou/gyousei/rousai/040324-13.html）。

精神障害

リーフレットへの意見歓迎

「心理的負荷による精神障害の認定基準」（平
成23年12月26日付け基発1226第1号）は、昨年末に
改訂されたもの。

従来の判断指針の解説リーフレットでも、内容が
不十分だったり、紹介される事例が不適切だったり
ということもあったため、作成に当たっては、労災相
談を実際に受けているものからの意見をよく聞くよう
に要請した。要請を出してから交渉が行われる前
に、ホームページにも掲載されてしまったが（http://
www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/rousai
hoken04/120427.html）、「関心も高く速やかに作
る必要があったことをご理解いただきたいが、参考
にしたいのでご意見等は歓迎」とのことだった。

石綿関連疾患

リーフレット否定した改訂

一方、「石綿による疾病の認定基準」（平成24
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年3月29日付け基発0329第2号）は、交渉後に改訂
が行われたもの（リーフレットは本稿執筆時点では
まだ作成されていない）。

くわしい経過や問題点等については5月号で解
説したが、こちらでは、2010年に作成された解説
リーフレットで正しく紹介されていた旧認定基準（平
成18年2月9日付け基発0209第001号）の内容をね
じまげて、「基準の明確化」と称して改悪が行われ
たことが、特徴のひとつであった。
しかし、「石綿曝露作業従事期間1年以上＋肺

組織切片中の石綿小体又は石綿繊維」という新た
な基準が導入されたのは、この3月2日の交渉後の
担当者との立ち話で得た情報から、パブリックコメン
トに対する意見に追加したことが、直接のきっかけ
になったものであった。

4月12日に厚生労働省が、「石綿による疾病の認
定基準についての訂正について」（http://www.
mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000027vtr.
html）発表せざるを得なくなったのは、この部分の
追加が発出直前になってから予定外に行われたこ
とも、原因のひとつだったと考えられる。

なお、「石綿による健康被害の救済に関する法
律の規定による特別遺族一時金の支給対象の見
直し等について」（平成23年3月16日付け基発0316
第6号）は、発出は交渉後だったが、交渉の時点で
すでに方針は確認されていた。

労災医員・本省検討会

「専門医」の意見「隠れ蓑」

振動病の労災認定における鑑別診断の乱用
等の問題（要望事項C-3）は数年来懸案事項のひと
つになっているが、実は裁判で争われていることも
あって、厚生労働省の対応はかんばしくない。他
にも、精神障害労災認定における主治医と地方労
災医員との情報・意見交換（要望事項C-1（1））、石
綿確定診断委員会（C-2（5））の問題なども取り上
げている。
じん肺診査医もかねてから様 な々問題があるが、

とりわけ振動病、精神障害については地方労災医

員（局医）協議会、さらに一定の疾病について監督
署レベルではなく本省の検討会－石綿については
石綿に係る疾病の業務上外に関する検討会、電
離放射線障害については電離放射線障害の業務
上外に関する検討会、化学物質過敏症等につい
ては化学物質に関する個別症例検討会－で検討
するという体制が「整備」（？）されるにつれて、「専
門家による医学的判断」を「隠れ蓑」にして、適正・
公正な行政判断を確保する努力がおろそかにさ
れているのではないかと懸念される面もある。
とくに、上肢障害、脳・心臓疾患や精神障害等に

端的にみられるように、申請件数の増加に対応し
て、本省協議を極力減らして、監督署レベルで決
定できるように（精神障害の新認定基準では、局医
協議会の役割も縮小）労災認定基準を改正してき
た経緯に照らして、同様に申請が増加している石
綿関連疾患について、かえって本省協議の指示
対象を拡大するような労災認定基準の改訂が行
われたことは、きわめて遺憾である。

受診命令

受診命令適正化で事務連絡

なお、森林労連等の働きかけによって、平成24
年1月10日付けで、都道府県等同局労働基準部労
災補償課長宛てに、「地方労災医員制度の適切
な運営について」という職業認定対策室長名の事
務連絡が出されているので、紹介しておきたい。
「地方労災医員制度の運営については、昭和

62年12月22日付け事務連絡第33号『地方労災医
員制度の運用上の留意点について』等により指示
されているところである。

同事務連絡の記の2の（1）では、地方労災医員
の協議事案を例示しているが、このうち、特に高度
の医学的検討を要するものに該当する受診命令
事案について、受診命令の実施の決定に関与し
た医師が、当該受診命令による検査・診断を行うこ
と及び当該受診命令による検査・診断を行った医
師が、地方労災医員による協議に参加することは、
当該受診命令の結果に基づく処分に不信感を生

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉



安全センター情報2012年7月号   7

じさせる懸念がある。
そのため、今後は、下記に留意の上、適正に取

り扱うようお願いする。
記

1		 受診命令による検査・診断を行う医師は、当
該受診命令実施決定に関与した医師以外の
医師の中から選定すること。

2		 受診命令による検査・診断の結果等の評価を
行う医師は、当該検査・診断を行った医師以外
の医師の中から選定すること（複数の医師によ
る協議会等により評価を行う場合を含む）。」
しごく当たり前の内容をようやく指示したというこ

とだが、そもそも受診命令自体きわめて限定的・例
外的なものであることが徹底されるべきである。

被害者を直接診ている主治医の意見の尊重
は、われわれが長年主張していることである。

新しい職業病

MTBI友の会メンバーも参加

「新しい職業病」について、近年は軽度外傷性
脳損傷（C-4）、化学物質過敏症（C-7）、脳脊髄液
減少症（C-8）等について取り上げている。

厚生労働省の回答はなかなか変わらないが、そ
れでもとくに軽度外傷性脳損傷（MTBI）について
は、毎回、友の会（http://mild-tbi.net/）の方たち
が交渉に加わって、実情を訴えている。具体的な
対応として、障害認定基準の改正が求められてい

るが、ぜひ実現をめざしていきたい。

いじめ・嫌がらせ防止

円卓会議提言から対策へ

労働安全衛生対策では、今回は、①高速道路
等の料金収受員の労働災害防止、②休業4日未
満災害の分析、③職場のいじめ・嫌がらせ対策、
④熱中症対策、⑤アスベスト対策等を取り上げた。

①も継続した課題であり、今回も前年12月8日に
東京労働局との交渉を行ったうえでのやりとり。写
真は、昨年3月首都高3号線用賀本線にワンボック
スカーが料金所施設に激突した事故の写真。

⑤では、健康管理手帳制度や東日本大震災被
災地のアスベスト対策等とともに、あらためてアスベ
スト対策基本法の必要性を提起した。

②④では、地方労働局の取り組みの実績などを
踏まえて、現実的な対策につながる提起を行った
つもりである。

③は、数年来、職場のいじめ・嫌がらせ防止ガイ
ドラインの策定を訴えてきた。6月号でいじめメンタ
ルヘルス労働者支援センター（IMC）の千葉茂さん
がくわしく報告してくれているように、職場のいじめ・
嫌がらせ問題に関する円卓会議の提言が3月15日
に公表され、厚生労働省は2012年度から、①実態
把握のための調査研究、②予防・解決に向けた社
会的気運を醸造するための周知・広報を実施する
ことを明らかにしている。

円卓会議・ワーキンググループの作業においても、
「全国安全センターが作成したパンフレットも読ま
せていただき、定義も例として紹介させていただき、
議論において参考にさせていただいている」と担
当者が話すような役割は果たしてきた。防止ガイド
ラインの策定なり、さらには労働安全衛生法の改正
といった議論にすすめる土台ができたところで、一
層の働きかけを行っていきたいと考えている。

なお、原発労働の放射線被ばく対策について
は、別の枠組みで厚生労働省等との交渉を積み
重ねており、本号41頁や2011年12月号等を
参照していただきたい。
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1.			 厚生労働省の情報公開について

（1）	 公文書管理法施行と文書管理

①	 発議文書台帳に掲載されない重要通達が事務連

絡として発出されるケースが多い（特に労災補償部）。

公文書管理法に基づき通達・事務連絡の取り扱いに

係る規定の改定、運用の変更があれば直ちに明らか

にすること。

【回答】	 厚生労働省では平成23年4月に施行された公
文書等の管理に関する法律－公文書管理法－に
基づいて厚生労働省行政文書管理規則を定め
て、行政文書を適切に管理することとしています。
公文書管理法では通達や事務連絡といった文書
の体裁にかかわらず行政機関が組織的に用いる
文書につきましては、事務及び事業の処理に関す
る事案が軽微なものである場合を除いて、行政文
書として適切に管理することとされています。ご指
摘・ご質問の事務連絡・通達等の取り扱いに係る規
定の改定等については変更はございません。

②	 重要な事務連絡は文書台帳に掲載して組織的に

管理し、文書の存在を透明化すること。

③	 労働基準行政情報システムの掲示板等、電子メー

ルでの情報のやり取りについて、 発受者と文書名一

覧を作成管理し、文書の存在を透明化すること。

④	 公文書管理法に基づき電磁的記録の保存期限を

無制限にすること。

【回答】	 ②から④をまとめてご回答します。一部、特定の
部局にまたがるような話は後でご質問をいただくと
して、全体的な話をさせていただきます。公文書管
理法及び厚生労働省行政管理規則においては、
事務連絡に特化して文書台帳を作成する等の定

めにはなっていませんが、通達や事務連絡といった
文書の体裁にかかわらず行政機関が組織的に用
いる文書は、事務及び事業の処理に係る事案が軽
微なものである場合を除いて、行政文書として適切
に管理することとされており、ご指摘の電子メールや
電磁的記録等についても、行政文書に該当するも
のは適切に管理しているところです。また、これらの
行政文書について文書の存在を透明化することと
のご指摘についてですが、公文書管理法及び厚生
労働省行政文書管理規則においては、1年以上保
存する行政文書は行政文書ファイルにまとめて行
政文書ファイルの名称・作成年度・保存期間などは
行政文書ファイル管理簿に記載し、インターネットで
公表することとされており、すでに公文書管理法が
施行される前の平成22年度までのものについては、
ホームページにおいて公表しています。なお、公表
されるものについては、個別の行政文書そのもので
はなくて、それらをまとめた行政文書ファイルの名称・
作成年度・保存期間などです。ご指摘の電磁的記
録の保存を無制限にすることについては、公文書
管理法及び厚生労働省行政文書管理規則におい
て、別表において適切な保存年限を定めることとさ
れており、これに即して保存することとされているた
め、ご指摘のような定めにはなっていないと承知して
います。

【榊原】	 （1）のあたりは去年もまったく同じことで提出して
いるんですが、去年のときには、公文書管理法が施
行されてからガイドラインを検討した上でファイル名
等で、あるいは書誌情報等でわかるように改善がで
きればやっていきたいという前向きなお話をいただ
いたので、こちらもよろしくお願いしますと申し上げま
した。いまのご回答ですと、特別何も変わってないよ

労働安全衛生・労災補償に関する
要望書及び交渉の記録

2012年3月2日  厚生労働省交渉

	 	 A.	全般的事項

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
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というお話だったんですけど、去年、公文書管理法
の具体的な話が出てきて時間が経ったわけなんで
すけど、どういう改善の努力がなされたのかをお願
いいたします。

【回答】	 昨年度の回答については、そのような話であると
いうのはちょっといただいたんですけれども、具体的
なガイドラインというのは内閣府から示されまして、こ
れに基づいて厚生労働省の行政文書管理規則を
定めているので、この管理規則についても内閣総
理大臣の承認などの関係上、実質的には全省庁
横並びの取り扱いになっています。したがって昨年
度陳情いただいた時期－1月の末ごろだったと思い
ますが、その頃いただいた中で厚労省としても意見
を出したんだとは思うんですけれども、最終的には
内閣府のガイドラインに沿ったかたちで承認を得た
ものでしか定めがないものですから。当時の陳情の
ときにご回答差し上げた前向きな検討というのが結
果論として反映されなかったのかとは思います。

【榊原】	 具体的にどういうご提案をされて、何が駄目だっ
たとかっていま出ますか。

【回答】	 そこまで細かいところまでは、私は承知はしてい
ないんですけれども。

【榊原】	 それこそ意思決定過程っていうことですよね。も
ともとガイドラインだとか基準ができてしまうと、よくも
悪くもそれで動いちゃってるから、基準を作るときの
意思決定そのものが公開されないといけない。去年
もやりました石綿の認定の経過管理簿でもそれを
発出して集めるっていう動きの過程の中が大事なの
にそういう事務連絡が出てこないという話をしました
よね。いまのご回答でもガイドラインだったり、管理規
定で適切に管理すると。あとは適切の中身なんです
よね。公開の方でいくのか、決まっちゃったものだけ
出しておけば、決まっちゃったものは残っているよっ
ていうことを去年も回答いただいたんですが、その
過程をずっと追っかけていけるようになっていないと
いけないし、こういうデータを集めるよっていうのは
事務連絡でしてると。それができてなくて適切に管
理するようにはなってないと思うんですよね。去年と
同じですけど、もう一度ご回答をお願いします。

【回答】	 昨年度は正直なところ法律の施行前というとこ
ろがありまして、取り決めとしては実質的なところは
変わってないんですけども、新たにできた公文書管
理法に少なくとも23年4月以降のものについてはちゃ
んと残す、あるいは経緯も含めて取って保存して適
切に管理しましょうというところは徹底をしているわ
けですけれども、法施行前のものについては、基準
局も含め厚生労働省として取り扱いについて残って

いるものも実際にあると思いますけれども、管理とし
てはそこは不備があるというか、残ってないものがあ
るじゃないかと言われるかもしれませんけれども、法
律ができる前の部分については、私の回答として自
信のないところもありますけれども、少なくとも法律施
行前の部分については、ご指摘いただいたところは
何とお答えすればいいのか、ちゃんとやっていないと
言われればそれまでなんでしょうけれども。少なくとも
法改正になった後については、しっかり保存している
というところはちゃんとお答えできます。

【榊原】	 公文書管理法は保存の方がメインですけども
作るときのことが重要ですよね。施行後にきちんと適
切に管理されているというお話ですが、じゃあ処理
経過簿とか意思決定にからむ最初の発出の時点
ですよね。ああいうものは施行後はいままでとどうい
う違いの取り扱いに変わったんでしょうかっていう話
になりますよね、いまの話から言うと。

【回答】	 法施行前に残っていない部局もおそらくあった
とは思うんですけども、法施行後については、残し
方については、公文書管理法ないし厚生労働省の
行政文書管理規則の中で全てについてこうしろっ
ていうところは。正直こと細かくは一つひとつの文章
について示すことはできないんですが、最低限守り
なさいという公文書管理法で言われているところに
ついては、意思決定の経緯も含めて残すようにとい
うふうな話で進めてはいます。

【榊原】	 意思決定の経緯の部分も含めてということです
よね。ありがとうございます。さらに台帳に載っけると
いう話もあるじゃないですか、発出の文書。ここでも
書いていただきましたが、メールの話も広がっていき
ますけど、意思決定に係るものというのは紙ベース
であろうとデジタルデータであろうと、どういうものが
発出されて動いているかということが外から見える
ようになってないと公開性の問題から言ったらちょっ
と問題ですよね。そのあたりも含めて意思決定過程
が、個別の文書がわからないっていうのは、結局施
行前と同じなんですよね。意思決定過程と言ったと
きに、個別の文書が残っているだけじゃなくてずっと
流れでこれが出てこれが出て、こういう判断が出て
というのがずっと残っていかないと拾えないですよ
ね。その部分も含めて、適切な管理と考えてよろしい
ですかね。

【回答】	 いまの話だと、文書管理と情報公開というところ
をちょっと分けて考えさせていただきたいのですが、
情報公開の中で文書を特定するという話について
は、労働安全衛生センターからいただくような内容
で、だいたいすべての文書一連の流れが知りたい
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ということでいただくかと思うんですけれども、その
中で補正ないしは文書特定の段階ですり合わせを
行って情報公開にはきっちり対応させていただいて
いると思います。ただ、保存については、法律の中で
も全部を残せとはさすがに言っていないので、重要
度については各文書管理者の判断もあろうかと思
いますので、正直なところそこは事業とか行政文書
の分類・種類とかによって重要度が違ってきますの
で、一律にこの部分は－例えば通達全部について、
事務連絡全部について保存してくれとか、メール全
部についてというのはちょっと物理的な量もあります
ので、難しいところはあります。そこはご理解いただ
ければと思います。少なくとも意思決定の重要なも
のについては残すようにとは、法改正後には対応さ
せていただいていますので、そこはアピールさせて
いただきます。

（2）	 審議会、委員会等の公開

①	 厚生労働省の審議会、委員会は他省庁と比較して

公開のレベルが十分ではない。 例えば文部科学省

原子力損賠賠償紛争審査会にように傍聴者に録音、

撮影、インターネット配信を認めること。 内閣府の新

しい公共円卓会議や原子力大綱策定にならい、事務

局が動画配信を行うこと。

【回答】	 ご指摘のように審議会というのはきわめて厚労
省の政策判断をするにあたって非常に重要な会議
ですので、きちんと国民の皆様に見えるようにしてい
かなければいけないと思っており、配布資料とか議
事録についてもなるべく早くインターネットにアップす
るようにはしています。ご指摘のような録音・撮影と
か、インターネット配信については、審議会の実際の
議論をされる委員の先生方のご意向なども踏まえ
なければいけないので、そこは先生方とお話しなが
ら各審議会を担当する部局で適切にやっていると
思っています。動画配信についても、いま政府全体
としていろんな会議を動画配信をはじめているとこ
ろもございます。厚労省としても昨年、省内事業仕
分け－いろんな法人だとかをきちんと法人のあり方を
こうしなさいと。そういったミニ仕分けのようなことを
やったのですが、そこは動画配信を実施したところ
です。いろんな会議の性質がございますので、その
会議の委員の先生の判断といったものを踏まえなが
ら、きちんと国民の皆様に見えるような公開をしてい
くべきだと思っています。

②	 審議会、委員会等の委員の選任基準及び選任理

由を明らかにすること。 委員の選任にあたっては公

募制も取り入れること。

【回答】	 厚生労働省内に設置されている審議会の任命
に関しては、平成11年4月27日に閣議決定された審
議会などの運営に関する指針というものがあり、こ
れに基づき実施しているところです。同指針におい
ては、当該審議会等の設置の趣旨・目的に照らして
委員により代表される意見、学識、経験などが公正
かつ均衡の取れた構成になるように留意しなさいと
いうことが記載されいて、厚生労働省においては学
識経験者であるなどの種々の要素を総合的に勘案
して厚生労働大臣が任命をしているところです。選
任基準とか選任理由を客観的・具体的にお示しす
ることができないという状況にございまして、また、公
募を実施することも困難であると考えています。

【澤田】	 ①の方で、部局で委員の先生方に諮っておられ
ると思いますという発言をされましたが、それは確信
を持って言ってることなんですか。

【回答】	 各部局というのは、審議会はいろいろあって医
療のやつだとか労働の審議会とか。それは各部局
できちんと審議会を所管している部局とか課があり
ますので、そこで委員の先生方に説明をしたりだと
かそういったことをしますので。

【澤田】	 じゃあインターネット配信します、先生どうです
かっていうのは必ず言っているという方針なんです
ね？厚生労働省として。

【回答】	 さきほど申し上げたのは、そこについてはそこま
で言ってなくて

【澤田】	 ですから私の言いたいのは、しっかり委員会を
始める前に委員の先生方にインターネット配信した
いと思いますがどうですかという確認を必ずしてくだ
さいというお願いをずっと前から言ってるんですよ。
それを委員の先生にも聞かないで勝手に傍聴だけ
許可します、というやり方でやっているからこのような
要請を出しているんです。してるんですか、要請は。

【回答】	 それは官房として各部局にこういう方法でやりな
さいっていう文書を出しているかと言われればそれ
は出していません。ただ会議の進め方というのは必
ず委員の先生、特に座長の先生の意向を持ってや
りますので

【澤田】	 もちろんです。ですから、そのような意向でまず聞
きなさいという方針を官房の方で出しているのか、
出していないのか、それはどっちですか。

【回答】	 いま申し上げましたように、出していません。
【澤田】	 出す予定はありますか。
【回答】	 いまのところはないとしか申し上げられません。
【澤田】	 じゃあ出すように検討してください。②なんです

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
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けど、私も京都の大学を出ていて、石綿の論文を書
いていて、それなりの学識があると自負しているんで
すけれども、石綿の委員会にはまったくお声が掛か
らないで呼ばれないんです。なぜ呼ばれないのか
なぁと思って、ずっと私を入れろというのも各部局に
言っているんですけども、まったく声が掛からないん
です。なんで入れないのか知りたいんですけども、そ
れを誰も明らかにしてくれないんです。それはなぜで
しょうか。それがわかるように、2、3行、この先生はど
こどこ大学でこういう論文を書いているので入れま
したということもできないっていうことなんでしょうか。

【回答】	 いま私の方でお答えできるのは、大臣が種々の
要件を勘案して委員の任命をしているというところ
ですので、それ以上の具体的な選任理由等々に関
しましては、申し上げることが困難でございます。

【澤田】	 困難じゃなくて、それは作ろうと思ったら作れるこ
とですよね。意思決定に係ることなんだから。これこ
れこういう理由で、ちゃんと理由があって選任するわ
けですからね。

【回答】	 ですから学識経験があるとか、
【澤田】	 だから私もあるんですよ。
【回答】	 種々の要件を総合的に勘案して、
【澤田】	 総合的に、
【回答】	 はい、そうです。
【澤田】	 まったく不透明なので、そういうことが透明になる

努力をぜひ頑張って、困難を乗り越えられるようにし
てください。

【回答】	 ご意見は頂戴いたします。
【飯田】	 労働政策審議会に関連するさまざまな分科会

とか専門検討会や研究会などは、同じ先生が毎回
毎回出てこられて座長もやっておられるというね、10
年一律のごとくなっているわけですよ。これだけ社
会が変動し、社会経済も激動する中で新しい知見
や新しい研究、そういう意味ではNGOなんかも一
定の専門的な活動もされています。そういったとこ
ろにちゃんと入っていただくという意味では手を上
げさせるっていうことも必要なんではないかと思いま
す。そこはちゃんと民主主義的な議論の場を保障
するっていうことであれば、たしかに大臣が任命す
るわけですけど、事務方が基本的には選別して推
薦をするか何かわからないけれども、上げているわ
けでしょう？そういうプロセスがなければ、いきなり大
臣が任命するわけにはいかないわけですから。そ
ういった基準をちゃんと、公募も含めて作ってくださ
いって言ってるわけです。

【川本】	 個別具体的なことをいうのはやめますけど、明ら
かにこの先生はこの分野の論文ひとつも書いてな

いよなっていう人が選ばれてる。だからいまみたいな
議論になる。全員を公募にするのは不可能かもしれ
ないけど、1人、2人でも自薦をしてもらえばいいじゃ
ない。10何人もだいたい並ぶんだから。そのうちの1
人、2人ちょっと変わった人がいても何の問題もない
し、むしろその方がよいんじゃないかっていうことを
みんな提案してるんです。全部やってもいいよ、この
人とこの人とこの人は専門分野に何にも関係ない
のに入っているって名前挙げられるよ、何人か必ず
入っているって。

【回答】	 個別な話についてはちょっとお答えを差し控えさ
せてもらいますが、いまの段階で厚生労働省の任
命のかたちというのは、おっしゃられたとおり担当部
局が政務三役に話を上げて、政務三役会議という
－政務官・副大臣・大臣が入った場－で決定をする
というプロセスを取っています。それが透明じゃない
という話をおしゃられるのかもしれませんが、私どもと
しては十分そういうかたちで公平性を担保できてい
るのではないかとは思っているんですが、ご意見を
頂戴いたしましたので、その旨は持ち帰りたいと思
います。

【斎藤】	 政務三役会議の議事録というのはちゃんとある
んですか。厚労省の方で把握しているんですか。

【回答】	 それは私のほうではちょっと
【斎藤】	 把握していないと思うんですが。いま公正とお

しゃった、政務三役会議が公正というようにおっしゃ
るけど、その議事録っていうのは厚労の事務方は
持ってるんですか。それを持ってないと公正も何も
検証されない。それを教えていただきたい。

【回答】	 政務三役会議の議事録は私の方であるかどう
かは把握してございません。

【斎藤】	 それじゃあ確認していただけますか。この件は
委員の公正性っていう根拠でおっしゃったので、そ
の議事録がちゃんとあるのかどうか。なければ公
正っていうことが検証しようがないじゃないですか。
お願いします。

【回答】	 わかりました。

（3）	事業所名の公開について

		 労働基準法及び労働安全衛生法で司法処分及び

是正勧告した事業所を情報開示の対象とすること。

【回答】	 労働基準及び労働安全衛生法で是正勧告を
した事業所を情報公開の対象ということをいたしま
しますと、事業所が労働基準監督官との信頼関係
を前提として誠実に労働基準監督官に対して明ら
かにした事業所の実態に関する情報が公になるた
め、このような信頼関係が失われることになると。ひ
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いては、事業所が関係書類の提出等、労働基準監
督官に対する情報提供に協力的でなくなってしま
い、指導に対する自主的改善意欲を低下させ、さら
には法令違反の隠ぺいを行うことになるということな
ど、監督指導業務の適正な遂行に支障を及ぼす
恐れがあると考えられることから、これを開示するこ
とは困難と考えられています。なお、ご要望にもござ
います司法処分を行った事案については、原則とし
て公表しています。

【古谷】	 ずいぶん昔に話したことがあるけど、ひとつだけ
あれなんですけど。アメリカの安全衛生庁（OSHA）
のホームページを見ると、どこの事業所に何月何日
に監督に入って、結果、こういう指摘をしてそれに対
していつこういう返事が来て、再回答がどうって全
部、検索できるんですね。それと監督官のためのコ
ンプライアンスの基準。要するに司法処理基準です
よ。こういう場合にこういう監督官として処理をしま
すという基準をオープンにしている。いま言われたよ
うな事業所との信頼に基づいてという話とは、アプ
ローチがまったく違っている。司法処理基準につい
ても日本の場合はそれを公表してしまうと、ここまで
ならやってもいいかという違反を助長するかもしれ
ないから公表しないということで一貫して公表して
ないよね。そういう意味ではアプローチがまったく違
うんだけども、どっちがよいっていう話は別にしても、
監督課が全般的に監督のあり方を議論してるとい
うのは知っているので、そういう議論の中でそういう
アプローチもあると。公にすることによって遵守を促
すというのは、日本はずっと非公開で来たからこれし
かないんだということではなくて、検討はぜひしてい
ただけたらと思います。

【川本】	 補足でよいですか。公表してるいうてもね、記者
発表してるだけでしょ。だから地方紙にちょこんと未
払いとか安衛法違反でなんやらって出るか出ない
かですよね。だから各都道府県の労働局のホーム
ページに全部載せてくださいよ。それがいまどきの
公表でしょ。何月何日にこういうことで書類送検をしま
したということを。新聞に発表したからそれが公表し
たことになるなんていうのはあまりにも子ども騙しみ
たいな話ですよ。

	 	 もうひとつは、水掛け論になるからあんまりやりませ
んけど、やはり信頼関係とか協力的ってそれはどう
いう立場なんかなぁって、そういうことを聞けば聞くほ
ど労働者の方は不信感持ちますよね。だって法違
反してる人と信頼関係ないと協力しなくて改善しな
いって、そういうもんなんですか労働法って。ヤクザ
と仲良しにならないとヤクザ取り締まれないって言っ

てるのと同じでしょう。一般労働者と信頼関係作る
のは当然ですけれども、事業主と信頼関係作らない
と改善できないってそれはおかしいでしょう。少なく
とも司法警察権を持ってる監督官、行政がそういう
立場になられているから今みたいな事態になってる
んじゃないの。根本的に間違っているんじゃないで
すか、監督の姿勢が。犯罪容疑者になるかもしれな
い人と信頼関係とか協力的じゃないと改善できない
んですか。そんなにものすごいハードルの高い仕組
みに法律がなってるんですか。労働基準法なり労
働安全衛生法が。普通にやっとったら守れることば
かりでしょう。違いますかね。協力したり信頼関係な
かったら守れないような法律なんですか。そこらへ
んの認識が根本的に間違っているんじゃないかと
思います。なんかコメントあったら言ってください。

【回答】	 先ほどの話なんですが、信頼関係というよりは、
要はどうしても司法処分のような行政的な手続に
なると、司法の判断を仰ぐということになり時間がか
かってしまうと。当然それだけ労働者の権利救済が
遅くなってしまうということもあって、まずは行政指導
でやらなければならないと。行政指導で改善を図ら
せるということになったときにすべて公表されてしま
うと、労働基準監督官に見せたものがすべからく公
表される、違反率も公表されるということになってしま
うと、先ほど申し上げましたとおり、監督官に嘘の申
告をしようかとか、そういった可能性もあったりとか、
証拠を別に出さなくていいやと、隠ぺいしようというよ
うなことになる可能性があると。すみませんこれ、以
前から申し上げさせていただいた理由のとおりなん
ですけれども、そういったこともあってですね、公表
にはしていないと。

	 	 最近ですね、ちょっと公表のあり方っていうのを見直
す動きもございまして、事業場名というのは申し上げ
られないけれども、その事業場がどういう法違反を
犯して監督所がどのような指導をして、それについ
てどのような指導がなされたのかという一連のプロ
セスは事業所がそれぞれの法違反の是正、こうい
うことをやったら監督署に指導されるんだと。そうい
う違反があった場合はこう直せばよいんだというよ
うなプロセスがわかると。あとは監督署がどういった
指導をしてるのかということを知らせる意味で、そう
いったことも積極的に公表するようにしております。

【川本】	 恥ずかしいからいやだって、だから子ども騙しな
んだよ。子どもが悪いことしたからっていちいち皆に
知らせて、なんとかちゃんこんな悪いことしましたよっ
て、そんなんは恥ずかしいし止めるべきだと思いま
すよ。大の大人が労働基準法に違反した、でもちゃ

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
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んと改善しましたって何も恥ずかしいことでもない
じゃないですか。むしろ公表して、アメリカの話はそ
ういうことでしょう。こういうふうに改善されましたと。
それが何が悪いことなんですか。それが嫌だから
隠すなんて、子ども相手にしてんのかっていうことで

すよ。違うでしょ。
【飯田】	 それ以上回答が期待できないので、とりあえず

いったんここは引き取らせてもらって、次の要請の方
に移らせていただきたいと思います。

1.			 高速道路及び有料道路の料金収受員の労働災害

防止

		 高速道路及び有料道路の料金所における料金収受

員の労働災害防止のために、以下の店について事業

者への指導を徹底し、国土交通省に対策を要請する

こと。

①	 全てのETCレーンの通過速度を20km以下に規制

すること

【回答】	 料金の収受員の労働災害防止については、平
成17年12月7日付け基発第1207001号「有料道路
自動料金収受システムETC使用レーンでの料金収
受業務等における労働災害の防止について」とい
う労働基準局長通達により、各都道府県労働局な
らびに国土交通省の道路局長宛に通達を発出し
ており、安全通路の確保をはじめとした施設面の対
応・対策等について、高速道路会社等の本社や高
速道路会社等が料金収受業務等を委託している
会社の本社を所管する都道府県の労働局から指
導しています。また、対策の趣旨を十分に理解させ
るため、平成18年にも追加で指導等を実施してい
ます。これまで死亡災害については平成17年通達
発出以降、平成18年に1件発生したものの、その後
は0件となっているところです。当省としては、法令順
守の徹底指導をはじめ、通達に基づき指導を行って
まいりたいと考えています。

	 	 20キロ以下に規制することですが、これは法令では
なくネクスコ東日本とか中日本、西日本等が奨励す
る速度で20キロ以下で進入して徐行して通行する
こととされていると思いますが、道路交通法を所管
する警察庁に働きかけてはいかがかと考えます。

【栄谷】	 すべてのETCレーンの通過速度を20キロ以下
に規制することについて、警察の方に働きかけてほ
しいというのが結論だったと思うんですね。確かに
警察は交通管理者、道路会社は道路管理者として
の権限が違います。とはいえ、なぜこれを規制して
ほしいのかというのは、まずドライバー－お客様であ

	 	 B.	労働安全衛生関係

るドライバーの単独な事故ですね。去年も八王子の
方で料金所にぶつかって炎上して死亡事故が起き
たというのがありますけど、料金所の現場では、単
独事故で死亡する場合以外に、料金所に接触した
り突入してきて、結果として収受員の傷害に至らな
かったということがあります。そういう状態の中でい
つ飛び込んでこられるのか。あるいは大型トラックの
バックミラーの金属片・ガラス片がしょっちゅうETCの
施設にぶつかって飛んでくるわけです。これは、交通
を円滑に確保するという警察の権限の範囲がある
と同時に、そこで働く労働者の安全の問題に関して
言えば道路管理者としての道路会社、そして厚生
労働省。昨年の12月に東京労働局に対しても同じ
ような要求を行っており、結論としてETCレーンとい
う場でお互いの権限が競合するんだろうと思うんで
す。われわれは死亡事故も含めて、こういうことが起
きてきたし、今後もいつ起きるかわからないという視
点を持って、厚生労働省として警察との協議に入る
予定があるのかをお聞きしたい。

【回答】	 道路交通法の所管が警察庁ということはご存
知のとおりかと思うんですけど、実際に速度を規制
するとかといったことになると、警察庁になると思うん
です。そうは言ってもいまのようなお話もありましたの
で、警察庁とか国土交通省、厚生労働省、都道府
県労働局の単位では連絡協議会というものを開催
しておりまして、その連絡協議会の場でもETCレー
ンの通過速度とかに注意するようにとかいうことを
ふれてもらうように、こちらからも都道府県労働局に
働きかけたいと思っております。

②	 料金所の逆徴収の防止措置をとること

【回答】	 逆徴収の防止措置を取ることについては、逆徴
収の状態での料金の収集作業が車の奥にまで手
を入れるなどの危険な状態が形成されることから、
できる限り逆徴収のないよう高速道路株式会社等
を指導してまいりたいと考えております。

【栄谷】	 最初の回答の前段に基発何号云 と々いうことで
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本省から各道路会社に指導がおりて、それによって
首都高が約100億円の安全対策を講じたってこと
はありますけども、その指導の中でも厚生労働省の
中だけの協議ではなく、他の省庁に働きかけてとい
う文書を見た記憶があるんです。まさに警察の問題
も絡んでその方が有効的に20キロ以下について全
国基準にしてほしいということなんです。協議しない
とできないですよ、厚生労働省単独では。逆徴収防
止の問題については、できる限り逆徴収をないよう
に道路会社を指導していきたいと思うと言われたけ
ども、逆徴収という問題はネクスコ－旧・日本道路公
団関係については起きないんですよ。とくに首都高
の狭い道路空間の中でETCを導入したことによっ
て。先ほどのETCの死亡事故に端を発して安全通
路を作らないために先端ブースを作ったことによっ
て、逆徴収については避けられない。いま新宿環状
線を作っていますが、新しい路線にそういうセンター
ブースを作らないようにと首都高会社に要請し、東
京労働局にも要請しながら、結果としてそのような
方向にならない。これからもお台場についてもセン
ターブースが当然見込まれる。逆徴収にならないよ
うに指導していくと言われましたけども、施設をぶち
壊して2レーンにしなければ、逆徴収は直らない。そ
ういうことも踏まえての回答かどうか確認したい。

【回答】	 平成17年に出した通達でも、高速道路の施設
面の対策ということで、地下通路を設けなさいとか、
上から降りれるような階段を使って、歩道橋のような
設備を取るような対策を取るようにという通達を出し
ており、この通達に基づいて。先ほど首都高の話が
出ましたが、東京労働局にも話をさせていただきた
いと思っております。

【栄谷】	 いま言った2点の他にセンターブース。安全通路
を作らないためにセンターブース化されたわけです
よ。そういう構造的な問題なんですね。この2点だけ
にこだわってのいまの回答では逆徴収は今後も直
らない。そのための提案を私どもとしてはしている。
東京労働局交渉においても説明しています。それ
について、いまは黙認している状態です。

③	 料金所の気積確保の違反を是正すること

【回答】	 労働安全衛生規則第600条の気積に関するこ
とだと思いますけれども、こちらの違反について該
当する事案については、適切に指導をしてまいりた
いと考えております。

【栄谷】	 適正指導するということですけども、いま現実に
人が入って働いているわけですね。その改善方法
について、親会社の首都高会社はその方法さえも

見つけられてないということで、私どもの解釈として
は人が入った営業はしないように指導するというふ
うに確認してよろしいですか。改善されるまで。

【回答】	 個別のケースについて、うちの方ですべて把握
してるわけではないんですけれども、現地の労働基
準監督署の方で法違反が確認されるところについ
ては指導していくというかたちになるかと思います。
こちらの方にも情報等お寄せいただければ、現地
の労働局にもご提供いただければ。

【平賀】	 現実に改善できない施設があるわけです。それ
を適切に指導するというから、適切な指導というの
は違法状態をなくすということでしょう。違法状態を
なくす指導をしてほしいって言ってるんです。

【回答】	 わかりました。現地の監督署等とも状況等を踏ま
えながら、法違反が是正できるかどうかという問題
はあるかと思うんですけれども、そこのところも含め
て検討させていただきたいと思います。

2.			 労働災害防止について

（1）	 神奈川労働局の労働基準監督署が行った休業4

日未満の災害分析によって、4日以上の休業の異な

る傾向や提出の少ない業種が明らかになった。 本省

レベルでも取り組むこと。

【回答】	 ご承知のとおり、休業日数が4日未満の労働災
害については、事業主が3か月に1回まとめて監督
署にその報告をするということになっています。しか
し、様式の災害発生状況の欄がまとめて報告する
ということもあり、限られておりまして、そのまま詳細
な分析を行うということはきわめて困難です。仮に一
定程度の分析を本省で全国的に実施するというこ
とになった場合には、新たに提出事業所に対して個
別に災害の発生状況等を聞き取ることであったりと
か、そういったものを本省にまとめて報告していただ
くなど、局署の負担というのは膨大なものになるとい
うことが予想されます。このため現段階ではただち
に本省において分析を行うということは考えておりま
せん。なお、休業4日以上の労働災害については、1
件ごとに詳細な略図、災害の発生状況等を記載し
ていただくというものになっておりますことから、その
災害の発生状況などを本省において全国的な分
析を必要に応じて行っているという状態です。

【川本】	 4年前かな神奈川の労働基準監督署と労働局
でいまのとまったく同じ回答をしてくださったんですよ
ね。簡単に言うと、4日以上のをまず優先してやって
いると、もう一方は手間だと。その2点なんです。どこ
の監督署に行ってもそう言うんですけど、ところがあ
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る監督署がやってくれたんです。結果は、4日以上と
はまったく異なる傾向が出てきていると。起き方とか
ね。あと4日以上のものと比べてみて明らかに提出の
少ない事業所がポッポッとあるんです。分析しないと
わからないことも見えてきます。そういうのが見えて
くるんだっていうのがわかったんで、だから本省でも
やってくれという話なんです。労働局にも一応言うと
きました、あまり伝わってないようですけど。だけど本
省で数すら把握していないっちゅうのは。法律で決
めておいて報告せぇって言うといて統計すら取って
ないっていうのはあまりにもお粗末です。統計を取る
のは最低限だし、全部統計を取るのが大変だ、手
間だというなら、サンプル調査でもやってみたら見え
てきますよ。そういうかたちで本省で取り組んでいた
だきたいと思います。

【古谷】	 それは行政勧告で指摘されたことだよね。4日未
満のものを把握するようにしなさいということを行政
勧告されてるよね。

【回答】	 ご指摘の休業4日未満の労働災害の発生状況
ということは神奈川労働局で取りまとめているという
話は承知しており、休業4日未満の様式24号というも
のの提出の件数が様式23号－休業4日以上のもの
と比べて少ないという現状にあるということは承知を
しています。どちらの様式も、もちろん法令にもとづ
いて提出をしていただくという様式ですので、現時
点においても各局・各署、災害が起こったときにはそ
ういったものをきちんと出すようにという指導をしてい
るところであるとは思いますけれども、あらためて休
業4日未満の様式についてもきちんと提出が事業主
から行われるように、各局に対してあらためて連絡な
どもさせていただいて、実態が監督署にあがってく
るようにということはさせていただきたいと思います。

（2）	 過去5年間における労働災害について、労働基準

監督署が再発防止対策書を事業主に求めた件数、

再監督実施事業場数、是正勧告・指導を行い完全是

正した事業場数及び完全是正率を明らかにすること。

【回答】	 各局署の独自の取り組みとして、労働災害再発
防止対策書というものがあって、それを事業主に作
成を求めているということは承知していますが、その
件数であったりとか、事業主から実際に提出を受け
た件数については把握はしておりません。

【回答】	 お尋ねの件数のうち、再監督実施事業所数、是
正勧告・指導を行い、完全是正した事業所数及び
完全是正率については、労働災害に限った集計を
行っておりませんので把握していませんが、定期監
督・申告監督を含めた最監督全体の実施件数、完

全是正事業所数、完全是正率については、平成22
年1万2497件、完全是正事業所数が5402事業所、
完全是正率が43.2％。次に平成21年、数字の順番
は今と同じです。9881件、4056事業所、41.0％。平成
20年、9859件、4168事業所、42.3％。平成19年、1万
808件、5183事業所、48.0％。平成18年、1万878件、
5558事業所、51.1％となっております。

【青木】	 こういう数字的なデータをきちんと取ることはやは
り大事だと思うんですよね。それをいろいろな理由
でやらないっていうことは何とかならないかと思う。
例えば、最初に言ったデータをみてもほとんど毎年、
平成19年、20年を境に件数的には減ってますけど
も、パーセンテージとか聞いててもあんまり変化がな
いっていうレベルのものなので、逆にこれだけ横並
びの数字を見ると、ノルマ的にこの件数だけやれば
後はいいんじゃないかみたいな疑いを持ってしまうよ
うな件数でしかない。やはりこういうところからきちん
と公開して、数字が激的によくなっているのであれ
ばそれは別に情報公開の場に是正の内容を開示
する必要はないと思うんですけども、実際にこれだ
けの問題があるんだったら、皆さんがやられているこ
とが実効的に効力をあげていない現状があるんで
あれば、それは何とかしてほしいと思います。

4.			 職場のいじめ、いやがらせ防止対策について

（1）	 職場のいじめ ・ 嫌がらせを防止するガイドラインを

策定すること。 職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する

円卓会議」 及び同ワーキンググループにおける議論

は有益である。 同議会等の 「報告書」にとどめず、そ

れを実質化するためにもガイドランを策定し、周知徹

底すること。

（2）	 職場のいじめ、 嫌がらせ防止対策は労働安全衛

生上の問題であり、労働安全衛生法令改正による規

制が必要と考える。そのための専門検討会を設置し、

検討を行うこと。

【回答】	 ご承知いただいているかとは思いますが、この
問題に関しては、昨年7月に円卓会議を立ち上げ
ワーキンググループとともに議論を進めてきました。
まず、全国労働安全衛生センターさんの方で作ら
れているこちらのパンフレットも読ませていただきまし
たし、定義の方も定義の例として紹介させていただ
き、議論においてはわれわれも参考にさせていただ
いていることをこの場を借りて御礼を申し上げます。
4の（1）のガイドラインの策定については、現場で実
際の相談の窓口を担当されている方から相談が
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あった場合に判断するツールと言うか、基準がほし
いという声はたくさんわれわれの方にも届いており、
この意見は真摯に受け止めたいと思っております。
一方で、この問題に関する取り組みは昨年7月から
取り組んだばかりですので、われわれとしてはまだ現
場でどういった問題が起こっているか、どういった取
り組みが行われたかといった事例を十分に把握し
きれていないという問題がございまして、まず来年
度にその職場の実態を把握するために実態調査を
行いたいと思います。そういった結果等を踏まえて、
さらに議論を進めていきたいと考えています。

	 	 （2）の法整備についても、まだ正直そこまでの議論
が進んでいないのが現状です。どの法律で規制す
るかということについてはいろいろな考え方がある
と思いますが、このようなご意見も貴重な意見として
参考にさせていただきながら、今後の議論を進めて
いきたいと思っています。

【川本】	 ガイドラインとか法律はいまはちょっと時間をくれ
という回答だったと思うんですけども、申し訳ないけ
ど私たちは5、6年前、もっと前からこれは問題だと
言ってるのに、皆さんがサボって去年の7月からなん
ですよね。そこを認識していただきたいんです。相
談員からあがっているって言ったけど、それは去年
からあがっているわけじゃなくて各局の、あるいは署
の相談員さんが困ってるいうことも何年も言われて
いることなんですよね。だからちょっとそこら辺は緊
急性があるんだということでお願いしたいんで。実
は先日、ホットラインをやりました。皆さんがやらないか
ら。やったら全国で、この弱小団体に200数十件の
相談が来たわけです。定義付けの問題が非常に問
題になってきているとは思うんですが、はっきり言うと
僕は定義付けは難しいと思うんです。ワーキンググ
ループでやられましたけども、非常に難しいんです。
でも規制のために定義付けは必要です、もちろん。
だけどもうひとつわかったのは、いま法違反があると
か、差別だとか言ってもピンと来ない。ところがパワ
ハラ、いじめって言った途端に辞めさせられたみた
いな相談がいっぱい来たんですよ。働いている人た
ちがより良い労働条件を望んでいるっていう気持ち
にフィットする、そういうネーミングであり、表現なんで
す。いじめ、いやがらせっていうのは。だからそういう
意味合いで職場を良くするんだっていう改善する
意味での定義付けをぜひお願いしたい。細かいこと
はまた出しますけども、そういうかたちであれば事業
主の方も働いている側も受け止めやすいし、またそ
のことで他の法律違反とか快適な職場作りとかそう

いうことにも進むことははっきりわかります。もし厚労
省さんがやったらたぶん何千件と電話が殺到する
と思いますよ。ぜひそういうことも含めて検討いただ
ければと思います。

【回答】	 いまいただいたご発言について、取り掛かりが
遅かったということについては、本当に反論の余地
がないくらい、こちらも真正面から受け止めなければ
いけない危機感だと思っております。ホットラインをさ
れているということでしたけれども、そういった情報
であったり、ご意見・ご要望はわれわれも幅広く声を
聞いていきたいと思っておりますし、それを反映でき
るように充実させた議論を進めていきたい、頑張り
たいと思っておりますので、また何かありましたら情
報提供でも、ご意見でも、ご批判でもいただきたいと
思います。よろしくお願いします。

3.			 熱中症対策

			  保健室等を有する大規模事業場など、建設業以外

での熱中症の実態把握が十分ではない。 不休災害

も含めた発症事例の報告と分析を依頼し、予防対策

に向けた実態を把握すること。

【回答】	 熱中症による労働災害の把握状況について
は、全業種における死亡災害や重大災害、死傷病
報告といった重篤な災害の実態等、把握し分析を
行っています。とくに平成22年は、熱中症による死亡
災害が47件と非常に多かったことがありまして、例
年5月を目途に前年の死亡災害の状況報告というの
をさせていただいているんですけども、それに加え
て過去3年間でとくに死亡災害が多かった業種とし
て、建設業と清掃業についてとくに重点的に対策を
講じようということで、昨年の5月31日に通達を発出し
指導を行っています。

	 	 ご要望にある不休災害も含めた発症事例の把握
と分析については、今後の災害状況によっては行う
必要性も出てくると考えておりますけれども、まず死
亡災害につながるような重篤な災害の防止の観点
から分析したところ、こちらは当省で平成21年6月19
日付けで出している職場における熱中症の予防に
ついてというところの措置がほとんど取られていな
い事案が多いということもありますので、現状として
は、こちらの通達に基づく指導を徹底して熱中症に
よる災害の防止をしていきたいと考えております。

【川本】	 さっきおられなかったんであれなんですけどね。4
日未満の休業災害のときにも議論したんですけど、
熱中症が重篤になって死亡するというのは、具合が
悪いから気づかなかった場合で、病院に行かないと
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いけない人がいかなかった場合ですよね。
【回答】	 そういうケースは多いです。
【川本】	 多いですよね。だから言われたとおり死亡災害

やったとこが対策を取ってないというのはニワトリと
タマゴで、取ってないから亡くなってしまったわけで
すよ。取ってるところは不休災害で済んで、パターン
としては環境的に亡くなっててもおかしくないような
場合でも対策を取ってたから、早く周りの人が気づ
いて、すぐに病院に運んで適当に寝かしておいたか
ら亡くならなかった。それが上がってきてないのが問
題だっていうんですよ。言われるとおり死亡災害が
あったところに対策を取れって指導するのは当たり
前なんです。だけど、そういうことをやってないところ
は偶然なんとか周りの人が気がついたから死亡災
害にならなかっただけで、一歩間違えたら亡くなるよ
うなそういう類の疾病じゃないですか。たまたま死亡
災害に至らなかったところをちゃんと把握するのが
必要じゃないですかという要請をしてるんです。実
はそこの現場では一夏で何人も倒れているというと
ころをまったく把握できていないのは如何なものかと
いう要請なんです。ちょっと考え方を変えてもらって
亡くなったところの対策を取るのは当たり前のことな
のですけど、亡くなってないけど把握すれできてい
ない、でも一歩間違ったら亡くなってしまうかもしれ
ない。そういう意味でまず実態を把握されないと、い
つまで経っても対策を取れてないところで死亡災害
が起きちゃいますよということを言ってるんです。

【回答】	 わかりました。そこのところは検討させていただき
ます。実際に調査を依頼するとなると本省の方でや
るのか、外部機関と関係したやるのかというところも
含めて持ち帰らせていただきたいと考えます。

3.			 アスベスト対策

（1）	 隙間なく公正な補償・救済及びアスベストのない社

会の実現に向けて、関係行政機関等が戦略的・整合

的に連携していくために、「アスベスト対策基本法」 を

制定に努力すること。

【回答】	 厚生労働省では現行の枠組みにおいてもアス
ベストによる労働者の健康障害防止の徹底を図っ
ています。今後も引き続き隙間のないアスベスト対
策を推進するため環境省などの関係省庁と連携を
図ってまいりたいと考えています。

（2）	 アスベストによる疾病の労災補償制度、健康管理

制度等の改正やアスベストばく露防止対策、アスベス

トの適切な処理と廃棄等の施策を進めるにあたり、ま

たアスベスト問題に関する国際協力の取り組みを行

うにあたっては、石綿対策全絡会議等のNGOや患者・

家族の団体の参加・協力を求めること。

【回答】	 厚生労働省で環境省と合同で実施している東
日本大震災アスベスト対策合同会議というものがあ
ります。これまでに5回ほど開催をしていますけれど
も、東京労働安全衛生センターの外山尚紀先生に
もご参画いただくなど、関係団体の協力をいただい
ているところです。

（3）	 健康管理手帳制度について

①	 健康管理手帳制度の運用の実態を調査するため

に指定医療機関ごとの受診者件数を本省に報告させ

ること。

【回答】	 指定医療機関ごとの受診者件数ということです
が、かつてはどの医療機関と契約しているという内
容を本省に報告するという制度があったんですが、
数が増えてきて制度として行われてきたということも
あり、契約形態の変更等もあって現在、その管理は
都道府県労働局に委ねています。現時点では委託
医療機関ごとの受診者数の報告までは必要ないか
と考えております。

②	 指定医療機関の契約条件を緩和しCTなど外注し

た場合でも指定医療機関として認めること。 また、健

診医については認定医や専門医資格がなくて同等の

専門性を担保する経験や実績を有する医師について

は認めること。

【回答】	 まず指定医療機関の設備の要件ですが、これ
もCTに関しては以前もお話したと思うんですが、
CTに関しては特別これがないから契約できないと
いうケースは、労働局と話をしてもいまのところはな
いということです。個別案件でこういう場合はどうな
のとかいうのは個々に対応しておりますので、全国
一律の基準のところで緩和をするということではい
まのところはないかなと思っています。

	 	 また、医師については、呼吸器学会とか医学放射
線学会の専門医資格のことをあげていますが、じん
肺でも石綿関連疾患でもその診断にあたってはい
ろいろんな病気との鑑別が必要となります。専門医
資格というのは、一定の質を確保するための前提
の条件、これさえあればすべててよしというわけでは
ないですが、これを前提にしてその上でという必要
条件のひとつとして考えています。また、これが日本
にひとりしかいないというのなら、極端な話、厳しいと
いうことかもしれませんが、呼吸器学会と医学放射
線学会は、それぞれ5000人から6000人くらいずつ
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要件を持った方がいます。日本中で医師資格を持っ
ている人が30万人に届くか届かないかということを
考えると、これも著しく厳しいものではないと考えてお
ります。

【西田】	 最初に確認をしたいんですが、全国一律で緩
和することはできないけども、CTの問題ですが。個
別にはやれるということで、そういう事例はあるの？

【回答】	 CTに関してはないです。
【西田】	 CTがなくても－CTを外注でもとていうのは今後

はあり得る？
【回答】	 将来にわたって絶対あるかないかっていう話で

いくと言えないですけど、いまのところそういう必要
はないと考えています。将来にわたって絶対にしま
せんっていうつもりはないですけれど。

【西田】	 以前は把握していたということですが。
【回答】	 どこの病院と契約したかということの報告はさせ

ていました。
【西田】	 厚労省でも指定医療機関を拡大するとという方

針は出ているんですよね。しかし、現実にそうなって
いるかどうかという把握はされていない。現実がどう
なっているか、局によって集計をしてるところがある
わけです。東京、神奈川、広島、高知、大分、沖縄の
6つの労働局では、指定医療機関ごとの受診件数
を把握している。情報公開で請求しないと明らかに
ならないわけですが、入手した資料見ていただきた
い。例えば、東京は肺がんの労災認定が全国一高
いのに受診件数ないし交付件数は平均以下という
ちょっと問題のあるところなんですが、江東病院、東
京労災病院、小豆沢病院の3つが新しく増えてい
る。ところが件数が少ないので全体的に受診件数
のアップにあまりつながっていない。神奈川の場合
は、うわまち病院と茅ヶ崎市立病院が新しく増えた
ところですが、横須賀共済病院の受診件数が減っ
た分、うわまち病院が増えているといった状況。広
島については、指定医療機関は20件近くあって、交
付者数に比べれば非常に多い。非常に頑張ってい
る労働局ですよね。でも例えば広島総合病院を中
心に増やしてるんだけども、一方では尾道総合病
院が減っている。大分と高知は全然、件数は変わら
ない。沖縄は指定医療機関は3つしかなくてほとん
どが国立沖縄病院なんですが、まだキャパシティが
あるから受診者が増えてもやっていけるという状態
なんですが、問題は何かと言いますと、要するに各
労働局は指定を取るのが大変なのね。多くの一般
病院はやりたがらない。いったん指定を取っても2、
3年するともうやめちゃうとか、患者さんが来なくなる
とかっていうことの繰り返しなんですよ。両極端に分

かれて、どこの局とは言いませんけども、もうこうなっ
たら労災病院しかないということで1件しか指定して
いない労働局もある。一方で頑張っているのは広島
なんだけども、それでも非常に大変で変動が激しい
というのが実態で、明らかに労災病院か検診専門
の病院じゃないと事実上維持できない。そういう現
実があるということを知ってほしいわけですよ。ちゃん
とした医師がいて診療所でCTがないところでも専
門医がいるところは認めてやれば裾野が広がるわ
けだから受診率アップにつながるわけですよ。実態
を踏まえていまの要件を緩和してほしいというのが
ずっと主張してること。一度実態を調べてください。

【回答】	 地域によって多いところと少ないところがあると
いうことはそうですね。ただ多ければ多いで、ここ
の病院は少ないっていう話になるし、裾野を広げて
いって最初のそれは個々の話かもしれませんけれど
も、トータルとしてちゃんとやりくりをしてくださいという
ことは各労働局に基本的にはお任せをしていて、そ
れで困っているという話であれば、それはそれで各
労働局と相談はしてますので、それを一律全部調
べることまでいましなければいけないかというと。

【西田】	 本省の方で調べないなら私が各労働局へアン
ケート調査しますからそれを邪魔しないでください。
そういう必要性を感じていないということを言ってる
から、私は違うよと言ってるわけですよ。実際に聞い
てるからね。アンケート調査やりますよ。それを踏ま
えて現在の要件の基準が本当によいのかどうか。
それが私は大きなネックになっていると思っているか
ら、それを踏まえてもう一度検討してください。

（4）	 東日本大震災の被災地でのアスベスト対策

			  「東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に

関する特別措置法」 では国の講ずべき措置のひとつ

に「アスベストによる健康被害防止」がある。岩手県、

宮城県の沿岸市町村では、がれきの仮置き場への搬

入はほぼ完了しているものの、最大量のがれきが発

生した石巻市 （613.3万トン）では、今なお家屋等の解

体、撤去が進まず、仮置き場への搬入量も43％にと

どまっている。 今後、同市では家屋等の解体、撤去

工事の急増にともない労働者のアスベストばく露防止

対策が急務の課題であるが、同市にだけでなく石綿

則に基づく被災地では石綿作業主任者技能講習や

特別教育が十分に実施されていない。 仮置き場での

アスベストの除去、分別処理及び家屋等の解体、撤

去作業に従事する労働者のアスベストばく露対策を

徹底すること。

【回答】	 東日本大震災の被災地でのアスベスト対策に関
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して、特別教育ですとか、石綿作業主任者の選任
などについて問題提起をいただいています。特別
教育の実施、石綿作業主任者の選任は石綿障害
予防規則に定められた義務でして、この措置の徹
底について引き続き事業者に対しての指導を図っ
てまいりたいと考えています。特別教育の実施など
に関してですけれども、もし人材不足であるとの問
題とかがあれば私どもといたしましても、例えば石綿
の見分け方ですとか、あるいは適切な作業の実施
といったものについて知見を有する方々がいますの
で、講師にふさわしい方の推薦ができると考えてい
ますので、随時ご相談いただければと思います。

【古川】	 この間アスベスト対策基本法の制定を求めて久
しいんですけども、今日は何か前向きなお答えがい
ただけるかなと思っていたんですがスッと素通りされ
た感じなんですけど、これについてもっと前向きな答
えをいただきたいんですけど。それについてはこの
の（4）の東日本大震災にも係ることだと思いますの
で。例えば、具体的にこうこうこういうふうにして基本
法の制定に向けて努力してますとか。こういった目
途で頑張っていますとか、そういった回答をいただ
けたらありがたいんですけど。

【永倉】	 東日本大震災の被災地現地の調査を石巻を中
心に何度か東京センターと協力しながらやっていま
す。指導徹底ということなんですが、やはり現場の労
働者についても、行政についても、アスベストのことを
かなり知らないですね。そのあたりはまだまだ徹底さ
れていないのが現実です。具体的なところで申し上
げると、例えば、津波で波型スレート板が破砕され
てなくなっている。そこに程度のよい波型スレート板
でまだ使えるものを再利用しようとしてるケースがあ
る。これは労働安全衛生法違反のはずなんです。ア
スベスト製品の使用は禁じられているはずだから。
それが現地では再利用というかたちで綺麗に外し
てまた使用されるということが起こっている。備え付
けるときにビスを撒いたり粉じんの発生することが考

えられるんですけれども、そういったものが実際に行
われれている可能性が高い。これは全地域の調査
をぜひ早急にしていただいて、そういったことがされ
ないように各労働基準監督署からの指導徹底をし
てほしいということがひとつ。それと、これは石巻の
がれき置き場に3000袋のフレコンバックの中に含有
建材が詰め込まれているんですけど、粉 に々破砕さ
れています。フレコンバックに入れるためにわざわざ
飛散防止剤みたいなものを吹き付けて、割って入れ
ているという実態があります。これも早急に、石綿障
害予防規則違反のはずですから、改善するように
徹底・指導していただきたい。そういったことを含め
てアスベスト対策基本法を、具体的にわれわれも含
めたかたちで患者と家族の会の意見も踏まえなが
ら早急に決めてほしい。そういった議論の具体的な
スケジュールを立ててもらいたいと思っています。

【回答】	 アスベスト対策基本法に関しては、公正な補償・
救済というものに関しましては私の方の所掌から外
れますが、いま現在、労働安全衛生法の徹底、こち
らによってアスベスト対策を徹底しているところで
す。お話があったような作業しようとしている、確かに
石綿製品に関して、実態そのものを私どもも認識し
ていなかったところがあるのですけども、確認なども
してみたいと考えています。フレコン袋の中にわざわ
ざ粉々にして入れているということ。これ厳密なこと
を申し上げますと、労働安全衛生法あるいは石綿
障害予防規則の違反というわけではございません。
そして、湿潤化もしてるということであれば、それは
それなりに気をつかってあるのだろうなと。ただ、わざ
わざ壊すというのは、ご指摘あったように発じんする
可能性がどうしても出てきてしまうわけですから、そ
このところに関しては今後、とくに被災地に限らない
話ですけけども、石綿含有建材の手ばらしを徹底
するように指導を図ってまいりたいと考えます。

【永倉】	 圧倒的な分量がありますんで、そこのところきち
んと指摘していただきたいと思います。

1.			 精神障害等の労災認定について

（1）	 精神障害の診断名や発症時期について、 主治医

と異なる地方労災医員の医学的意見に基づき行政

処分を行おうとする前には、治療を円滑に進めるため

にも、必ず主治医と当該医員との情報・意見交換を図

	 	 C.	労災補償関係

ること。

【回答】	 まず行政で決定する前提として、主治医の方が
いらっしゃる場合には、主治医の方からのご意見と
いうのはこちらいただいています。その上で地方労
災医員から医学意見をいただくというケースが出て
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くるわけですけれども、地方労災医員等の意見は
業務上外の判断を行うための資料として作成され
るものですので、決定をするべき行政庁としては地
方労災委員の意見書ですとか主治医の意見書を
踏まえて速やかに行政処分を行うことが重要だと考
えています。

【川本】	 わかっておられると思うんですけど、ものすごい
困るんですよ。仮に支給されたとしてもですよ。違う
病名だってことで決め付けられてやったら気持ち
悪いですよね。主治医の先生の治療でこれでよい
のか。先生はこうやいう病名でやってるのに監督署
が適応障害ですってされたら、先生も困るんですよ
ね。5であった余計なことをする監督署の労災の人
もいますからね。障害請求無理やりさせようとしたり
とかね。支給決定した後でもいいですから、主治医
と違ってるから精神障害の場合は丁寧に説明をし
て。どこまでやったって一致はしないかもしれない
ですが説明ぐらいはせんとね、本人が動揺します
んで。そこは何らかの方策を考えてほしいんです。
違った場合について。

【回答】	 決定の後で実際に部会でされた決定というの
は主治医の先生と違う病名・発病時期というのがさ
れていて。決定された後で主治医の先生なりが治
療の参考とされるために、地方労災委員の先生が
どうしてこういうふうにしたのか知りたいということな
どでございましたら、まず本人さんが話してよいとお
しゃっていただくのは当然の前提ではありますけど
も、そこは個別に事案があればご相談いただきたい
なと。決定後であればですね。

（2）	 精神障害の労災認定基準に関する新たなパンフ

レットを作成するにあたっては、 数多くの労災相談を

受けている全国労働安全衛生センター連絡会議や労

働基準監督署の労災課職員の意見を取り入れるこ

と。

【回答】	 すでにご承知の方もいらっしゃるかもわかりませ
んが、ホームページに業者に印刷をお願いしたもの
ではないのですが、暫定版ということでパンフレット
を掲載させていただいています。これを作成するに
あたってはこれまで他の機会などにいただいたご意
見を参考に作成をしています。パンフレットを作ること
については精神障害の労災補償については皆様
からのご関心も高くいただいており、パンフレットも速
やかに作る必要があったということをご理解いただ
きたいと思います。今回作成したパンフレットについ
てまたご意見がある場合には、今後の参考とさせて

いただきたいと考えています。

2.			 石綿による疾病及びじん肺の労災補償について

（1）	 石綿疾病にかかる労災認定事業場情報の開示の

在り方について

			  次の点について改善すること。

①	 石綿肺については石綿被害実態の大きな部分を

占めているので、 工夫をして開示情報に含めること。

たとえば、 「既開示事業場におけるじん肺にかかる労

災認定情報を含める」 あるいは 「石綿ばく露と石綿関

連疾患　増補新装版　森永謙二編」 314頁以下の 「参

	 考資料3全国石綿製品工場一覧（戦後）」 に記載され

た事業場で 「じん肺」 として労災認定者を出している

事業場を開示情報に含める、という方法をとること。

【回答】	 労災認定事業所の公表の関係。石綿肺ついて
は、これまで他の種類のじん肺と区別して管理して
おりませんので、石綿肺の労災認定事業所の把握
はこれまではしてなかったところで。ただし平成23年
度から、じん肺症によって労災保険給付を行った事
案のうち、石綿肺と認められるものは別途集計して
いますので、今年度に労災保険給付を行ったもの
から公表できるものと考えていますので、労災認定
事業所の公表をやっていきたいと考えているところ
です。

②	 石綿取扱期間における事業場所在地を付記する

こと。

【回答】	 事業所の公開の目的ですが、石綿関連疾患と
いうものは曝露から発症までの期間がきわめて長い
という特性があり、病気が業務によってと気づかな
いと言われていますので、そのために石綿曝露作
業に従事した可能性があるということですとか、事
業所から飛散した石綿により石綿関連疾患に罹患
した可能性があることについて、確認のために役立
つ情報を提供することは重要であることから、これま
で労災認定等を行ってきたものについて事業所名
などを公表させていただいているということです。ご
指摘のあった項目については、認定に必ずしも必要
というものではなくて、最終事業所のところで労災
認定していますので、公表のために調査を行うとな
ると、決定まで調査の期間を要するということになり
ますので、拡大は適当でないと考えています。

③	 曝露作業内容について内容が理解できるものに

改善すること。

【回答】	 曝露作業にいては、石綿がいろいろなところに
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安全センター情報2012年7月号   21

使われておりますので、多様な作業があったと承知
しています。ですので、一定程度定型化されたもの
を用いることがわかりやすいと、厚生労働省として
考えており、こちらの作業については、平成18年10
月に石綿に関する健康管理等専門家会議が取りま
とめた石綿曝露把握のための手引きに示されてい
る石綿に関する作業をベースに集計しています。こ
ちらの手引きについては、厚生労働省のホームペー
ジに掲載されていますので、石綿の作業に関する
作業の具体的なものはそちらで確認をしていただけ
るのではないかと考えています。

④	 使用石綿の種類が判明しているものは付記するこ

と。

【回答】	 認定基準において、会社さんが使われていた石
綿の種類によって認定要件を定めて書いていると
いうことではございませんので、労災認定で石綿の
種類まで特定をするところまでは認定要件にないの
で、そこまでの調査は現実問題としてやっていない
というところです。また、アモサイト、クロシドライトその
他ありますけど、混合されてるものの方が種類があり
ますので、これの種類を特定するというのは困難で
ないかと考えています。

⑤	 公開にあたっては単年度分だけでなく、 当該単年

度分も含めてそれ以前に公表された事業場及び疾病

ごとの認定数を累積した一覧表も同時に公表するこ

と。

【回答】	 累計の公表を一緒にしてほしいというご要望で
すが、労災認定事業所の公表一覧の公表につい
ては、例年ですと6月下旬頃に件数の公表をさせて
いただいてまして、厚生労働省としては速やかに事
業所の公表の作業に取り掛かっているところであ
り、公表内容にできる限り誤りがないようにひとつず
つ慎重に精査しています。また、事業所にも確認を
取っているところですので、公表時期については最
近は11月の下旬から12月の上旬、昨年は11月29日
に公表させていただきました。それに加えて累計版
の一覧表の掲載も同時に行うとなりますと、その分
確認作業に時間を要することになってしまいますの
で、公表の時期がさらに遅くなってしまうとの懸念が
あります。厚生労働省としてはできる限り早く公表を
行った方がよいのではないかという考えがあります
ので、できれば一緒に公表した方がよいとわれわれ
も思っているんですが、物理的に難しいところがあ
り、単年度の労災認定事業所を公表したあとに累
計版を作成して掲載しているところですので、ご理

解いただきたいと考えています。昨年公表しました
累計版は載せていますので、ご確認いただければ
と思います。

（2）	 石綿関肺がんの労災認定

①	 石綿関連肺がんの労災基準を緩和し認定を増や

すこと

【回答】	 石綿関連肺がんの労災認定基準の緩和の話
ですが、石綿による疾病の労災認定基準について
はご存知だと思いますが、一昨年の5月から石綿に
よる疾病の認定基準に関する検討会で検討を行っ
てきまして、その報告書がまとまり先月21日に公表し
たところです。この報告書では、肺がんについては、
現行の認定基準に加えて、石綿紡織製品製造作
業などの3つの石綿ばく露作業に5年以上従事され
た場合、これは医学的所見は問わないということで
5年のばく露従事期間が確認された場合はそれで
認定してよいとご報告をいただきました。それと、胸
膜プラークが広範に認められる場合、具体的にはX
線写真で胸膜プラークが確認できてCTでも確認で
きる場合か、またはCTで4分の1以上の胸膜プラー
クが確認できる場合、それとびまん性胸膜肥厚の方
に肺がんが併発した場合というのが新たな要件とし
て示されたところで。厚生労働省としては、この報告
書がとりまとまりましたので、石綿による疾病の労災
認定基準を改正して、ご病気になられた方に対して
一層の迅速・適正な労災補償を行っていきたいと考
えています。肺がんについては、特異的な中皮腫と
比べて労働者やそのご家族の方が石綿が原因で
あることが気づきにくいと言われていますので、労災
認定の基準を改正しましたときには積極的に周知・
広報をしていきたいと考えています。

②	 CT画像による胸膜肥厚斑の広がり （片肺全周の4

分の1） を認定基準にもりこまず、現行基準の石綿ば

く露作業10年＋胸膜肥厚斑により石綿関連肺がんを

認定すること。

【回答】	 CT画像による4分の1のところの話ですが、繰り
返しになりますが、21日にとりまとまった報告書では、
現在の石綿ばく露作業が10年以上あって、かつ、
胸膜プラークが認められることとの要件に加えて、
石綿ばく露作業従事歴が1年以上あって、胸膜プ
ラークがCT画像で4分の1以上あることが示されま
したので、この報告書に基づき労災認定基準を改
正して補償をしていきたいと考えています。余談で
すが、報告書の中で胸膜肥厚斑という呼び名という
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ところが、胸膜肥厚斑は限局性、胸膜肥厚というも
のが結核性の胸膜炎、胸壁結核、外傷等によって
生じるものもあることから、そのうち石綿によるものの
み胸膜プラークという呼称を用いるということが示さ
れていますので、ご参考までに申し上げさせていた
だきます。

【古川】	 いま肺がんの認定基準の検討がされている中
で石綿小体の本数が5000本という議論がされてい
ますけど、それに深く関わってくるのでぜひ石綿の
種類は調べてください。青石綿、茶石綿は小体を
作りやすいけど、白は消えやすいと言われています
ね。被災労働者は種類によって救済にかなりの差
が出てくることを踏まえれば、そこまで調査をしてい
ただきたいと思います。胸膜プラークに関しては、管
理手帳の指定の医療機関が拡がらない理由のひ
とつだと私は思います。これプラークの判定基準が
大きく関わっているんではないかと思います。それは
この間の肺がんの労災認定基準の検討会をみて
いて思いました。どこまでをプラークと認めるかという
ことがネックになって、これは医療機関も拡がらない
のではないか。いわゆる特定の先生たちの感覚で
病院を決めておられるんじゃないんですか。

【古谷】	 要請書を出したのがちょっと古かったので現状
に合わせて、いまここでわかりやすく3点だけ要請を
しておきたいと思います。10年＋胸膜プラークという
要件が残されることになりましたが、報告書に書か
れているようにレントゲンでなくても、手術などで目視
できる場合も含むという報告書の内容、手術や胸膜
生検なんかのときなんですけど、それを認定基準に
明記するようにしていただきたいというのが一点。も
うひとつは、10年＋石綿小体又は石綿繊維という、
これは先日の東京地裁の判決を受けて、これを維
持しつつ少なくとも石綿小体1000本とか、石綿繊維
5ミクロン以上、10万本－判決に出てたやつですね、
そういう場合にOKとする、基準を維持した上で機
能するようにしてほしいと思います。加えて、10年以
上の曝露がある場合にはプラークがないだとか、石
綿小体が少ないだということも含めて個別に検討す
る。パブリックコメント手続きがされているので、他に
も意見があると思うのでそれぞれに出すと思います
けども、ぜひこのみっつについては、この場でお願い
をしておきたいと思います。いま答えられれば答えら
れることだけ答えてください。

【回答】	 医療機関の選び方が恣意的じゃないかというと
ころ。かつて昭和47年の安衛法ができたときに健康
管理手帳ができたんですが、そのときは完全に随意
契約で労働局が任意でやると。ですので身近で労

災病院とかから先に声をかけるというのが続いてき
たことです。先ほどの本省への報告をやめたという
のとセットの話なんですが、3年ほど前からそれをや
めてるんですけど、そのときに要件は示します、本省
から。それから先は公募をかけてそれに応募してき
た、要件を満たしているところと基本的に契約をしな
さいというスタイルに変えたんです。完全な随意契
約から公募方式の要素を取り入れたと。それで数も
だいぶ増えてきている。最後に把握していたのが3
年ほど前で300何十－その数年前は100くらいだっ
たんです－というのが300いくつまでなっているとい
うのが本省で最後に把握している数字です。そうい
うのもあって数も増えてきた。公募方式にしたことも
あって、個々の病院を毎回報告するのはやめにしま
しょうと。これは労働局との事務との絡みというのも
あります。ですのでいまはそういう報告の状況になっ
ているということです。

【回答】	 石綿の種類のところなんですけども、確かに認
定の要件を満たすうえで石綿の種類を確認できる
ものは確認をして、ご指摘のとおり石綿の種類に
よってそこらへんの違いがありますので、石綿小体
ないしは石綿繊維が計測できるものは計測していき
たいと思います。公表の関係から言いますと、労働
者の方の肺内の石綿の種類の状況と会社が実際
に使っていたところの状況と違いがあるかと思いま
すので、確認した上で特記事項に書くということはあ
りうるかと思いますので、そういったところで対応さ
せていただきたいと思います。

	 	 もうひとつのプラークの診断のところなんですが、報
告書の方にX線とCTでみえる場合の、こういうとこ
ろですよというのは報告書に示されましたので、そこ
はきちっと認定基準にも書いて、あとは先生の方で
そこらへんの診断がきちっとできるかというところが
あり、石綿の研修事業もやっていますので、そこで
研修をしていくとか、手法をいくつか考えないといけ
ないと思いますけども。周知もありますし、研修もあり
ますし、もちろん診断の方法というのを示したうえで
やらないといけないと思います。そこは統一的な診
断が必要かと思いますので。一方で確定診断事業
をやってますので、そこでみていただいてプラークが
あるのかどうか、不公平にならないようにしていきた
いと考えています。

	 	 古谷さんからいただいた3点のご要望なんですが、
いまいただいたご要請ですのでうまくお答えできる
かどうかというところではあるんですが、まず10年の
ときの場合のプラークのところの確認の仕方ですけ
ども、確かに報告書のところで手術とか剖検時にプ
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ラークが認められた場合のところも、リスク的な考え
方では将来的に検討が必要だというところがありま
したけども、現時点ではそこのところのプラークの確
認のところもプラークの所見としてみてよいというご
報告をいただきましたので、行政としてもそこのとこ
ろのプラークの確認ができますよというところは規定
していきたいと考えています。それと東京地裁の判
決なんですが、今回の認定基準の見直しのところで
は石綿小体の基準の方に特化しましたので、もちろ
ん5000本以上あればそれはそれで業務上とします
けども、それより少ない場合については個別に検討
するときに曝露歴もみて判断したいと思います。従
事年数だけではないかもしれませんけども、曝露の
状況とかそこらへんもみた上で業務起因性というも
のを判断していきたいと考えています。10年以上の
ケースのところも、石綿小体が1000本以上得られて
10年ある方については個別に検討していって判断
していきたいと考えています。

【古谷】	 さっきの趣旨は、10年＋石綿小体1000本なら本
省協議抜きで監督署で判断できるようにしろというこ
と。それと、1000本ないとか、プラークがないけれど
10年については個別検討してくださいってこと。

【回答】	 そこはなかなか、判決を受けて確かに敗訴しま
したので国側の主張が認められませんでしたけど
も、それの対応については検討中ですのでコメント
できませんけども、おっしゃったところを認定要件に、
監督署が認定できるかっていうところになりますとそ
れは今後の対応によりますのでなかなか難しいと
考えていますが、少なくとも個別に判断は10年以上
あって石綿小体が5000本未満の場合については
していきたいと。10年は問わないんですけども、10年
問わずに小体1000本から5000本ある方につきまし
ては個別に検討して積極的に認定できるものは認
定させていただきたいと考えているところです。

（3）	 中皮腫死亡者の把握に関する調査について

①	 石綿による健康被害の救済制度に関する周知の

取り組み（中皮腫死亡者の把握に係る調査の実施に

ついて）（平成23年7月28日付け基発0728第3号）に関

して、具体的な資料を提供すること。

【回答】	 具体的な資料を確認させていたいただいたとこ
ろ、ポスターとかリーフレットというお話だったと思うん
ですが、後ほど周知に活用させていただくリーフレッ
トを提供させていただこうと考えております。

②	 今回の周知事業の効果について、 都道府県労働

局内の労基署への関連請求事案の件数を集計する

など、周知効果を検証し、公表すること。

【回答】	 すでにご指摘いただいている平成23年7月28日
付けの通達－調査実施要領において、請求の契機
を把握するという中で、当該周知をされた方につい
て請求があった場合は、その請求件数を把握しな
いさいということで指示をさせていただいています。
もちろん周知をしてすぐ出てくる方もいらっしゃると
思いますし、何か月後かあるいは1年経ってからとい
うことで請求される方もいらっしゃると思うので、今後
とも周知効果の把握及び検証等について万全を期
してまいりたいと考えています。

【西田】	 何件申請があがってくるのかのチェックをすると
ていうのはよいのですが、現在どのくらい周知数が
あるか。神奈川労働局に聞いたら400件くらい神奈
川からあげたって言うんですよね。都道府県別の周
知件数を公表してほしいというのと、沖縄の件につ
いても沖縄の公文書館に先日いってきましたら、沖
縄は年金の問題もあるから使えるんですよ。だから
いつでも来てくださいと言ってましたのでぜひ早く、
これを活用してほしいと思います。

【回答】	 ご指摘のとおり、周知を行った件数であるとかっ
ていうのは当然、今後取り組みをやれば出てくる話
なので。

【西田】	 いやいや、現在あるでしょう。本省で集約して上
がってきてるから。

【回答】	 ただ本省に上がってきてるものをいま本省の中
ですでに請求をされているものとかを確認をして、1
件1件確認しているところなので、それが終わった段
階で、もちろん公表の仕方もそうなんですけど、どう
いうふうなかたちでということはいま検討してますの
で、その時点で。

（4）	 中皮腫の業務外認定について

			  2005年度から2010年度までの6年間で、中皮腫とし

て請求（新法を含む）があったうち、業務外と判断した

案件の理由を大別し、それぞれの件数を都道府県別

に明らかにすること。

【回答】	 2005年度から2010年度までの6年間で中皮腫と
して請求のあったもののうち業務外とした理由です
が、労災保険給付と特別遺族給付金も含むというこ
とですので、その決定した事案のうち不支給決定
件数は448件です。これらの主な理由について集計
してますので申し上げますと、労働者性がないもの
が24件、石綿ばく露従事歴が確認できないものが
285件、中皮腫ではないと診断されたものが101件あ
ります。主な理由はこの3つです。これらのケースを
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都道府県別にということですが、都道府県別には集
計してませんので全体でというお話でさせていただ
ければと思っています。

（5）	 石綿確定診断委員会について

			  石綿確定診断委員会に依頼があった件数につい

て、2009年度以降各年度ごと、依頼対象ごとに件数を

明らかにすること。 また石綿確定診断委員会が作成

した意見書に関して、 「依頼事項についての意見等」

の各項目ごとの判断件数を明らかにすること。

【回答】	 石綿確定診断の件数は21年度から始めてお
り、平成21年度の石綿確定診断委員会の依頼対
象別と意見内容別の件数について申しあげます
と、肺がんについて原発性の有無の診断を行った
件数が8件。第1型以上の石綿所見の有無の診断
を行ったものが13件。胸膜プラーク所見の有無等
の診断を行ったものが19件。中皮腫の方ですけど
も、中皮腫の診断を行ったものが19件。同じく第1型
以上の石綿肺所見の有無の診断を行ったものが1
件。胸膜、腹膜、心膜または精巣鞘膜以外の部位
の中皮腫の診断を行った件数はございません。良
性石綿胸水の診断を行った件数は31件。石綿によ
るびまん性胸膜肥厚かどうかの診断を行ったもの
は5件。胸膜の厚さ、広がりについて診断を行った
たものはありません。呼吸機能障害の程度につい
て診断を行ったものが1件あります。診断の他に石
綿小体の計測等を行っていますが、石綿小体結果
の報告を行ったものが8件。石綿繊維の報告を行っ
たものは0件でした。続いて平成22年度ですが、肺
がんについて、原発性の有無の診断を行ったもの
が13件。第1型以上の石綿肺所見の有無の診断
を行ったものが19件。胸膜プラーク所見の有無の
診断を行ったものが40件。原発性肺がんの診断が
できなかったものが2件。中皮腫の方は、中皮腫の
有無の診断を行ったものが34件。1型以上の石綿
肺所見の有無の診断を行ったものが5件。胸膜、腹
膜、心膜、精巣鞘膜以外の部位の中皮腫の診断を
行ったものは0件。良性石綿胸水については、その
診断を行ったものは54件。びまん性胸膜肥厚です
が、石綿によるびまん性胸膜肥厚の有無の診断を
行ったものが15件。胸膜肥厚の広がりついて診断
を行なったものが11件。著しい呼吸機能障害の程
度について診断を行った件数が8件。石綿小体計
測を行った件数が26件、石綿繊維の計測を行った
ものが8件ございます。確定診断委員会の依頼事
項の件数については以上のとおりです。

（6）	 特別遺族一時金について

			  特別遺族年金受給権者が未請求にまま死亡した

場合、特別遺族一時金を同受給権者に支給すること。

【回答】	 かねてからご要望いただいている事項ですが、
年金を受けられる方が未請求のまま亡くなった場合
でも遺族に一時金を支払うという方向でいま政務に
相談をしているところでして、3月中に手当てを行い
たいと思っています。

（7）	 沖縄復帰前に離職した基地従業員の時効救済措

置の完全実施と周知の徹底

①	 療養中 （休業）の復帰前に離職した元基地従業員

については、布令第42号に基づき療養補償給付、休

業補償給付、 傷病補償給付などの請求ができるか。

また仮にできたとしても、その補償水準はどの程度の

ものなか、明らかにすること。 米軍と協議して、アスベ

スト被害者の救済・補償を実現させること。

【回答】	 布令42号の中には労災保険法の保険給付に
相当するものは入っておりまして、例えば医療給付と
いうことで必要の給付がなされるということです。あ
と障害補償とか休業補償にあたる部分ですね。機
能喪失に対する補償ということで、これは障害の程
度によって補償額が異なるんですが、例えば永久
的に完全な機能を喪失した場合は2000日分の賃金
を支払うということになっています。また、死亡に対す
る補償ですが、残された家族の人数・続柄によって
補償額が異なりますが、例えば子どものいない奥さ
んが残ってしまったという場合には800日分の賃金
に相当する補償金を支払うというふうにされていま
す。この点については、米国政府に確認を行うべく、
いま外務省と調整しているところですので、引き続き
必要な取り組みを進めていきたいと思っています。

②	 復帰前に離職した基地従業員の 「死亡労働者等」

の遺族については 「沖縄の復帰前に労働者災害補

償の適用を受けていた米軍関係労働者に係る石綿

による健康被害の救済に関する法律の適用につい

て」 （基労0826号第1号、平成23年8月26日）に基づい

て、 以下に指示する方法で個別周知を中心とした周

知事業の徹底をはかること。

	 イ）	 公文書館に所蔵されている軍雇用員カード（19

		  66年まで）を個別周知事	業に利用できるようにする

こと。

	 ロ）	 米軍と協議して復帰前基地従業員の軍雇用員

カード（1967年～1972年）を借り受けること。

【回答】	 軍雇用員カードを周知事業に活用できないかと
いうことについてですが、沖縄の個人情報保護条
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例というものがあり、例えば作成後50年経ってない
カードについては第三者には開示しませんという一
定の制限はあるんですけれども、これについても沖
縄県公文書館が所管していますので、そこに相談
しながら、可能な限り活用する方向で検討している
ところです。

3.			 振動病に係る労災認定の行政事務のあり方につ

いて

（1）	 鑑別診断の乱用問題について

			  振動障害の認定については、昭和52年基発307号

通達により認定基準が定められ、「振動障害に関す

る検査項目及び検査手技について」、「検査成績の評

価について」 で医学的検査方法や評価方法について

も細かく示されており、早期認定を行うに障害はほと

んどないと考えられる。 しかしながら、四国の各労基

署においては申請事案のほとんどについて鑑別診断

命令が行われ、 鑑別診断の乱用と不支給決定が行

われ続けている。 以下のとおり指摘するので回答さ

れたい。

①	 鑑別診断の乱用が行われていないのなら、その確

認のため、 過去10年間の年度別の四国管内の監督

署別、振動障害の申請件数、鑑別診断の実施件数、

支給、不支給の件数を明らかにすること。

②	 特定の医療機関のみで鑑別診断が行われている

と思われる。 鑑別診断を実施した医療機関別の医療

機関名と件数を明らかにすること。

③	 鑑別診断と称してことごとく主治医が行った検査の

再検査が行われている。 鑑別診断の実施数と再検

査の実施数を示し、再検査割合を明らかにすること。

【回答】	 過去10年間の件数ということで、まずは請求件
数と不支給決定件数ですが、多数ある業務上疾
病の中で支給決定件数を集計しているものは脳・
心臓疾患と精神障害と石綿関連疾患の3疾病で、
振動障害を含むそれ以外の疾病については請求
件数と支給決定件数は特別に集計をしていません
ので、お答えすることはできません。支給決定件数
については、毎年度都道府県別ごとに集計してい
ますの。監督署別にはもちろんデータはあるんです
が、それを都道府県別に集計をしていますのでそ
れについてお答えさせていただきます。平成22年度
に徳島が1件、香川が4件、愛媛が15件、高知が4
件。平成21年度が徳島が4件、香川が2件、愛媛が
12件、高知が10件。平成20年度が徳島5件、香川
1件、愛媛4件、高知が10件。19年度が徳島が4件、
香川が1件、愛媛が9件、高知が17件。平成18年度

は徳島が20件、香川が2件、愛媛が4件、高知が26
件。平成17年度が徳島が15件、香川が4件、愛媛
が8件、高知が29件。平成16年度は徳島が18件、香
川が3件、愛媛が20件、高知が58件。平成15年は徳
島が40件、香川が11件、愛媛が48件、高知が59件。
平成14年度は徳島が43件、香川が6件、愛媛が77
件、高知が56件。平成13年度は徳島が32件、香川
が40件、愛媛が77件、高知が63件です。

		  その中で鑑別診断の実施件数等なんですけども、
鑑別診断と言いますと振動障害だけではなくて受
診命令によって鑑別診断を実施して、件数につい
ての全体的な集計は行っていません。振動障害に
ついても本省で集計をしていませんので、お答えで
きません。

④	 愛媛労災病院で行われている振動障害の爪圧迫

検査の数値 （爪の色が元に変える時間）が主治医の

数値の5分の1以下など、大きくことなっている。 過去

座位で心臓の高さで測定すべきところが横臥で測定

するなど検査方法の間違いが指摘され、 これに対し

愛媛労働局は陳謝するなどしたが、現在も皮膚温度

の変化と相関性がないなど依然問題を有していると

思われる。 愛媛労災病院の検査数値についても調

査し結果を明らかにすること。

【回答】	 愛媛労災病院での爪圧迫検査のところで検査
方法が認定基準と違った検査方法だということでし
たけれども、愛媛労働局などに確認しましたところ
愛媛労災病院で検査の一部に誤りがあったと聞い
ておるんですけども、これについては愛媛労災病院
に労働局からも指導しまして是正が図られたと聞い
てます。認定基準に沿った方法でやってくださいと
いうことで、その後は適正に検査が行われていると
確認しています。

⑤	 10℃10分法の冷水浸潤による皮膚温度の変化の

判定表について、労基署及び地方労災医員、鑑別医

は回復率を使用し続けている。 日本産業衛生学会

は回復率による判定方法はROC曲線の形状や 「回

復率の算出方法の特性により、皮膚温前値が低い場

合は回復率の値が高く評価される傾向がある」 として

注意が必要としているにもかかわらず無視し続けて

おり、振動病を認定しないためにわざわざ回復率を持

ち出していると考えられる。 ただちに改めるよう対策

を講じること。

【回答】	 10℃10分の冷水浸潤による皮膚温度の変化の
判定表、日本産業衛生学会の回復率のところです
が、振動障害の認定基準では末梢循環の把握は
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別添の振動障害に関する検査項目と検査主義に
ついて示す諸循環機能検査によることとしてますけ
ども、末梢循環機能検査の皮膚温検査結果につ
いては認定基準別添2の検査成績の評価につい
ての1の（1）の③ですが、冷水負荷中の皮膚温の明
らかな低下、冷水負荷後の皮膚温の回復に明らか
な遅延が認められるものということがあり、皮膚温の
回復の程度は末梢循環機能検査の指標のひとつ
になっています。ご指摘のあった日本産業衛生学会
振動障害研究会の報告なんですけども、前値が低
い場合には回復率について評価するときには注意
が必要であるということだと思うんですけども、回復
率を指標としないとするのは適当ではないということ
までを決められたものではないと理解しています。

⑥	 鑑別診断が必要か否か、鑑別診断結果の医学的

意見を述べる地方労災委員の会議に鑑別医が医員

として会議に参加している。 実態を明らかにし、改め

よう対策を講じること。

【回答】	 鑑別診断をする医師が地方労災委員の会議に
委員として参加してるのじゃないかということですけ
ども、そういったケースがありますと適正な判断が行
われていないんじゃないかという不信感が持たれる
ということはあるかと思いますので、今年1月10日付
けで事務連絡－地方労災委員制度の適正な運営
についてというものを出しています。その中で受診命
令による検査・審査を行う医師は、受診命令の実施
の徹底をした医師の中から選定をしてもらうというこ
とで、やる人と評価をする人を別にするようにという
事務連絡を出しています。そのうえで受診命令によ
る検査・診断等の結果の評価を行う医師は当該検
査・診断を行った医師以外の医師から選定を行うと
いうことで、これは複数の医師による協議会による評
価を行う場合を含めますけども、これを指示していま
すので、事務連絡発出後はこのようなことで受診命
令の実施と結果の評価を別にしています。

【白石】	 ええ加減にせえと言いたいですね。というのは昨
年のこの会議の中で同じことを言うとるんですよ。と
くに鑑別診断の乱用が行われていないんだったら、
鑑別診断の実施の状態、認定されなかった件数と
か。いま言うた認定の件数はわかっとるわけで、長々
言う必要はない。問題は認定されんかった件数なん
です。そして鑑別診断がどれだけされたかと。それ
調べてくれと言ったらわかりましたと言うといて、あと
忘れとんじゃないか。再検査をしとるじゃないかという
ことも昨年出たんですね。鑑別診断というのは必要

な場合もあるかもしらん。しかし再検査とは違うでしょ
うと言ったら、違いますと言うといてね、さっき何の回
答もなかった。つまりええ加減なその場限りの事を言
うとるやないかと。ええ加減にせえ言いたいですよ。
やはり鑑別診断の乱用というのはいけないわけで
すから、その実態をちゃんと調べなさい言うとるんで
す。調べもせずに過去の認定の数を言うてみたり、
あるいはどこの病院で鑑別診断がされているかとい
うことの回答もなかった。こちらは愛媛労災病院で
デタラメが行われているということを言うとるわけで
す。そして、そういうことの実態を明らかにせえと言う
た。そしたら事務連絡を出したからそれでええんじゃ
と言って実態も明らかにしてないわけですよ。滅茶
苦茶なことが集中してるのに、何の対応もしていな
い。何回同じことを言わすんやというのがこちらの言
いたいことなんです。時間の関係もあるから、あなた
の感想を言ってほしいです。

【回答】	 個人の感想を申し上げる立場ではないのです
が、厚生労働省としてはいまおっしゃった振動障害
の認定に問題がないというふうには思っていませ
ん。逆に問題のあるケースも従前からご指摘をいた
だいています。それで、21年に鑑別診断を行うこと
の必要性についての事務連絡を出し、これはわれ
われとしても問題意識を持っていないというわけで
はなくて、別の団体さんからも言われており、これは
認定基準に沿ったかたちで業務上外の判断をしな
ければいけないと思っています。確かに鑑別診断
の件数とかお話がありましたが、問題の根本はそこ
ではないと考えており、認定基準に示している検査
手技に基づいて得られた評価について主治医のと
ころで振動障害と診断されてますので、診断が適
正なのかどうかというのはもちろん審査・調査させて
いただきますけども、適正であればそれは業務上と
判断するということですので、ただそこのところがそ
うでないと事案があるというのは承知しています。
全国会議等でも周知しており、認定にあたっての留
意すべき事項についても適正にやるように指示して
います。もし問題があるような個別事案がありました
ら、個別に対応しておりますので、そういったかたち
でやっていきたいと考えています。

【白石】	 感想を言うてくれって言うたのはね、あなたが昨
年、こちらが要請したわけです。調べてくれと。調べ
ます言うといてね、何もやってないじゃないかと。

【回答】	 やりとりさせていただいてるのは覚えてるんです
が。ご指摘いただいたのは覚えてるんですが、そこ
の鑑別診断のところ、去年も確かに行政のあれを
持ってきてるんですけども。いずれにしても、鑑別診

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
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断の件数等についてもちろんそれは把握、
【白石】	 全国調べろ言うとんじゃないの。四国を調べ言う

とんの。鑑別診断が10件とか20件の医療機関で行
われているんじゃないに、このデタラメな医療機関に
集中しとるはずです。おそらく全部やと思います。四
国くらい全部調べなさいと。すぐできることじゃない
ですかと、こう言いたいわけです。いまもおっしゃられ
たけれども、鑑別診断の乱用がないようにしないと
いけないという気持ちを持っているんだったら調べ
なさい。そして報告してください。例えば愛媛の労災
委員に鑑別した医者が入っとんか入ってないんか。
そのくらいのことを教えてください。知っとるでしょう
本当はそういうこと。

【回答】	 もちろんそれは知ってます。入ってるということ
は。四国の労働局がありますからそちらに聞いてい
ただいて回答をしてもらうのが一番早いと思うんで
すけども。それはお話なさってるんですか。

【白石】	 確認しているのなら、こういう問題についてあら
ためることがすぐにできるはず。あんたらが何もせん
からこう言ってるんじゃない。

【浜田】	 日本産業衛生学会の会員でもなければ、そうい
う研修なんか一遍も参加したこともないし、全国の
そういう振動病の治療チームの会議にも行ったこと
もないし。そっから情報を取ったこともないし、患者を
ほとんど治療したこともないし、特徴的な症状である
白ろう病を生まれてこの方一遍も診たことはないと、
自分の目で。こういう人を専門医と称してるわけね。
専門医であれば経験と知見とそういうものをきっちり
備えた人でなければいけないと思いますがね。白石
さんが言ってるのは、そういうお医者さんですよ。こ
このお医者さんは。やはりきちっと調べてもらって、そ
のうえで是正しなければならないことがあれば是正
していただくというふうに指導いただかないとね。ど
うしてこんなことを言うのかというと、もう不信感が蔓
延してるわけですよ。必ず鑑別をやるだろう、必ず再
検査やるだろうとみんなそう思ってるわけです。そこ
はきちっとしていただきたいと思います。

【回答】	 それは申し訳ありません。
【飯田】	 次回再回答ということで、もう一回ちゃんとこの項

目については取りまとめてお答えください。
【回答】	 わかりました。今日またいただきましたので。

4.			 軽度外傷性脳損傷の労災認定について

			  画像に映らなくても、包括的な神経学的検査により

診断された外傷性脳損傷・脊髄損傷のため労務困難

な場合の神経系統の機能又は精神の障害等級を設

定すること。 神経系統の機能又は精神の障害等級

の認定基準を改正するにあたっては、軽度外傷性脳

損傷について、 神経学的検査などにより診断された

国内の症例、2004年以降のWHO定義・勧告を参考に

すること。 症状固定後に神経学的検査等により傷病

の原因が究明され、軽度外傷性脳損傷と診断される

ことがあるため、労災の再発要件を緩和すること。

【回答】	 先日もご要請いただき、この問題に関しては先日
もお答えをさせていただいたとおりなんですが、いま
の障害等級認定基準、脳損傷に係る当該等級認
定基準がMRI、CT等の画像所見等により脳の損
傷を確認できる場合について高次脳機能障害及び
身体性機能障害を区分して評価をするという認定
基準になっており、軽度外傷性脳損傷の方のような
画像で確認できない場合の障害認定に関して、脳
損傷を確認できない場合の有無を的確に診断でき
る手法であるとか、ガイドラインであるとか、そういっ
た医学的知見が未だ定まっていないものと認識し
ており、そのような中で全国斉一的な等級認定を行
わなければいけないという私ども行政の立場として
は、認定基準の見直しというのはなかなか困難な状
況であると認識しているところです。このため厚生
労働本省の方で、通常の検査で明らかな画像所見
が認められない症例、高次脳機能障害の調査・研
究の中で画像陰性の収集・蓄積を行ってエビデンス
を集積していくという取り組みを行っていまして、今
後ともこのような調査研究の実施やエビデンスの収
集に基づいて、認定基準の見直し等を適切に対応
していきたいと考えています。

【斎藤】	 それで画像以外の他覚的な検査法ということで
こちらからも提案というか実際にそういうかたちで
やって、いま600症例と。ベッドサイドの神経の見方と
神経各科の学際的なアプローチでもって画像に出
ないが脳損傷と診断されて、今日は実際に患者さん
と別の患者さんでご家族がいるので、労災事故で
いまの生活状況を一言ずつ。

【患者】	 事故は20年に起きた事故なんですけど、交通
事故で赤信号で止まってノーブレーキの車にアクセ
ルとブレーキを間違った車に突っ込まれた事故でし
た。それで脳神経麻痺とかが起きまして、当時は外
傷性頚部症候群ということで後に正しい診断のもと
にMTBIっていうことで診断を受けました。それで労
災の方は症状固定になってしまって一応12級の等
級はいただいたんですが、当然7級以上の年金事
案に当たると思うんですけど、未だに審査請求をし
ている段階です。審査請求でもう1年前に出したん
ですけど、まだ結果が出てない状況。個別事案と思
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うですが、私だけではなく審査請求が長くかかって
いるというのと、審査請求時に先ほどのお話じゃな
いですけど、鑑定委員による鑑別、で新しい医証が
出たときの立証ということで、きちっと労働局で確認
をしていただきたいっていうことを切に訴えます。

【家族】	 主人が事故にあって軽度外傷性脳損傷になっ
ているんですけれども、平成15年と16年に仕事中に
追突事故に会い、そのときから首とか頚椎捻挫とい
うことで病院に通っていました。それで痛いながらも
かなり頑張って仕事はしていたんですが、平成17年
に今度は一時停止無視の車にぶつけられてしまっ
て、それから仕事ができるような状態ではなくなって
しまいました。どんどん歩けなくなっていき、吐き気は
するし、めまいはするし、目の奥はギュウーッと引っ張
られるように痛くはなるし、こういう蛍光灯の下でも
眩しくて目をあけられないような状態で具合が悪くな
り、動くものを見るとかなり具合が悪くなってしまいま
すし、左半分も知覚が麻痺してたり、ちょっと動かし
ずらくなっていたりしています。様 な々症状が出てい
て本当に外に出れるような状態ではないんです。年
に何回か病院に無理やり連れていけるかっていう
程度で、いまは足がかなり冷たく感じるものですから
湯たんぽ使っています。それで低温やけどをしてし
まいまして、どうしても薬をもらいに行かなければい
けないので連れて行ってるような状況です。治る方
法があるわけでもないですし、いまは薬で緩和して
いる状態です。頭部から背部にかけては痛みもあり
ますので、それを薬とかで緩和して何とか生活して
いる状態です。本当にパートナーは楽しみなんて、子
どもの成長を楽しみにするくらいしかありません。働
ける状態でもありませんから、とりあえず社会保険の
年金の手続はして2級で年金はいただいてますけど
も、子ども3人を養っていくような年金ではありません
ので、恥ずかしながら生活保護を受けて生活してい
る状態です。生活保護を受けるにしても制限があり
ますから、家族5人でも家賃は6万9800円以内の所
に住んでくださいということで、いまは本当に恥ずか
しいんですけれどもお風呂のない所を探して、そこ
ですと基準以内ですので何とか生活していってい
る状態です。労災の申請をしても12級ということで
返ってきてしまいまして、いま裁判をしています。長
男もパートナーが働けなくなった当時は小学6年生
だったんですがいまは大学2年生になっており、長
女は小学4年生だったのが今度は高校3年生にな
り、次女は当時は幼稚園の年長さんだったんです
が4月からは中学生になってしまいます。教育にもお
金をかけたいところなんですが、それほどできていな

い状況です。1日も早く認めていただければと思うの
で、みんなで訴えているんですけども。石橋先生に
も連絡を取ってしっかりと認定基準と診断方法とか
を考えていただければと思います。長くなってすいま
せん。よろしくお願いします。

【斎藤】	 そういうことで神経学検査では脳損傷と他覚的
に出てるんだけれど、障害一時金になってしまって
ちる。それを直していただきたいと。

【佐曽利】	 私は一見なんでもなさそうに見えるんです
が、半分麻痺してる状態です。いつも痺れてる状態
で1週間の頚椎捻挫症と言われたんですけど、画
像に出てないから何でもないっていうことで4年間
延ばされてやっと石橋先生のところにたどりついて、
やっと診断を付けられたのがてんかんです。なので
薬を一時も離せない。薬を飲んで発作を抑えてる
状態です。あとはもう痺れてて、もう自分の身体半分
で生きている感じです。いつも突き当たっていること
は、本当に聞いていただきたいのですけれど、平成
15年8月8日付けの労災基準改正通達で画像に出
てることが基本条件ということが本当にネックになっ
ています。皆さんここにたどり付いている人たちは、
みんなこれで苦しんでます。これを何とかしていただ
きたい。そうすれば医療の方だって世界で一番、画
像依存症の国は日本だそうです。ある有名教授が
それを公言してます。画像偏重、大きなもとはここに
あると思います。通達改正なんとかよろしくお願いし
ます。そうすればみなさん助かります。

5.			 症状固定について

			  労災被災者の症状固定について、 横須賀労働基

準監督署の労災課長は、 あたかも既に行政処分が

決定したかのように被災者本人に請求を断念するよ

う通知し、被災者の所属する労働組合を訪問するよう

な工作を行う一方で、予定されていた主治医との面談

を当日連絡もなしに欠席した。 かつて横須賀労基署

の労災担当職員は、 担当する請求事案の被災者を

自ら信仰する宗教団体に勧誘して大きな問題となっ

た。 神奈川労働局に事実関係を調査させるとともに、

このような職員は、宗教勧誘問題のときと同様に、当

面被災者と接触のない部署に異動させるよう労働局

を指導すること。

【回答】	 個別の事案で詳細についてこの場でお答えす
るのは差し控えさせていただきますが、状況等につ
いてはご要請いただいた内容を踏まえて当該教
育に対してどのような状況であったかということも当
然、主治医の方の意見の尊重であるとか、被災労
働者に対する懇切丁寧な説明というのは従前より
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指導しているところですので、あらためてご要請も踏
まえた指導・徹底を図っていきたいと考えています。

6.			 上肢作業の労災

			  上肢作業に基づく疾病については、上肢作業を主

とする業務が過重であれば業務上することになって

いる。 しかるに、上肢作業と業務 （上肢作業を主とす

る業務）、上肢作業と過重な業務を混同した労災決定

例が散見される。

			  たとえば 「上肢の反復動作の多い作業」 は、上肢

等に負担のかかる作業とされているが、認定基準の

リーフレットには、「上肢等に負担のかかる作業」とは、

「次のいずれかに該当する作業において、 上肢等を

過度に使用する必要のあるものをいいます」 と記載さ

れていて、「上司の反復の多い作業」 自体がさらに過

度・過重でなければ業務外であるかのように誤読され

がちである。 したがって、 上肢等に負担のかかる作

業の定義については、認定基準記の第2の1の通り、

「次のいずれかに該当する上肢等を過度に使用する

必要のある作業をいいます」に改めること。

【回答】	 上肢障害の認定基準に関するパンフレットは平
成8年に認定基準を作った後に作られており、それ
から相当経過してもいますので、現在新たなリーフ
レットを作成をしているところです。確かにご要請に
ありますように現在のリーフレットでは、上肢に過度
の負担に代わる作業のところがわかりにくい表現に
なっていますので、上肢等に負担のかかる作業の
定義とか内容については、認定基準に基づいてより
正確でわかりやすいリーフレットにしていきたいと考
えています。

7.			 化学物質過敏症の労災

			  化学物質過敏症については2011年3月31日の広

島高裁岡山支部の判決が確定したことを受けて労災

疾病として認め、労災適用されるようにすること。

【回答】	 去年3月31日に広島高裁の岡山支部で判決が
出ましたけれども、判決については、控訴人の症状
の具体的な経過とか化学物質ばく露の程度等を総
合して、控訴人の方に出現した各症状を業務上の
疾病として判定されたものと理解しており、個別の
事案の関係において事例の判断を行ったものと厚
生労働省としては理解しています。

【西田】	 判決確定してますよね。個別の問題として判断
したって、これ無視するってこと？控訴しなかった
じゃない。確定した。しかも化学物質過敏症は健保
適用の疾病でしょう。どういう見直しをしたの。判決

で負けたやつを無視するわけ。
【回答】	 もちろん判決を見て、確定しているというのももち

ろんそうなんですが、判決の中にもありますけど、い
わゆる化学物質過敏症という医学的知見というも
のは確立していないと思っておりまして、

【西田】	 検討したの、この判決の後。
【回答】	 もちろん検討してます。
【西田】	 専門家集めないと駄目じゃない。
【回答】	 それはしてないです。
【西田】	 化学物質過敏症が労災適用の疾病かどうかっ

ていうことについては検討は続けるんですか。
【回答】	 化学物質過敏症というものが医学的に認めら

れましたら、それは業務との化学物質過敏症との因
果関係が。

【西田】	 健康保険の対象になってるじゃない。医学的に
認められてんじゃない。

【回答】	 いや、医学的に認められてるというふうには考え
ていないというところです。健康保険の請求の、レセ
プトの審査のところでの傷病名のひとつとして加え
られたと。

8.			 脳脊髄液減少症について

			  脳脊髄液減少症については、 厚生労働省内の研

究班で画像の診断基準が確立したことを受け、早急

に労災補償するようにすること。

【回答】	 前回もご要請をいただいており、趣旨というのは
理解をしています。ただ、労災保険における療養の
範囲ですが、療養の効果が医学上一般的に認め
られるものでなければならないということでやってお
り、そのことから健康保険に準拠したものとなってい
ます。療養の範囲が健康保険に準拠しているものと
なっています。未だに健康保険の方で給付の対象
となっていない治療法等については、労災保険給
付の対象としていないということです。脳脊髄液減
少症について今後治療法の有効性など確認してい
くといった研究が行われると承知しています。そうし
た研究の成果とか今後の健康保険での取り扱いを
踏まえて、労災保険でも適切に対応していきたいと
考えています。

9.			 外国人労働者の労災について

（1）	 2009年度～2011年度の外国人労働者の労災保険

受給件数を明らかにすること。

【回答】	 外国人労働者の労災保険給付の受給件数と
いうことでが、現在、外国人労働者の受給されてい
る件数等については、集計をしておらず把握はして
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おりません。というのも、労災保険は国内の事業所
に勤務する労働者であれば国籍を問わず支給対
象となることから、受給者の国籍を確認する必要は
ないものと考えております。また、調査にあたり認定
に不必要な情報を収集するということは、請求人に
ご負担をかけるという観点からも適当ではないと考
えています。

【中島】	 前も話したと思うんですけども、外国人ならでは
の労災の発生状況ってぜったいあると思うんですよ
ね。これは私、労働相談を受けていて感じます。指
針上も外国人雇用の雇用主に対する指針が出て
いて、この中に安全面での指針も入ってるんですけ
ども。逆に調査することによって、先ほどの4日未満
災害とまったく一緒だと思うんですけど、いま外国人
が働いている職場のより安全な社会・職場を作ると
いうことに絶対結び付くと思いますよ。絶対やった方
がよい。それによって総合的な政策を打ち出せる可
能性があると思うので、場合によってはわれわれも
情報提供もできるでしょうから、やったうえで政策に
結び付けるという意味でやっていただきたいという
のが要望です。

【回答】	 要請の趣旨は十分に理解できる内容なんです
けども、私どもとしては一義的には請求人、被災され
た方の救済を第一義的に考えていますので迅速に
行うという観点で事務処理を行っていますので、先
ほど言ったことについて不必要なところを逆に聞い
てしまってご負担をかけるという点についても考慮し
ていかなければいけない、難しい問題だと承知して
おります。ご要請のあった点については持ち帰らせ
ていただきたいと思っています。

（2）	 外国人労働者向けの労災保険給付パンフレットが

できたのは評価したい。 そのうえで海外の医療機関

で日本語の労災補償の請求書の記入を拒否される

場合がある。 また、日本語では内容が理解できない

ため記載不備が起こりやすい。 外国語の請求書書

式、せめて英語版の請求書を作成すること。

【回答】	 ご指摘があったとおり、昨年、外国人労働者向
けの労災保険給付パンフレットを作成を致しており、
ホームページに掲載をさせていただていますが、ご
要請の中にあるような記入の不備とかそういったこ
とが起こりやすいというご指摘なんですが、そのパ
ンフレットの中にも様式の詳しい記載例というものを
付させていただいておりますので、まずは当該パンフ
レットを活用した記載等についても周知を努めてま
いりたいと考えています。

（3）	 外国語で記入された請求書の場合、翻訳文を添付

しても労働基準監督署が翻訳を頼んで内容確認を行

うために数か月かかることがあった。 迅速に手続きを

行うこと。

【回答】	 これについても支給決定までの事務処理で事
案によりけりです。調査をする項目が多いものについ
ては、請求人本人から事情を詳しくおうかがいしなく
てはいけないというような事情もありますので、迅速
に調査決定するのは当然のことで、それは従前か
ら指導しているところですが、やむをえない事情が
あって決定まで時間がかかるという事情がある場
合には、進捗状況を定期的に請求人の方にご連絡
するなど、懇切丁寧な対応を実施するよう労働局に
は指導しています。今後とも一層の迅速・適正な事
務処理に努めるよう指導を徹底していきたいと考え
ています。

（4）	 日本語を母語としない労働者の調査においては、

通訳者を手配すること。

【回答】	 通訳者の手配については予算や人員の制約
等もありますので、すべての監督署に配置をすると
いうのはなかなか困難な部分もございますが、すで
に労働局等に設置されている外国人労働者相談
コーナーの相談員を活用した－必要に応じてです
が－調査等も実施していますので、こういった調査
の実施を今後も検討していきたいと考えています。

（5）	 外国で労災保険制度を使って療養するケースもあ

り、アフターケア制度が海外で受けられないのは滞在

地によって不利益を受けることになる。 海外でもアフ

ターケア制度を受けられるように改善するか、それに

かわる制度を設けて制度の不公平を解消すること。

【回答】	 アフターケア制度というのは、症状固定・治癒し
た後に後遺症状が動揺したり、後遺障害に付随し
て生じる疾病に対して、予防その他の保健上の措
置を講じる目的で実施しているものです。そういうも
のですので、保健上の措置ということなので支給で
きる診療の範囲が非常に限定されています。対象
となる疾病というのも20傷病くらいに限定されている
と。何が言いたいかといいますと、いわゆる労災保
険のもとで行われている療養－症状固定までのもの
ですけども－医学上一般的に必要と認める範囲で
行われているのと比べると全然異なって、対象とな
る疾病とか支給できる診療の範囲が限定されてい
るというものです。こうしたことから適正なアフターケ
アが実施されていくためには、医療機関にこうした
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制度の中身、どういうことができるのかということを十
分に理解していただく必要があります。これは関係
する通達というか、実施要領というのがあるのです
けれども、それをきちんと理解して、それを守ってい
ただく必要があるわけです。そういったことを守って
いただくためには、都道府県労働局長が個別に指
定している日本の医療機関において実施すること
が適当だと考えています。それに引き換えまして、海
外の医療機関においては、わが国の指導だとか監
督が及びませんし、指定医療機関制度というものを
設けることはできません。海外においてアフターケア
を実施する環境を整備することは非常に困難であ
ろうと考えています。

（6）	 2010年7月改正入管法施行以後、 「技能実習生の

労働条件確保について」 （平成22年2月8日付け基発

0208第2号）通達に基づき、外国人研修生及び技能実

習生を受け入れている事業所に対する指導監督の

実施結果について明らかにすること。

【回答】	 技能実習生に係る実習実施期間に対し監督指
導を実施した結果は、平成22年において3145件の
監督・指導を実施し、このうち74.0％にあたる2328件
で労働基準関係法令違反が認められ、是正勧告
を行っています。平成23年の件数は、現在集計中
です。今後とも技能実習生の労働条件に問題があ
ると考えられる事業所に対しては、適切に監督指導
を実施し、技能実習生の法定労働条件の確保を
図ってまいります。

【中島】	 東京労働局でも申し上げましたけれども、全事
業所を緊急調査するというぐらいの気持ちで絶対
やっていただきたい。これもいろんなところで言って
ますけれども、要望として取り組んでいただきたいと
思います。

【回答】	 技能実習生の法違反の件数。労働基準関係
法令違反が2328件と申し上げましたが、この中には
労働安全衛生法違反も含まれています。ご参考ま
でに、労働安全衛生法違反が認められた件数は
1337件となっています。また、違反率の高さについ
ても高いものとして認識しておりますので引き続き重
点的に監督・指導を行っていきたいと思っています。

10.	 被災者の職場復帰対策

（1）	 労災被災労働者の社会復帰対策については、「被

災労働者の社会復帰対策の推進について」 （平5年3

月22日付け基発第172号） において要綱が定められ

ているが、各地方労働局においての2011年度の実績

（対象者数、各種指導件数等）を明らかにすること。

【回答】	 2011年度は集計中ですので、昨年2010年度だ
け申し上げます。症状軽快者である計画対象者で
新規就職を希望している148名のうち、1名の方が
就職を。また、平成22年度における症状固定者の
方で同じく新規就職等を希望していた14名の方が
2名復帰を果たされています。本対策について今後
とも引き続き円滑な適用に努めていきたいと考えて
います。

（2）	 次の各施策の実施状況を明らかにすること。

①	 頭頚部外傷症候群等に対する職能回復援護

②	 振動障害者社会復帰援護金

③	 振動障害者職場復帰促進事業特別奨励金

④	 長期療養者職業復帰援護金

⑤	 長期療養者就労・職種転換援護金

【回答】	 まず①を飛びまして、③、④ですが、こちらは昨
年度もそうだったんですが、22年度においても実績
等はみられなかったところです。②の振動障害者社
会復帰援護金については322名の方に総額で約4
億1700万円の支給が行われたところです。⑤につ
いては④の復帰援護金と伴うため省略とさせてい
ただきます。

（3）	 社会復帰対策要綱の周知徹底をはかり、 被災者

の職場復帰対策に全力で取り組むこと。

【回答】	 こちらについては周知徹底に引き続き全力で取
り組んでいくという話でいただいておりますので、ご
承知と存知ますが、各制度の周知を図るためのパン
フレットに概要等を盛り込んでいます。都道府県労
働局、また監督署において、来庁者に配布するなど
引き続き周知徹底に努めてまいります。

11.	 労災保険審査請求について

（1）	 労災保険審査官の調査について

			  振動障害の不支給事案について愛媛労災審査官

に対し、2011年3月25日で審査請求を行ったところ、

2011年12月6日付けで棄却の決定がなされた。 労基

署の不支給の理由が鑑別診断の結果による 「医学

的判断に基づいたもの」 であったため、 審査請求で

は、鑑別診断の結果について医師による日本産業衛

生学会論文などから医学的反論を行ったが、審査官

の決定書には提出した医師の意見書に関する判断も

なければ、さらに資料としても列記されていなかった。

反論の重要な意見書に対し、「書類を紛失しているの

ではないか」との調査要求に対し、労災保険審理室は
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決定書に資料名が落ちていたので｢決定の更正｣とし

て資料名を1行加えることで問題はないと処理した。

誤字脱字の問題ではなく、審査官の重大な不作為で

ある。 どのように審査官を指導していくのか回答を求

める。

【回答】	 個々の決定書の内容についてこの場で詳細に
わたってお答えすることはできませんが、指摘があっ
たことを踏まえて決定書の作成にあたっては慎重を
期すよう、例えば審査官研修等の機会を通じて指
導・徹底を図ってまいりたいと考えております。

【白石】	 労災保険審査官の重大な不作為とか行為とか
についてどこが対処していくのかということをお聞き
しているんですが、回答をいただいたのは補償課と
いうことでよろしいんでしょうか。

【回答】	 労災補償部補償課審理室です。
【白石】	 審査官というのは労働大臣が任命するというこ

とであれば、審理室はう審査官について何かする
んですか、それとも放ったらかしておくわけですか。

【回答】	 審査官に対しては、立場としては指導・助言を行
うということです。

【白石】	 だから、こんなことが続いてもかまわんということ
やね。

【回答】	 こんなことというのは今回の件？個別の件なので
詳しくお答えすることはできないのですが、一般的に
審査資料とか記載漏れとていうことについては確か
に決定書の信頼性を失う可能性もあることから、決
定書作成にあたっては慎重を期するよう指導、研修
とかいろいろな機会があろうかと思いますが、その
都度、指導はしていきたいと考えています。

【白石】	 時間がないからあんまり言うのはのけとくけど、
紙を1枚紛失したとかいう類のことだったらそれはそ
れなりの対処もあろうと思うけども、一番中核をなす
重要なものを机の中に放り込んで、その後も放っぽ
いておいたわけよ。そんなことをしてそれで時間が
来たらこれはそのままにしとったらあかんなっちゅう
ことで、もうひとりの審査官が適当なやっつけ仕事を
やってこれでよしっと。だから一番重大なもの書き忘
れた。それも甲何号証や乙何号証いうようなところに
さえ書いてなかった。こんなデタラメをして、それでも
放っておくのかと、聞いとるわけよ。

【回答】	 そのお問い合わせがありました件について、事
実確認をさせていただいたいたんですけども、その
中で紛失等の事実はなかったということと、審査資
料として取り扱ったのですが、審査項目には記載漏
れがあった事実は確認いたしました。記載漏れにつ
いては、決定の信頼性を損なう恐れがあるというこ

とで指導をしてまいりました。
【斎藤】	 これちょっとおかしいんじゃないんですかね。記

載漏れとかいう話ではなくて、医学的意見について
審査官が検討せずに決定出している話じゃないで
すか。そのあたりは把握されたんですか。

【回答】	 検討していないというところ、
【斎藤】	 いや、そこんところちゃんと把握してくださいよ。

検討したけどもただ記載漏れっていうことではなく
て、その中身を決定の中で。医学的な意見が出たも
のについて鑑定なり医学的な検討をしなければ結
果を出せないじゃないですか。本来はやり直しすべ
き話ですよ、再審査に上げるのではなく。なのにそう
いう認識じゃ困ると思うんです。その把握はしたん
ですか。

【回答】	 審査資料として承っているというかたちは確認し
ました。

【白石】	 冗談もほどほどにしろよ。こっちが言ったから机
の中にあったのを、調べまくったら出てきたと、だから
紛失してませんと。それも一番決定的な重大な反論
の医学的な意見書を放っぽらかしておいて、それで
無くしたわけじゃない、無視したわけじゃない、ありま
したって、これだけじゃないの。それを資料の中に書
いてなかったから、補正正文を一行加えたらいいん
ですよと。こういうやり方でちゃんとした指導なんてで
きるんですかと言ってるわけよ。

【浜田】	 素人を騙すようなことを言ったらあかんわね。審
査請求人が自分の問題を左右する最大の証拠とし
て出したもの。しかも医学的な。それを決定書を書く
ときに書き忘れたと。そういうもんであれば必ず審査
官は検討しないと駄目ですよ。検討したらこれこれこ
ういうふうにあるけども、審査官としてはそれはこうい
うふうに考えるとか少なくともしないとおかしいわけ
やね。見たことは見たとか、ただ単に証拠を一覧表
に書くことを忘れておりましたとかそんなもんじゃない
でしょう。きちっと検討してそれで見解を出さないと駄
目でしょう。素人を騙すような言い方したらいかんよ。
わしやったら何十年もやってて、審査参与までやっ
てきてこんなこと言われて黙っておれないじゃない。
冗談言うたらあかんで。

【飯田】	 この件についてはもう一回、審理室で再調査を
してください。再回答をしてください。

（2）	 審査請求の処理について

①	 過去5年間の都道府県別の審査請求事案の処理

状況を明らかにすること。

②	 厚生労働省のHPで労働者災害補償保険審査官

の主な決定例が公表されている。　　　 ［40頁に続く］

特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
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2012年2月4日、YMCAアジア青少年センターで
「公害薬害職業病被害者補償・救済の改善を求
めて第2回シンポジウム―原爆症、森永ひ素ミルク
中毒、医薬品副作用被害、薬害エイズ、そしてフ
クシマ『被害補償』のあるべき姿を問う― 」が開
催されました。各事例の概要、補償救済制度なら
びにその比較は36ページにあるのでそちらにゆず
り（2009年の第1回シンポジウム時の比較表も、当
時の内容のまま38ページに掲載）、ここではぼくが
当日取ったノートを参考にしながらシンポジウムを振
り返ることにします。

第一部のパネルディスカッションでは尾崎寛直氏
（東京経済大学）をコーディネーターに、各事件・
事故の概要や補償制度の報告が行われ、原爆症
訴訟弁護士の内藤雅義氏、森永ひ素ミルク中毒
の被害者を守る会の平松正夫氏、NMR被害児
を救援する会（全国薬害被害者団体連絡協議会
加盟）の栗原敦氏、薬害エイズ訴訟弁護士の保
田行雄氏が、各事例の概要、補償救済制度がで
きる経緯、被害者認定のあり方とその問題点、給
付の内容について報告しました。

■原爆症

原爆症の被害は熱線や爆風によるもの、家族、

地域社会の崩壊、そして心理的な被害に至る複
合的な被害ですが、しかし実際は放射線の被害
に限定されています。かつその放射能被害につ
いても低く見積もられているのが現状です。それ
だけではなく、原爆症は戦争被害であるため、そ
の補償体系は戦争被害受忍論にもとづき被害者
を切り捨てることを前提としています。

被爆者、なかでも直接被爆者（一号被爆者）と
して認められるには爆心地からどれだけ離れてい
たか、原爆投下後何日目に入市したか、国籍は何
か、そしてどのような症状を有しているかなどさまざ
まな条件を満たしている必要があります。現在、
直接被爆者として認められるのはだんだん難しく
なっています。原爆の投下からすでに60年以上
が過ぎ、被爆者がそのときどの程度放射線を浴び
て影響を受けたか、どのような行動状況だったか
を証明することができなくなっているという問題で
す。被爆者側は困っている状況に応じて補償を
考えることを要求しているが、福島の問題が起きた
ことによって原爆症の補償体系が福島での補償に
どのように影響を与えるかを厚生労働省側はみて
いるはず、と内藤氏は最後に指摘しました。

■森永ひ素ミルク中毒事件

原爆症、森永ひ素ミルク、
医薬品副作用、薬害エイズ
公害薬害職業病被害補償第2回シンポジウム

野沢淳史
明治大学大学院/公害薬害職業病補償研究会
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時間の経過という問題は森永ひ素ミルク中毒事
件被害者も同様に抱えています。1973年の「三者
会談確認書」を基盤に設立され、救済事業を執り
行う財団法人ひかり協会（現在は公益財団法人）
は被害者認定を、症状の有無ではなくドライミルク
を飲用したかどうかの事実の把握によって行なっ
ています。つまり、認定基準を成文化せず事件の
広がりに照らし合わせて判定しているのですが、事
件の発生（1955年）から半世紀以上が過ぎ、事件
の証拠がほとんどなく、両親が高齢化し事件当時
の記憶も薄くなってきているという問題があります。

加えて半世紀後の新たな事態として被害者自
身の高齢化が指摘されました。現在被害者は50
代半ばとなっており介護保険も目の前。ニーズに
合わせて事業を考えていく必要があります。ひか
り協会の救済事業は、まずは保健、医療、福祉な
どの公的社会保障制度の利用を優先し、足りな
い部分を救済事業として補うかたちで行われてい
ます。今後、社会の制度の変化と被害者の必要

とする救済内容の変化にあわせて、救済事業を
構想していくことが求められます。

■薬害エイズ

既存の社会保障制度を利用する仕組みは薬
害エイズ事件にも採用されています。薬害エイズ
の場合、認定は比較的容易で、基礎的な疾患が
あり、対象となる輸入血液製剤を投与した証明が
あれば補償救済の対象になります。ですが薬害
エイズの社会問題化は、世界的なエイズの流行
時期と重なったために被害者に対する差別や偏
見があり、被害者として名乗り出るかどうかという
問題がありました。そこで和解の枠組みの中で、
HIVそのものをひとつの疾病と位置づけ障害認定
をさせました。つまり、原因を問わず同じ枠組みで
同じ水準の医療、福祉を利用できるようにしました。

■医薬品副作用被害

名乗り出ないという意味での潜在化とは異なりま

公害薬害職業病被害補償第2回シンポジウム



安全センター情報2012年7月号   35

すが、医薬品副作用被害も見えない被害の広がり
をもっています。医薬品副作用被害は、上述の3
つの事例と異なり、現在進行形の被害です。今後
も誰かの身に起こりうる被害であり続ける。なくな
るということはなく、大多数の人びとがさまざまな医
薬品の効能を享受するその陰で、ごく少数であっ
ても必ず、命を落としたり、障害を負ったり、長期入
院を迫られたりする人が現われる。原因物質（医
薬品）は多数存在し、症状も多様。同時多発的な
発生や地域的偏在がない、という特徴も他の事例
と異なります。

■福島第一原子力発電所事故

休憩の後、福島第一原子力発電所事故やその
補償について除本理史氏（写真左）と「負げねど
飯舘! !」の愛澤卓見さん（写真右）から報告が行
われました。その後のパネルディスカッションを聞く
と、福島での原発事故には今回の事例で挙げら
れたあらゆる特徴と課題が含まれていることがわ
かります。まずは放射能汚染の問題です。放射
能汚染に限定することの問題という方が正確かも
しれません。除本氏は、補償請求の問題点のひ
とつに、書類の選択肢を選んだり数字を書き入れ
たりしていくと請求金額がはじき出されることを挙
げていました。つまり、補償を請求するための書
類の書式自体が、自分たち（東電）の基準に請求
内容の枠をはめていく役割を果たす。そこに書か
れていない損害賠償の請求はできないとは書かれ
ていないものの、記入欄がないかあったとしてもも

のすごく小さい。何が被害か、それはどのように
賠償されるかが加害者によって決められていると
いう問題があります。

また今回の問題は、大規模な食品汚染問題で
もあります。森永ひ素ミルク中毒事件や水俣病、
カネミ油症などの事件と異なるのは、程度の差こそ
あれ生鮮食品から加工食品まであらゆる食品が
汚染されたという点だと思います。

差別の問題もすでに生じています。震災後、福
島から来たという理由だけで入学入園を断られた
という報道がありましたが、、この問題もまだ始まっ
たばかりです。ぼくが福島で障害者団体に聞き取
りをしているときに「障害をもった子供が生まれる
から原発に反対というのは違う。しかし、チェルノ
ブイリ事故の影響で生まれてきた障害児の映像な
どを見ると、やはり抱えている障害の次元が（私た
ちとは）違う」と、将来起こりうる現実を受け入れき
れない、想像がつかない気持ちを率直に話してく
れた人がいましたが、それ以前に、新潟水俣病に
おいて受胎調節の指導があったように、生まれて
こないという現実もありえます。

最後に医薬品副作用被害との関連でいえば、
原子力発電はそれがなくならない限り今後も誰か
の身に被害を及ぼし続けます。原子力による電力
の供給を受ける限り、どこかで――それは主に原
発立地地域ですが――、命を落としたり、障害を
負ったり（負った状態で生まれたり）、故郷を離れな
ければならなくなったりする。そうした事態が必ず
訪れる。規模の大小を問わず、国内外を問わず、
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事例 原爆症 森永ひ素ミルク中毒

枠組み
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（被爆者援
護法）による

「三者会談確認書」による

被害者を
認定する
システム

疾病・障害認定審査会の原子爆弾被爆者医療分科会
（医療分科会）の意見を聞き，厚労大臣が認定．従来，放
影研の放射線影響に関する疫学調査結果が原爆症認定
に反映したが，2008年の「新しい審査の方針」発表以降，
対象疾病の「積極認定」の方向．

飲用者認定を希望する者が都道府県に申請し，そこを経
由してひかり協会に提出される．その後ひかり協会が設置
する認定委員会において審査を行い，その結果を受けて
ひかり協会理事長が決定する．手続きは，厚生労働省通知
「森永ひ素ミルク飲用者の認定に係る事務要領」による．

認定された
被害者数

現在も生存の被爆者手帳所持者は約219410人で，うち医
療特別手当受給者（原爆症認定者）は7197人（2011年3
月末時点）．

推定被害者数（2011年）13430人（内訳：患者名簿登載
者12368人， 飲用認定被害者1062人）
事件当時に厚生省が作成した患者名簿に登載されな
かった「未確認飲用者」は，認定申請し審査の結果認定
されなければ救済事業を受けることができない．飲用者と
して認定されると患者名簿登載の被害者と同様に救済事
業適用の対象となる．

棄却・未処
分等の未認
定患者およ
び未申請者

「新しい審査の方針」直後は棄却が控えられていたが，再
び増加．2010年度は7795人の申請者中，4178人が棄却，
2328人が保留．

2011年9月までに，認定申請者数累計1928人．うち1062人
が認定，532人が保留，303人が棄却，31人が取下げ・未処
分．

医療給付・
治療に関す

る給付

認定疾病に関しては全額国庫負担．一般疾病に関しては
保険診療の自己負担分が国庫負担（指定医療機関での
受診においては両者の区別はしない）

検診費，医療費（保険診療による自己負担分の給付）， 健
康管理費．保険内の治療に関しては，多様な疾病態様か
ら，因果関係を問わず全て給付対象．

医療費以
外の本人に
対する給付

（生活
補償面）

あり
健康維持費名目の手当（下記）
介護手当の支給介護保険の医療系サービスは，被爆者
手帳により1割の自己負担なし．福祉系サービスについても
都道府県が措置すれば国が補助（自己負担なし）．

あり
ひかり手当，自立奨励金（作業所や訓練所等の使用料，敷
金・家賃の補助等），後見等援助費，介護福祉利用費（障
害者自立支援法のサービス利用補助），就職奨励金（月額
20000円）， 職場定着奨励金など．基本的には公的制度の
活用を優先し，不足額をひかり協会が支給．

遺族に
対する給付

なし（戦争被害拡大防止の観点から）
ただし，葬祭料201000円．また，葬祭料対象となる前に，親
族に原爆死没者がいた被爆者に対して，特別葬祭給付金
100000円（きわめて特殊な制度）．

なし
ただし，救済事業対象者でひかり協会設立以降に死亡し
た被害者遺族に，葬祭料350000円＋香典50000円支給．

その他の
給付（通院

費・介護費等

を含む）

入院時の食費負担について国庫補助．
都道府県レベルで，独自に交通費の支給や被爆二世に対
する医療費負担を実施する例もあり．

医療付随費（通院にかかった交通費），
通院に伴うガイドペルパーの交通費，入院付添い費，歯科
差額，入院時食事療養費，部屋代差額，入院雑費，漢方・
鍼灸・あんま等の自己負担分，など．

補償・給付
の

内容・区分

指定疾病の要医療性，原爆放射線の起因性等に応じて，
以下の区分のいずれかの支給．
医療特別手当（月額136890円）， 特別手当（同50550円）
健康管理手当（同33670円）， 保健手当（同10880円）
なお，原子爆弾小頭症に認定されると，医療特別手当に月
額47110円加算．

症度に応じて1～3級の区分あり
ひかり手当：（障害基礎年金非受給の場合）月額1級70000
円， 2級63000円， 3級28100円
補足介護費：月額1級40000円，2級30000円，3級20000円
継続介護費：介護の必要度に応じて月額50220～83700
円

財源の調達
方法

全額国庫負担．加害者であるアメリカの負担はない． 全額を森永乳業が負担．

制度の
成立年

原爆医療法（1957年），原爆被爆者特別措置法（1968年）．
両者を一本化した被爆者援護法（1994年）

三者会談確認書（1973年12月締結）

備考
（近年の
問題）

3号被爆者に関して，被爆者認定をめぐる訴訟が継続．ま
た，在外被爆者の医療費支給問題が残る．給付に関して
は，原爆症認定の起因性区分をなくし，症度による区分に
改善を求める運動が続く．

今後高齢化に伴って，後見人・保健師・訪問看護師・福祉
サービスなどの公的制度の活用とともに，協会職員・相談
員，さらに守る会の被害者仲間による生活の見守り体制な
ど，地域での複層的なネットワークの構築の必要性．

公害薬害職業病被害補償第2回シンポジウム
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事例 医薬品副作用被害 薬害エイズ（＊暫定）

枠組み
医薬品副作用被害救済基金法及び独立行政法人医薬
品医療機器総合機構法による

和解条項および確認書による（具体的な金銭給付の支払
に関しては「覚書」及び「協定書」に記載）

被害者を
認定する
システム

本制度の運用主体の医薬品医療機器総合機構（PMD
A）に申請し， PMDA健康被害救済部調査課（2005年度
新設）が調査を行い，症例経過や調査表を作成し，厚生労
働大臣に判定を申し出る．薬事・食品衛生審議会に設置
されている副作用・感染等被害判定第一，第二部会が審
査．認定基準として公表されたものはない．

訴訟提起ののち和解手続

認定された
被害者数

薬事法で定める副作用報告の数は3万件程度あるが，実
際にはその数を大きく上回る副作用被害者がいる．
2010年度までの救済制度の認定者累計は7639人（8863
件）．

発生時の血友病患者等5000のうち約4割の2000人が感
染した．

棄却・未処
分等の未認
定患者およ
び未申請者

1980～2010年度までに，申請者9722人（11402件）のうち，
7639人が認定，棄却が1387人，42人が取下げ，保留・未処
分は不明．

実数は不明．差別を恐れて提訴をためらった者も少なくな
いと思われる

医療給付・
治療に関す

る給付

医療費は保険診療による自己負担分の給付（基本的に保
険適用の治療のみ）．

血友病の公費助成．
AIDS発症者は障害者認定により障害者の医療給付．

医療費以
外の本人に
対する給付

（生活
補償面）

あり
障害年金あるいは障害児養育年金
介護費・介護加算はなし

あり
「健康管理手当」として， 感染者に対しては月額35300～
51300円
発症者に対しては月額15万円

遺族に
対する給付

死亡者が家計支持者の場合は遺族年金，それ以外は遺
族一時金の支給．
遺族年金：年額2370000円（10年限度．ただし被害者が
障害年金を受けた場合はその期間を控除）
遺族一時金：7110000円
葬祭料：201000円

個別給付はなし

その他の
給付（通院

費・介護費等

を含む）

医療手当：月額33700～35700円（通院日数，入院日数によ
る）

なし

補償・給付
の

内容・区分

1級，2級の区分
障害年金：1級年額2709600円
2級同2167200円
障害児養育年金：
1級年額847200円
2級同678000円

一時金として，感染者及び発症者一人あたり4500万円（死
亡者も含む）

財源の調達
方法

製薬企業の拠出（一般拠出，年間出荷額の0.35/1,000に
相当する額）による基金．また，実際に支給される金額の
1/4に相当する金額が，付加拠出として原因薬の製造企
業に課せられる．

国と製薬会社の負担割合は4：6（一時金と発症者に対す
る健康管理手当の場合）．感染者に対する健康管理手当
は国が全額負担

制度の
成立年

医薬品副作用被害救済基金法（1979年）
独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（2002年）

確認書・協定書（1996年3月締結）

備考
（近年の
問題）

死亡については、副作用報告件数に対して請求件数が1
割に満たない（制度の認知度の低さ）．また，受給者の実態
調査および保健福祉事業の具体化が長年放置されてき
た問題がある．

新規提訴はないものとして事実上終了
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事例 水俣病（公健法認定と補償協定） サリドマイド カネミ油症

枠組み
公害健康被害補償法による認定，チッ
ソとの協定に基づく補償．

補償協定による 法も協定もなく，（和解とカネミの一部負
担以外には）制度としては何もない．

被害者
を認定
するシ
ステム

法に基づき県知事が認定．診断書は考
慮されず．県の検診データに基づき，1977
「後天性水俣病判断条件」で認定審
査会が判断（審査会は機能停止中）．

診断証拠，服用証明をもとに5つの判定
基準に基づき判定を行うが，最終判断
は最高権威のW・レンツ教授を交えて行
う．

法的根拠はなく，要綱に基づいて認定
制度を運用．全国油症治療研究班の
「油症患者診定委員会」が診断基準に
基き「診定」，これを受けて知事が認定．

認定さ
れた被
害者数

認定・補償協定2,269人，これと別に，政
治決着10,353人（熊本・鹿児島両県），
新保健手帳1,9843人（同・08年末現在）．

裁判原告63人＋原告を除く認定者数
246人の計309人．

1,933人（生存1,376人， 2009.3現在）
1969年7月の厚生省の集計では，届出
者数14,627人のうち913人が認定．．そ
れ以降，厚生省は届出者等の集計を

（発表）せず．
棄却・未
処分等
の未認
定患者

および未
申請者

保留・棄却処分累計14,990件．
うち1万人余は1995政治決着受諾．
新たに認定申請中の患者が約6,300人．

サリドマイド剤回収後の推定被害者が
約1,000人とされており，認定棄却は311
人．

1988年度までの詳しい検診状況は不
明．1989年度以降は毎年数十から百
人余の未認定者が受診し，大部分が
認定されず．推定被害者数は数千人
以上．

医療給
付・治療
に関する

給付

歯科を除く医療費全額をチッソが負担
する．鍼灸治療費実費，マッサージ治
療費（1回1000円，年25回25,000円以
内），  温泉治療券（年間利用券）

なし 医療費の自己負担分をカネミ倉庫が支
払い．

医療費
以外の
本人に
対する
給付

（生活補
償面）

あり 
慰謝料および特別調整手当（年金）

あり
損害賠償金．賠償金額の一部を長期
継続年金制度により運用もできる（年金
加入は任意）．

カネミ倉庫が見舞金1人22万円を支払
い， 和解で1人500万円の債務を確認．
カネカ（鐘淵化学）は1人300万円の見
舞金を基準に和解．

遺族に
対する
給付

なし
ただし， 祭料533,000円＋香典100,000
円は死因を問わず給付．

なし
ただし，年金加入の場合は，支給開始か
ら60年以内は拠出金の残金が相続人
に払い戻される．

なし
香典2万円のみ

その他
の給付

（通院費・

介護費等

を含む）

通院交通費270-600円，
通院手当21,400-23,400円，
入院手当23,400-33,500円，
介護手当44,900円，おむつ手当，介添
手当， 胎児性患者就学援助費など．

なし 通院費を支給する場合もある．ただし，
地域等によって差が大きい．

補償・給
付の内
容・区分

慰謝料1,600-1,800万円，年金6.7万から
17万円（物価スライドあり， 1973年は2-6
万円）

A～Eランクにより，賠償金額が異なる
（A 4,000万円，B 3,300万円，C 2,800
万円，D 1,800万円，E 900万円で，訴訟
費用は全額加害者の被告持ち）．
症状は固定されているため，判定ランク
の変更はない．

財源の
調達
方法

全額をチッソが負担．ただし，返済能力
がないとして，県債融資，銀行の債権放
棄， 国庫支出で約半分賄う．

サリドマイド剤の全市販企業の拠出＋
賠償金と年金の金利・物価上昇分の補
填は国も折半．

カネミ倉庫は医療費の一部を中心に負
担．カネカは和解の際に負担．

制度の
成立年

公健法認定・補償協定1973年
政治決着1996年， 新保健手帳2005年

1974年10月の和解時に協定 カネカとは1987年3月に和解

備考
（近年の
問題）

新たな申請者や第二世代等の裁判6
件が継続．与野党の未認定患者救済
法案が上程されるも与党の「分社化」
「地域指定解除」に反発が集中．

厚労省は，2008年10月，被害者団体の
賛否の中で，多発性骨髄腫の治療薬と
してサリドマイド剤の使用を許可．

2007年6月に特例法が成立して仮払金
返還問題は一応決着したが，他の多く
の問題は未解決のまま放置．新認定
患者が2008年5月に提訴．

公害薬害職業病被害補償第2回シンポジウム
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事例 大気汚染 アスベスト（労災） アスベスト（公害）

枠組み
公害健康被害補償法による 労働者災害補償保険法による 石綿健康被害救済法による

被害者
を認定
するシ
ステム

法に基づき指定地域を管轄する自治体
の長が認定．本人申請書類と戸籍抄
本または住民票，検査実施機関の医師
の診断書・報告書を合わせて提出．

法に基づき労働基準監督署長が決定．
請求人，使用者，診療担当医等に対す
る調査，必要に応じ労災医員に意見を
求めたり，厚生労働省と協議して決定．

法に基づき申請．申請人提出資料をも
とに，環境大臣が中央環境審議会の意
見を聴いて医学的判定，それを踏まえ
て環境再生保全機構が認定．

認定さ
れた被
害者数

ピーク時には約11万人（1988年7月）で
あったが，その後新規認定の廃止ととも
に認定者数は減少し，2006年度末には
47,193人．

中皮腫2,641人（時効救済616人を含
め3,357人），  肺がん1,938人（時効救済
321人を含め2,259人），石綿肺は不明，
良性石綿胸水31人，びまん性胸膜肥厚
40人（2007年度末現在）．

中皮腫2,969人，肺がん382人
（2007年度末現在）

棄却・未
処分等
の未認
定患者

および未
申請者

法による申請棄却者数の詳細は不明．
ただし，1988年3月以降，新規認定廃止
により，未認定患者が大量に生み出さ
れ続けている．

不支給決定：中皮腫259人， 肺がん465
人， 他は不明， 取下件数不明

（2002～2007年度累計）

不認定：中皮腫370人，肺がん220人
取り下げ：中皮腫76人，肺がん101人

（2006～2007年度累計）

医療給
付・治療
に関する

給付

診察・治療・看護・移送等，対象疾病に
関わる医療費全額がこの制度から現
物給付（自己負担なし）．

療養補償給付として診察・治療・看護・
移送等の医療費全額を現物給付（でき
ない場合は現金給付可）．鍼灸マッサー
ジも対象．

健康保険等を控除した自己負担分，通
院費，介護費の実費補償なし．

医療費
以外の
本人に
対する
給付

（生活補
償面）

あり
障害補償費あるいは15歳未満の子ども
に対する児童補償手当．

あり
休業補償給付（平均賃金の80％），一
定の場合，傷病補償年金（傷病等級に
より1級313日分～3級245日分），障害補
償給付（障害等級により1級313日分～
7級131日分の年金または8級503日分
～14級56日分の一時金）に移行．

あり
療養手当（一律月103,870円．入通院
諸経費＋介護手当的性格と説明されて
いる）

遺族に
対する
給付

あり
遺族補償費または遺族補償一時金，葬
祭料664,000円．ただし，いずれも公害
病の死因への寄与率による．

あり
遺族補償給付（一律300万円＋遺族の
人数に応じて平均賃金153日分（1人）
～245日分（4人以上）の年金または1,000
日分の一時金），＋葬祭料（315,000円＋
平均賃金30日分または平均賃金60日
分のいずれか高い方）

なし
葬祭料のみ．ただし，被害者本人が
給付を受けられなかった遺族には特
別遺族弔慰金（一律280万円の一時
金）と葬祭料は199,000円．

その他
の給付

（通院費・

介護費等

を含む）

通院・入院に対する療養手当（ただし，
通院・入院日数により各2ランクに分か
れ， 23,000-35,900円．）

療養補償給付として原則通院費の実
費（移送に含まれる）．一定の場合は介
護補償給付として月28,470～104960円．
労災就学等援護費，労災就労保育援
護金など（温泉保養もあったが廃止）．

なし

補償・給
付の内
容・区分

障害補償費は1級～3級のランクにより，
男女各年齢別平均賃金の80％の月額

（132,500～359,600円）に，1，0.5，0.3を
乗じる．遺族補償費・一時金は，上記賃
金70％の月額（116,000～313,900円）に
寄与率0，50，75，100％を乗じる．一時金
になる場合は36か月分．

基本的に平均賃金ベースで，傷病・障
害等級区分以外はなし

なし（一律定額）

財源の
調達
方法

全国の工場・事業場からの汚染負荷量
賦課金が8割， 自動車ユーザーの支払
う自動車重量税からの引当金が2割．

事業主の労災保険料＋国庫補助 一般拠出金（労災保険適用事業主＋
船舶所有者）， 特別拠出金（4社－未公
表）， 国・都道府県拠出金

制度の
成立年

1973年 1947年 2006年

備考
（近年の
問題）

未認定患者の救済のため，まずは自治
体レベルでの医療費助成制度の構築と
ともに，自動車排ガス汚染に焦点を当て，
費用負担を含め制度再構築の必要．

労災時効救済制度ができているが時
限措置．公害救済に埋もれている労災
事例大．被害者は増加し続けることが
確実．

同じアスベスト被害で労災補償と格差大
（対象疾病・救済内容）．
公害多発地域の被害救済促進・健康
管理体制確立．
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過去も現在も、そして将来も継続的に発生していき
ます。しかし医薬品と異なる点は、今後の発電方
法として原子力以外の選択肢があるということだと
思います。

■公害薬害職業病補償研究会は何を目指すか

実態としての被害と金銭賠償には乖離がある。
これは今回の原発事故に限ったことではありませ
ん。補償研究会が取り上げてきた数々の事例に
も、ほぼもれなく当てはまります。ですから、もとより
金銭による賠償とはそういうものだという考え方もで
きます。しかし、だからこそ被害者の側がことある
ごとに異議を申し立てることで被害の全体像を明
らかにしていくことが重要になります。東京電力に
対して加害の責任を問い続け、長期にわたる環境
汚染や人的被害の回復過程に向き合う覚悟を問
い続けること。

加害企業の責任は金を払って終わりではないと
いうことを除本氏は強調していました。そのために
も被害者側が積極的に補償救済制度の構築と運
用にかかわることのできる仕組みが必要です。こ
のことについては、裁判や和解による解決を選択
しなかった森永ひ素ミルク中毒事件の「三者会談
確認書」が、多くを学ぶことのできる重要な成果だ

と思います。
シンポジウムのまとめに研究会メンバーの川俣

修壽氏が、公害などは弱者に最も激しく被害が及
ぶと指摘しました。胎児性水俣病患者や乳幼児
の薬の副作用被害者は常時介護が必要となり、
高齢化に伴ってそのニーズは上昇し、親亡き後と
いうことが大きな課題となる。しかし、それは原因
者や加害者がいない障害者にとっても変わらな
い。いかなる原因であれ障害を負った人びとが区
別なく、等しく福祉サービスが得られる社会の実現
を目指すこと。この指摘が補償救済制度を比較
研究する最大の目的だと思います。

30年後、50年後の半世紀後の福島の実態に想
像力を働かせて、公害、薬害、職業病などの補償
制度が福島での原発事故に伝えられることは何な
のか、そこから描くことのできる社会像はどのような
ものか。そのためにも、各事例のさらなる検証と
比較検討を継続していくことの重要性を確
認したシンポジウムでした。
※「制度比較調査レポート第2集」（A4版104頁）

は、送料込み1冊1,000円でお頒けしています。
全国安全センターまでご連絡ください。

	 第1集は、http://www.einap.org/jec/
committee/hoshoken/index.htm

［32頁から続く］ 決定例の内容及び件数を拡充すると

ともに、各都道府県労働局でも決定例を公表すること。

【回答】	 別紙（省略）の方にまとめましたのでご覧くださ
い。なお、処理期間については、21年度以降分のみ
把握しているということをご了承ください。

	 	 ②については、審査官の主な決定については、今後
も掲載数を充実させていきたいと考えております。な
お、掲載方法については、事務処理の法律ですと
か、統一性の観点から本省ホームページ上に一括
して掲載を行っているところです。

（3）	 労働保険審査会

①	 過去5年間における労働保険審査会の労災保険

関係の裁決事案一覧において原処分庁名を公表す

ること。

【回答】	 ホームページに掲載している裁決事案一覧表
については、個人が特定されないように配慮して掲

載されていますので、そのための原処分庁名を公
表することは考えておりません。また、事件概要につ
きましても、審査請求人や遺族の心情を配慮しまし
て記述しています。

②	 労働保険審査会が開催される前に作成、配布され

る事件プリントに、請求人、監督署長、審査官がそれ

ぞれ提出した資料が掲載されている。 その中で印刷

が省略された資料のうち、請求人が審理に必要な資

料については、印刷して提供すること。

【回答】	 事件プリントについては、労働保険審査会の審
理の期日とあわせて郵送しているところです。同一
のものが重複して提出されたものですとか、医学文
献等の参考資料などを印刷省略していますけれど
も、印刷省略になっている資料についても、ご要望
に応じて第三者の個人情報に配慮しながら、個別
に検討して送付させていただいているとこ
ろです。

公害薬害職業病被害補償第2回シンポジウム
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3月9日、衆議院第2議員会館で被ばく労働問題
に関する省庁交渉を行いました。被ばく労働に関
する省庁交渉は昨年5月から通算して7回目となり
ます。

今回は厚労省労働衛生課、補償課、経産省資
源エネルギー庁原発事故収束対策室、文科省大
臣原子力損害賠償対策室・原子力安全課・大臣官
房総務課、内閣府原子力災害対策本部原子力被
災者生活支援チームの担当者が出席しました。

1．	 福島第一原発における
	 	 「緊急作業」とは何か重ねて問う

厚労省は昨年4月28日付けで、「緊急作業に
従事した労働者のその後の緊急作業以外の放
射線業務による線量に係る指導について」（基発
0428第1号）を出している。福島第一原発で事故
収束作業に従事した労働者がその作業を終えて
別の原発等で放射線業務についたとき、電離則に
基づく被ばく線量限度である年50mSvを超えてい
ても5年100mSv以内であればよいとした厚労省の
指導方針の妥当性について説明を求めました。

これまでの厚労省の答弁では、被ばく労働を規
制すること自体が「権利侵害であり不利益になる」

（2011年12月21日）と回答していました。その法
的根拠を問い質すとともに、再度、「緊急作業」の
定義と具体的内容について明らかにするよう求め
ました。

〇厚労省	 労働行政は政・労・使で合意できる内
容で規制している。当省が労使の意見を幅広
くきいているなかでえた意見を一部紹介したも
のである。緊急作業とは、電離則上放射性物
質が多量に漏れるといった事故により、労働者
が15mSvを超える実効線量を受けるおそれが
あり、それによって労働者の健康障害を防止す
る応急作業が必要。とくに福島第一では緊急
事態宣言が発令されてから解除されるまでの
間、特にやむを得ず緊急作業の被ばく線量を
250mSvに引き上げた。とくにやむを得ずというの
は、事故の制御、即時かつ緊急の救済作業を
行うことがやむを得ない場合である。具体的な
作業はそのために福島第一原発事故の収束の
ため敷地内に立ち入る必要がある作業すべて

事故後の対応検証継続
労災、除染作業対策等求める
第7回被ばく労働問題省庁交渉

飯田勝泰
東京労働安全衛生センター事務局長
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原発被ばく労働省庁交渉

のことである。ステップ2を完了した現在、完了後
の作業には適用されていないことは言うまでもな
い。

●交渉団	 電力総連の幹部が規制緩和しろと
言ったことが報道されたが、きわめて少数意見
だ。安全衛生教育が行き届いてないということで
はないか。

〇厚労省	 被ばく労働の規制が一般的に不利益
変更になるということはない。

●交渉団	 ステップ2に入る前の敷地内での作業
を全て緊急作業としたのは間違い。ICRP（国際
放射線防護委員会）の規定からいってもすべて
を緊急作業としたのは間違いだ。緊急作業の検
証をぜひやるべきだ。

〇厚労省	 ICRPは緊急作業は特別の対応が必
要としている。緊急作業にもレベルがあるという
指摘だが、今回の福一の現場の線量は事故の
しかるべき時期までは非常に高かった。現在も
高い。電離則上、退避基準にかかるレベルだっ
たという実態があり、緊急作業として位置付けな
いとなかに入れない状態であったため、そのよう
な取り扱いになった。

2．	250mSvへの線量限度の
	 	 引き上げの妥当性を重ねて問う

経産省原子力安全･保安院に対する文書開示
によって、経産省は緊急作業が被ばく線量を別枠
扱いにするよう厚労省に要求していたことが明ら
かになっています。日立、東芝、東電の事業者の
雇用責任を不問に付し、福島第一での緊急作業
に従事した労働者が他の原発で働けなければ雇
用不安が生じ、他の原発の安定維持にも支障をき
たすことをおそれて、厚労省に被ばく線量引き上げ
と別枠扱いするよう要求していました。その結果、
厚労省は4・28通達を出し、年50mSvを超えた被ば
くを容認することになったのです。

●交渉団	 こうしたことが二度と繰り返されてはな

らない。経産省、事業者が一体となって原発推
進のために厚労省を落とそうとすることに私たち
は闘う必要がある。

〇厚労省	 率直にいえば、当時は別枠派、合算派
というべきか言葉が適切かという問題はあるが、
争いがあったことは事実。厚労省は当然労働者
保護に立つ合算派だった。われわれしか合算派
はいない状況であった。ある意味で折衷的に5
年で100mSvという最後の牙城だけ守り通すこ
とになった。最終的にそれが良い悪いは社会的
に判断されていくことと思う。いろんな評価があ
るとは思うが、当時の担当者として甘んじて私は
受ける覚悟だ。

●交渉団	 50mSvを超えたのはどんな作業だった
のか明らかにすべきだ。その検証をすべきでは
ないか。相当数が50mSvを浴びる必要のない
作業だったのではないか。

●交渉団	 国会の事故調査委員会は6月に報告
書をまとめるために作業をしている。国会事故調
の調査にはきちんと応じて検証すべきだ。最大
限、厚労省として立場をしっかり説明すべきだ。

3．	除染作業における被ばく管理

今年1月1日から除染作業等の業務における電
離放射線障害防止規則（通称：除染電離則）が
施行がされている。除染電離則の考え方をあら
ためて確認するとともに、平均空間線量2．5μSv／
時以下の場所でも可能な限り作業者に個人線量
計による線量管理を徹底すること、また除染作業
中、高濃度のホットスポットがあったときに電離則同
様に退避、報告、医師の受診などの措置をとるべ
きと要請しました。

〇厚労省	 電離則は計画的被ばく状況を前提に
制定されているが、現在除染などが行われてい
る場合は現存被ばく状況ということで、線源が
点在して管理されていないため、電離則は適応
されない。除染作業については現存被ばく状況
における安全管理基準として新しい除染電離
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則を制定した。特別教育を義務づけており、都
道府県労働局ですでに6千人受講した。有料だ
が災害防止団体での実技を含む講習が開催さ
れている。

	 除染電離則では平均空間線量2．5μSvを超え
る地域では個人線量計による管理を義務づけ
ているが、0．23～2．5μSvの地域では簡易な線
量管理を認めている。この地域の被ばく線量は
従来の電離則の管理区域の基準である年間
5mSvを超えることが想定されていないこと、広
域であること、一般住民と混在して作業すること
が想定されることを踏まえて、専門検討会で必
ずしも個人線量計は必要ないと判断された。

	 退避については、実体論として一定の高濃度の
ところには個人線量計を必ずつけている。事前
調査したうえで計画を立てるときに予想被ばく線
量を立て、それを超えないように管理する。限度
を超えた被ばくが出た段階で作業は中止するこ
とになる。

●交渉団	 基本的に電離則の考え方にそって
やってほしい。除染電離則が対応する地域は
現存被ばく状況という広域的なところ。しかもど
こにホットスポットがあるかわからない状況のな
かでは、一人ひとりに個人線量計を着けて線量
管理した方がより望ましい。

〇厚労省	 0．23～2．5μSvの地域でも個人線量管
理は必要だ。代表者測定しそれを全員が被ばく
したと割り振った上で線量管理をやる。簡易な
線量計でも可能であると指導している。

●交渉団	 ある一定の線量地域は労働基準監
督署に届出義務があるが、周辺地域には届出
義務はない。現状の労基署の体制であっちこっ
ち除染作業が行われると、立ち入りも含めて監
督ができるのか。

〇厚労省	 すべての現場を回るのは難しい。あら
ゆる情報から問題のある現場を選定してやるよ
う「除染等業務における安全衛生対策の推進」
（3月2日）という局長通達を出して労働局を通じ
て指示した。

4．	福島第一原発内での労災事故

事故発生から現在にいたるまで福島第一原発
内で発生した作業員の労災事故について具体的
な説明を求めました。また昨年12月16日のステッ
プ2終了後、緊急作業がなくなって以後も労基署
による高線量被ばく作業の事前チェックが行われ
ているのか、原発内への臨検監督の実施状況に
ついても回答を求めました。

〇厚労省	 福島第一原発における労災の発生状
況は所轄の富岡労基署で把握し、指導してい
る。平成23年福島第一原発構内の工事で発生
した休業4日以上の労災件数は6件。特定高線
量作業とは原子炉の冷却のための注水施設、
汚水処理施設などの機能維持に関する作業
で、電離則で定める通常の緊急作業の上限で
ある100mSvの被ばく限度が適応される作業で
ある。ステップ2完了後も東電及び元方事業者
に作業届を出させて事前に被ばく低減措置の
確認・指導を行っている。構内への立ち入り調査
は定期的に実施している。今年の1月まで7回実
施し、労働安全衛生法違反などが認められた
場合には是正勧告を行った。是正勧告したとき
にはホームページに掲載している。

5．	原発労働者の健康管理制度

厚労省は福島第一原発の緊急作業に従事し
た労働者の長期的な健康管理たのための制度
を作りました。全労働者に登録証を発行しデータ
ベースによる情報管理を行うこと、50mSv以上被
ばくした労働者に手帳を交付し、放射線業務を離
れても国費で健康診断が受けられるようになりまし
た。しかし、あくまで福一緊急作業従事者に限定
した制度です。本来、放射線業務に従事し電離
則の年5mSv以上被ばくした労働者には、労働安
全衛生法に基づく健康管理手帳を交付する制度
が必要ではないかと問題提起しました。

●交渉団	 石綿ばく露者には健康管理手帳が交
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付されている。石綿ばく露者に比して5mSvの
放射線にばく露した労働者の健康リスクが小さ
いとは考えられない。例えば4年ほど前に砒素の
化合物も健康管理手帳の対象なった。労災認
定がどれくらいあるかが一つの目安になっている
ようだ、被ばく労働も10年間で10例近く認定者
が出ている。被ばく労働者は何十万という数に
上っており、ばく露条件などを考えたら対象外と
は言えない。また、今回の長期的な健康管理制
度では100mSv以上被ばくした労働者にがん検
査を実施するになった。こうしたことを加味して
検討すべきだ。

〇厚労省	 長期的な管理をしていくなかで、新た
な事情は出てくると想定される。制度設計したい
まの段階のものが100％間違いないということで
はない。あるいはICRPの2007年勧告による健
康診断自体の是非も問われているなかで、長期
的健康管理を検討していかなければならないと
考えている。

6．	相変わらず賠償は中間指針頼みの文科省

原子力損害の賠償を所管するのは文科省で
す。厚労省は放射線の被ばく労働による晩発性
障害の労災認定基準を策定しています。今後予
想される福島第一原発の労働者の晩発性障害の
賠償に関して、文科省に厚労省の労災認定基準
の考え方をもとに賠償基準を明確化するよう重ね
て要請しました。

〇文科省	 現在、「原子力損害の判定に関する中
間指針」（原子力損害賠償紛争審査会平成23
年8月）では具体的な病名や線量は記載してい
ない。具体的な事例については個別関係に応じ
て因果関係があれば当然賠償となるという理念
は貫かれている。

●交渉団	 労災認定されているケースでも損害賠
償の裁判では認められていない。そうした背景
事情があるため、賠償に関しても具体的な基準
を設定すべきだ。

7．	内部被ばくが問題－原発労働者の発言

今回の交渉にはSさんが参加されていました。S
さんは30年前に原発の下請労働者の労働組合を
結成し、被ばく労働を告発してきました。

●Sさん	敦賀から来たSと申します。今から30年
前に原発の下請け労働者で組合を作って労働
運動をしてきました。その中でたくさんの人が亡
くなっています。私は労働局などいろんなところ
に行ってきました。ところが関電（関西電力）、原
電（日本原子力発電）にしても被ばく線量がそれ
だけいっていないということを言います。被ばくは
内部被ばくと外部被ばくがある。私も22．6mSvを
6か月浴びている。甲状腺、心筋梗塞で手術しま
した。内部被ばくがどこから起こるのか。それを
はっきり出してほしい。内部被ばくについて原発
のなかでいろんな教育を受けた。その中で言わ
れたことはマスクだ。フィルターがついたマスク。
空気を吸ったらダメだ。内部にはダストモニター
があり、空気、チリとホコリを吸うと内部被ばくが
起こる。内部被ばくはあなたたちが言っている
50mSvとか100mSvとかは関係がない。要する
に放射線量ではない。マスクをきっちりすること
が第一。そういうことを福島第一の人にも言って
ほしい。福島にみんな帰りたいと言っている。あ
んなことで除染はできない。除染とはどうやるか
知ってるのか。原発の中で、チリトリ、モップ、雑
巾、バケツを使ってきれいにふき取って、それで
なかに入って線量を下げて測って作業する。い
ろんなポンプなどにホコリやチリが付いている。き
れいに隅 ま々でふき取る。それで放射線量がなく
なって初めて作業にかかれる。いま福島でやっ
ている除染方法はまったく間違っているのでは
ないか。高圧ジェットで撒き散らしている。そうし
たやり方を注意してほしい。あの人たちはこれか
ら先どうなるのか。直ちに影響は出てきません。
私も20年経っています。20年経ってそういう病気
が出てくる。そのことをきちんとみなさんに
伝えてほしい。

原発被ばく労働省庁交渉
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福島第一原発から1年以上が経過しています。
いまも福島第一原発では放射性物質の放出が止
まらず、汚染水が地下や海に流れこんでいます。
再び大地震がきたら脆弱な4号機の燃料プールは
崩壊し、燃料棒がき出しの状態になるとも言われて
います。

私たちは、福島原発事故の過酷な現実から目を
そらすことはできません。現在も月3千人の労働者
が事故収束作業に従事しています。依然として
原子炉建屋内及び周辺の高線量エリアでの作業
は困難を極めています。汚染地域で除染・復興
作業に従事する労働者、住民、ボランティアの被ば
く対策も待ったなしです。

そうしたなか、4月22日午後、東京・代々木八幡
区民館で「どう取り組むか被ばく労働問題交流討
論集会」が開催されました。この集会は、被ばく
労働問題に関心を寄せる団体・個人が集まり、情
報共有と経験交流、議論を深めながら共同した取
り組みをめざしていこうというものでした。主催は、
被ばく労働問題を考えるネットワーク準備会。

最初に報告に立った西野方庸さん（全国安全
センター）は、事故発生から今年3月末までの福島
第一原発作業者の総被ばく線量（平均被ばく線
量×人数）は、247人・シーベルトであり、平成21年
度1年間の原子力施設の前放射線業務従事者
の83．9人シーベルト（放影研HPより）と比較しても
3倍の被ばく量。政府の緊急作業における被ばく
限度引き上げたのは、事実上福島第一原発敷地
内のすべてを「緊急作業」とし、ICRPの規定に反
している。発がん等の労災認定事例が10例と少
ないのは、特異的な疾病でなく晩発性、生涯被ば
く線量の把握が困難であるため。原発労働者へ
の周知が必要と述べました。

電力事業者にも建設業、造船業と同じく特定
元方事業者とし、安全衛生管理体制の責任を強
化すべき。低線量被ばくに関して、政府は100ミリ
シーベルト以下で健康障害が起きる医学的知見

はないとし、低線量被ばくを無視しようとしている。
ICRP勧告でも認めている放射線が人体に与える
影響には閾値がないことを周知徹底させるべきと
訴えました。

■港湾、清掃、日雇い、の現場から

現場からの報告として、全港湾書記長の松本
耕三さんが報告しました。彼の出身はいわき市の
小名浜港。3・11直後から水、電気、通信が止まっ
た。組合員200名に避難するよう指示したが、全
港湾小名浜支部の執行部は残り、港湾への独占
資本の進出と闘った。革新政党からは全港湾は
いたずらに原発の危険を煽ると誹謗されたが、自
粛ムードのなかメーデーを断固としてやり抜き、脱
原発を訴え感動的なデモを行った。今後、地元
の小名浜地区労とともに被ばく労働問題の掘り起
こしに取り組みたいと述べました。

続いて東京二十三区清掃一組総支部の委員
長岸野静男さんが報告しました。放射能測定を6
月25日から開始。その中で清掃当局の考え方を
出させた。江戸川工場の混練飛灰から1万ベク
レル/kgを超える放射性物質が検出されたため、
ホッパーを取り付け灰が漏れないようにフレコンパッ
ク50袋に詰め込む作業を職員が行った。2月には
組合要求として、廃棄物の処理と保管方法の明
確化、給排気設備等の測定の実施、内部被ばく
検査の実施、全職員を対象とした放射能講習の
開催、「危険手当」の支給、放射線障害防止指針
と放射能障害防止実施規則の見直しなど求めて
くと報告しました。

日雇労働者組合全国協議会の中村光男さん
は、日雇い、正規労働者の立場から訴えました。
いまいわき市では作業員の飯場（宿舎）が乱立し
ている。清掃工場や下水処理工場の炉の補修
作業などは下請、非正規、日雇い労働者がやって
いる。いま仕事を奪われた寄場では寄場労働の
実態が見えなくなっているが、被ばく労働者の問
題から解き明かしていきたい。現地に通い、草の

4.22 どう取り組むか被ばく労働問題交流討論集会
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根で信頼関係を築いていくなかで被ばく労働者と
の出会いを作っていくしかないと訴えました。

■失業中の避難者を仲間として受け入れる

全国一般いわき自由労組の桂書記長が現地で
の労働相談の取り組みを報告。いわき市内の仮
設住宅に労働相談のビラをまいたが、被ばく労働
に関する相談はない。相談がないのは、私たちが
信用されていないからだ。仮設を回ると室内にタ
イベックが置いてあり、原発に働きに行っているこ
とが分かる。いま、仮設の避難者はいわき市民と
も人間関係がない。3・11慰霊祭を仮設住宅で開
いたとき、これまで支援活動してきたボランティアが
引き上げるのではと誤解した避難者から「あんた
たちも見捨てるのか？」と言われた。地域から孤立
している。そこに私たちが切り込んで、信頼関係
を築いていきたい。いわき市内には2万5千人の
避難者がいる。市内には仕事がなく原発か除染
で働くしかない。失業は労働者としての誇りを奪
う。私たちが失業者である避難者を仲間として受
け入れていかなければならないと述べました。

■被ばく覚悟で原発で働く若者たち

続いて大熊町の明日を考える女性の会の木幡
ますみさんが登壇。大熊町には先祖から住んで
いる人は少なく、広島、長崎、九州の農家が原発
で金を稼ぐために移住した人たちが多かった。子
どもたちは一生懸命勉強して東京電力の社員に
なることを願っていた。20代になった若者は原発
事故以後、血尿を流し、将来の結婚も諦めて原発
で働いている。親は辞めろというが、東電からは
「お前たちがやらなければ誰がやる！」と言われる。
会津の工業高校を出た若者は原発にいくしか仕
事がない。ある母親は子どもが戦争に行くように3
人のうち2人が原発で働いている。彼らは癌になっ
ても何の補償もないことを知っている。金縛り状態。
まるで牢獄にいるようで、何かやっていないといら
れない。ぜひ被ばく者手帳を作ってほしい。下請労
働者は声をあげられない。労働者の輪が必要。下
請労働者にも被ばく者手帳を勝ち取ってほしいと
訴えました。

■隠され、切り捨てられてきた被ばく労働者

集会の呼びかけ人の一人である作家の鎌田慧
さんも、今後、福島第一原発では曲がりなりにも線
量管理が進むと労働者が払底することは明らか。
どう供給するのか見通しさえつかない。その結果、
またしてもヤミ労働が増えていく可能性があると述
べました。

会場からも、原発の元放射線管理者は、除染は
あまりにも危険、福島原発事故以降、ズサンな放
射線管理がなし崩し的に広がっていることを指摘。
また、過酷な作業環境の負荷で脳・心疾患の発
症を発症したり、メンタル不調、熱中症などの対策
にも取り組む必要があるとの意見も出されました。
平野さんからは、ぜひいわき市で健康相談会をや
ろうという提案も出されました。

被ばく労働問題の課題が明らかになりました。
私たちはこれまで被ばく労働問題に関する省庁交
渉を行ってきました。今後も継続して国・東電の被
ばく労働対策をチェックしていかなければなりませ
ん。そのためにも、いわき市内の仮設住宅を中心
によろず相談会を行いながら、原発労働者とのつ
ながりを模索していきたいと思います。さらに除染・
復興作業における被ばく対策も注視してい
かなければなりません。

原発被ばく労働問題交流討論集会
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アスベストの擁護者
Bangkok Post, 2012.5.2

ロシアの指導的なアスベスト鉱山は、タイは教育

を受ける必要があると言う：悪いアスベストと、そ

れからクリソタイルがある

アスベストは、その繊維を吸入すると肺がんを引
き起こすことがあることから、約40か国ですでに禁
止されている。

結果的に、すべてのアンフィボル系アスベスト鉱
山はすでに閉山している。

クリソタイル・アスベストの採掘だけが残っている。
しかし、2種類のアスベストがあるということを知って
いる者はわずかである。また、一方の種類が操業
を続けるのを許されているのに、他方の鉱山が閉
山されたのはなぜかということを知っている者もわ
ずかである。

いくつかの国は、クリソタイルが有害であることを
示す明確な証拠なしに、すべての種類のアスベス
ト禁止を強いる準備をすすめている。

ロシア第2位のアスベスト鉱山Orenburg Mine-
ralsは、キャンペーンが公衆衛生にもたらすものは
ないと言う。経済上の戦争にすぎない、と同社は
主張する。

「すべての種類のアスベストを禁止する試みは、
たんに代替製品市場の利益のためである。クリ
ソタイルは、有害な化学物質を必要とせずにセメン
トと混ぜ合わせて強度を生み出すのに適したもっ
とも安い物質であり、クリソタイルの埋蔵はカナダ、
ブラジル、ロシアだけでみつかっていることから、こ
の市場にかかわろうと望むなら、クリソタイルを世
界から一掃することがもっとも簡単な道なのだ」と、
Orenburg Minerals取締役Andrey Golmは語
る。

アスベストは、主として建材、ディスクブレーキや
水道管に、製品の強度及び耐久性を高めるため
に用いられる。
「いくつかの国はすべての種類のアスベスを禁

止しているが、それらの国がいまなおディスクブレー
キや水道管にクリソタイル・セメントを使っているのは
どういういことだい？」とGolmは言う。

世界保健機関（WHO）及び国際労働機関（IL
O）は、この問題を調査して、クリソタイルは規制され
るべきで、禁止されるべきではないという立場をとっ
ている。EUは、WHOの調査に納得していない。

反クリソタイル・キャンペーンは、これまで比較的
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ぱっとしなかった。しかし、いったんはずみがつけ
ば、いったん人々が怖がるようになれば、事実に耳
を貸さなくなるだろうと、アスベスト支援者は言う。

タイは、アスベスト・セメント屋根材及び水道管の
重要なユーザーである。タイのディスクブレーキも
アスベストを使用している。

いくつかのタイの研究者や消費者保護団体は、
アスベストを禁止するようキャンペーンを行っている。

タイはOrenburgにとって第4位のクリソタイル市
場で、同社は毎年2億米ドルのアスベストを販売し
ていることから、同社はタイ市場を教育しようと努力
しているとOrenburgは言う。

タイの屋根材市場の40％をにぎり、タイにおける
Orenburgの最大の顧客である、Oranvanich社
の取締役Uran Kleosakulは、反アスベスト・グルー
プと闘うことを誓った。

Oranブランドの名前で製品を売っているこの屋
根材メーカーは、アンフィボルががんを引き起こすこ
とを知って、20年前にその使用を中止するのをしぶ
らなかったと言う。しかし、Uranは、クリソタイルは
それに置き換えるために使われている代替物質より
も安全だと信じている。

Uranは、パルプ紙からのセルロースは、シリカと
今後する必要があり、シリカは人にがんを引き起こ
す可能性がある。他の代替物質はポリビニルアル
コール（PVA）であるが、それは人体のなかで分解
されない。
「もし政府が、科学的情報を考慮することなしに、

最終的にこれらのグループに屈服したら、われわれ
はもちろん抵抗できない。それは、いくつかの機械
を変更しなければならず、安価な屋根材市場にお
けるリーダーシップを失うことを意味するだろうが、
いいかい、われわれは生き残ることができる。最大
の損失をこうむるのは、その健康により大きなリスク
をもたらす屋根材に、より多くの額を支払わなけれ
ばならなくなる、所得の低い人々である」とUranは
語り、勝者は代替品企業だろうと付け加えた。

WHOの一部である国際がん研究機関（IARC）
による調査は、アルコール、タバコ、塩漬け魚や、わ
れわれが日常生活ででくわす多くの物質を含む、多
くの有害物質を確認してきた。クリソタイルにふれ

たことは一度もない。
「クリソタイルを禁止するのは、塩漬け魚を禁止

するのと同じことだ」とOrenburgのGolmは語った。
Orenburgは、クリソタイルはなお採掘されるべき

であり、この種のアスベストを禁止しようとする試み
は逆効果を招くと語っている。
※http://www.bangkokpost.com/

business/economics/291386/asbestos-
apologists

不正確なアスベスト情報

この記事が「世界保健機関及び国際労働機関
は、この問題を調査して、クリソタイルは規制される
べきで、禁止されるべきではないという立場をとって
いる。EUはWHOの調査に納得していない」、また、
「WHOの一部である国際がん研究機関（IARC）
による調査は、アルコール、タバコ、塩漬け魚や、わ
れわれが日常生活ででくわす多くの物質を含む、多
くの有害物質を確認してきた。クリソタイルにふれ
たことは一度もない」と言っているのは、少なくとも
ふたつの点で誤解させる、不正確な情報でWHO
及びILOに言及している。

以下の事実をお知らせすることによって、間違い
を訂正したい。

第1に、WHOの勧告は、『すべての種類のアス
ベストの使用を中止する」ということである。これは
WHOのファクトシートNo.343のなかできわめてはっ
きりと述べられており、これは「WHOは、ILO及び
他の政府間組織や市民団体と協力して、アスベス
ト関連疾患の根絶に向けて諸国と取り組む」と述
べた節を含んでいる。

第2に、EUはアスベストのあらゆる使用及びアス
ベスト製品の抽出、製造及び加工を禁止している。
これには白石綿（クリソタイル・アスベスト）も含まれる。

第3に、IARCは、クリソタイル・アスベストを含めた
アスベストの重大な健康リスクに関する明確かつ
豊富な情報を提供している。

読者が、これらの証拠に基づいた結論及び事
実を考慮するよう提案したい。これらは、入手可能
な証拠を集めた世界中の最良の専門家による集

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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団的なレビューに基づいたものであり、また、産業
界の利益ではなく証拠に基づいて判断する機関に
よって発行されたものである。

この記事は、事実に基づく情報を犠牲にし、
WHO/IARC、ILOを誤って伝えて、産業が自らの
利益を促進する機会として現われたものである。

2012.5.8
チュラロンコン大学健康消費者保護プログラム

Dr Vithaya Kulsomboon
※http://www.bangkokpost.com/opinion/

opinion/292272/asbestos-story-inaccurate
最初のアジア・アスベスト会議がタイ・バンコクで

開催される直前、2006年5月14日にタイのネーション
紙に「アスベストはがんを引き起こす可能性はある
が『それは安い』とKamol Sukin」という記事が
掲載され、当時ILOバンコク事務所の川上剛氏と
マヒドン大学公衆衛生学部長のDr Chalermchai 
Chaikittipornが連名で同紙に手紙を書いたことを
思い出した。これらは、以下で見ることができる：
http://www.thaiwebsites.com/asbestos.asp

タイのアスベスト嘘つき
International Ban Asbestos Secretariat, 2012.5.1

世界のアスベスト問題の経験豊かな観察者に
とって、タイのアスベスト既得権者たちが嘘つきであ
ると知れても驚くことではない。世界中のアスベス
ト・ビジネスが、政府、消費者、労働者、一般の人々
に対して語られる嘘、嘘に基づいている。しかし、
タイのロビーストたちがとった手段は、比類のないも
のだった。他の既得権者だったら真実を自らの都
合のよいようにねじ曲げたであろうところを、タイの
産業関係者は徹底的にしらじらしい嘘でかためた。
この産業の欺瞞が暴かれるにつれて、国レベルで
のアスベスト禁止に対する支持は発展してきた。
2012年2月のタイ・アスベスト禁止ネットワークの形成
は、同国におけるアスベスト論議における産業界の
優位に終止符を打った。

近年、アスベスト関係者は、すべての種類のアス
ベストの危険性に関する、国際労働機関（ILO）や
世界保健期間（WHO）などの国際機関の率直な
声明の増加に悩まされてきた。産業の心臓部に殺
人者と分類される物質をもつことは、よいピーアール
にはならない。ILOやWHOが禁止指示の立場を
とってきたのに、産業界のロビーストたちは、これら
の労働・公衆衛生の要塞が『クリソタイル・アスベス
トの安全使用』を支持していると主張し続けてきた。
タイでは、この嘘を次のレベルに引き上げた。アス

ベスト・セメント屋根材を製造しているOranit社が
作成したTシャツの前面は、Oranitのロゴと「つまよ
うじはアスベストよりも危険」のスローガン（タイ語）
である（次頁左写真）。

Tシャツの裏面は次のように言っている（右写真）。
『クリソタイルだけが身体のなかで消化され、蓄

積しない。世界の人口の85％がいまなおそれを必
要としている。WHOは、それが代替品よりも安全だ
と証明している。アメリカは、つまようじの方が危険
だと認めている。GOODそれともCHEAP」

このTシャツは、もっとも最近のデータによれば毎
年8万トン近く使用している国において、社会パー
トナーたちと一緒にアスベストの危険性について
の注意喚起に取り組んできた、バンコクのWHOス
タッフにとって問題であった。一般的にWHOは、
既得権者によってなされた誤解させる声明や歪
曲に応答しないのだが、ワーカーズ・メモリアルデー

（IWMD）の2012年4月28日に、WHOタイがその
メッセージのなかに、アスベストの危険性に関する
声明を含めたことは偶然の一致ではない。
「［世界で］職業がんの3件に1件はアスベストに

よるものと推測されている。毎年約107,000の人々
が、労働におけるアスベストへの曝露の結果として、
アスベスト関連がん、中皮腫、石綿肺（肺線維症）
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によって亡くなっている。すべての種類のアスベス
ト及びアスベスト含有製品は、非飛散性または「高
密度」のクリソタイル・アスベストを含めて、WHOに
よって人の健康に対して有害であるとみなされてい
る。アスベスト製品は、地域社会、及びとりわけ改
築、保守や解体作業を行う労働者の健康を害し、
リスクを高める可能性をもっている…

国際労働機関、政府間組織や市民団体協力し
て、WHOはアスベスト関連疾患の根絶に向けて
積極的に取り組んでいる。アスベスト関連疾患を
根絶するためのもっとも有効な方法は、すべての種
類のアスベストの使用を中止することである」。

IWMDを記念してWHOがyoutubeにアップロー
ドしたビデオは、「すべての種類のクリソタイルを含
めた、すべての種類のアスベストは、人の健康に有
害…すべての種類のアスベストの根絶が、すべて
の種類のアスベスト関連疾患を根絶するだろう」と
言って、この見解を繰り返している。

タイのアスベスト既得権者にとってもっと悪い
ニュースがある。アスベスト禁止法令の実施に向
けた進展に関する行き詰まりにもかかわらず、兆候
はことごとく、今年末までに禁止の執行を求める法
的文書が採用されるだろうことを示している。先
月、労働組合連合が「労働者の安全のためのアス
ベスト禁止の要求」を発表し、近く首都で開催され
る「ノー・アスベスト方針によるタイ労働者の安全」
と題した会議は、タイで最終的にアスベストが禁止
されるようにする今後のイニシアティブについて、行
政、大学、労働組合運動、医学界の専門家らが参
加者に知らせ、協力し合う機会を提供するだろう。
※http://www.ibasecretariat.org/lka-

thailands-asbestos-liars.php
	 最後の会議は、タイ労働関連疾患被害者ネット
ワーク（WEPT）の主催で5月10日に開催され、
250人の参加があったと伝えられている。

アスベスト禁止をめぐる世界の動き

石綿が安全というメーカーの主張は誤りとWHO
Bangkok Post, 2012.5.28

いくつかの事業者は、クリソタイルすなわち白石
綿は安全だと主張して、すべての種類のアスベスト
が危険であるというひろく知られた事実を拒否して
いると、世界保健機関（WHO）は言う。

WHOのタイ担当代表Dr. Maureen E Bir-

minghamは、クリソタイル使用は安全だと擁護し、
ましてやその主張の根拠がWHOにあるかのように
偽ったTシャツを見たと語った。

そのTシャツは、クリソタイルをその製品に使って
いるいくつかの建材製造メーカーによって配られて
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いる。
Tシャツには、WHOが安全を保証していると描

かれている。
「彼らは、WHOの名前を誤解を招くかたちで

使っている」とDr. Birminghamは言う。
いかなる種類のアスベストにも、安全な曝露レベ

ルは知られていない。
Dr. Birminghamは、アスベスト繊維の飛散を予

防するのは困難であり、低レベルの曝露であっても
がんを引き起こすと話す。

このことが、WHOや国際労働機関（ILO）に、す
べてのアスベストの使用を世界中でやめるよう勧告
している根拠となっている。

アスベストは、一般に建築材料やセメン、屋根
材、水道管、防火用毛布などに使用される鉱物繊
維である。自動車のブレーキやクラッチにも使われ
ている。

Dr. Birminghamは、毎年世界中で約107,000
の人々がアスベスト関連疾患によって死亡している
と言う。アスベスト繊維を吸入すると肺がんや、胸
郭や腹腔の内膜のがんである中皮腫を引き起こす
可能性がある。
また、アスベスト曝露が喉頭がんや卵巣がんも引

き起こすという信頼すべき証拠もある。
彼女は、アスベストは、水や振動、穿穴、切断、

融合等によって劣化しはじめると、繊維が大気中に
飛散して、吸入することによって肺に侵入する。そ
の結果として起こるがんは、通常曝露から20-30年
後にならないと現われてこない。
「それはアジアの時限爆弾のようなものだ。いま

こそ行動を起こす必要がある」と、Dr. Birming-
hamは言う。
（保健省）疾病管理局のDr. Nopporn Chuenk-

lin副局長は、約50か国がすでにアスベスト使用を
禁止して、安全な代替品に転換しているにもかか
わらず、タイはいまなおインド、中国に次ぐアジアで
第3位のアスベスト輸入国であると語る。

チュラロンコン大学薬学部社会薬学部の
Vithaya Kulsomboon準教授は、タイでは3社－
Siam Cement Group、Mahaphant、Bendix－だ
けが、昨年前政権がアスベストをクラス4有害物質

に指定した後に、その製品へのアスベストの使用を
やめたと語った。

その後、民主党主導政府は、2011年4月からの
アスベストの製造、輸入及び輸出の禁止を追求し
たが、製品のための可能な代替品を検討する間、
その実行を遅らせるよう産業省が求めた。
※http://www.bangkokpost.com/news/

local/295322/asbestos-makers-falsely-
claim-material-safe-who-says

	 WHOは5月24日にバンコクのGrand China 
Princess Hotelで記者会見を行い、「アスベスト
に関するWHOのポジション」を発表した。

※http://whothailand.healthrepository.org/
bitstream/123456789/1486/1/WHO%20
position%20on%20Asbestos_Eng.pdf

	 バンコク・ポストは5月28～30日の3日間ウエブサイ
ト上で、「世界中ですべての種類のアスベストの
使用をやめるべきであるという世界保健機関と
国際労働機関の勧告を支持するか？」というアン
ケートを実施。13,704の投票があり、92.3％
が支持するという結果であった。

	 4月号で紹介したように、アスベスト禁止キャン
ペーンのリーダーであるVithaya Kulsomboon
に対してアスベスト業界は陰険な攻撃を加えて
いる。これはタイに限ったことではなく、例えばブラ
ジルやインドでも繰り返されてきた。

	 このような状況に対して、世界の科学者が署名
して、「アスベスト産業による科学者への脅しを
やめさせるための行動の国際的呼びかけ」が発
せられた。

※http://www.rightoncanada.ca/?p=1430
	 これには日本からも、礒野弥生（東京経済大）、

井内康輝（広島大）、車谷典男（奈良医大）、高
橋謙（産業医大）、堀畑まなみ（桜美林大）、松
田毅（神戸大）、宮本憲一（立命館大）、村山武
彦（東京工大）、毛利一平（三重大）各氏が賛同
していただいた。

	 呼びかけは、タイ首相他にも届けられている。
※http://www.rightoncanada.

ca/?p=1439
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港湾における石綿被災者救
済制度について労使が合意しま
した。港湾の労働組合の連合
体である全国港湾（全国港湾労
働組合連合会）と業界団体であ
る日港協（日本港運協会）との今
春闘の産業別団体交渉で確立
したものです。

全国港湾は、2008年から港
湾における石綿問題について
日港協と交渉をおこない、港湾
石綿基金制度を確立してきまし
た。一方で、石綿健康被害者
への補償については、企業の労
災上積補償に企業補償損害保
険が石綿健康被害者に適用さ
れないため、金融庁や日本損害
保険協会に適用を求めてきまし
た。企業補償損害保険制度が
適用されないと石綿健康被害者
に補償する場合に、企業は一時
に多額の支出をしなければなら
ないことになり、中小企業では経
営に大きく影響しかねないことに
なるからです。しかし、石綿健
康被害補償に損害保険を活用
する動きはありませんでした。そ
のため、港湾運送事業者が積
み立てた港湾石綿基金を活用
した独自の補償制度をつくること
について2010年春闘で合意し、
制度の具体化について2年間か
けて交渉をして、今回、合意に

達しました。
全国港湾は産業別の労災企

業上積協定の締結を求めました
が、日港協は業界内部の企業支
援制度を主張し、交渉が難航し
ました。結果としては、日港協の
主張に基づく制度になりました。

合意した港湾の石綿被災者
救済制度は、日港協会員事業
者が石綿健康被害者に対して
金銭的支出をした場合に、日港
協がその一部を日港協会員事
業者に補助する制度です。制
度の運営主体は日港協であり、
日港協会員事業者の安定的・継
続的な事業活動を支援すること
が目的です。日港協会員事業
者から石綿健康被害者に支払
われる金員の性格は、無過失責
任による労災保険法の労災補
償制度であるとか、過失責任に
よる民法の損害賠償制度である
とか規定するものではなく、責任
の有無を問わずに、当事者間の
話し合い（示談）により支払われ
るものです。

対象者は、日港協会員企業の
港湾運送事業において石綿ばく
露作業に従事したことに起因し
て労災認定（石綿救済法の認
定を含む）を受けた者です。石
綿ばく露作業とは、直接ばく露、
間接ばく露を問いません。また、

石綿健康被害者の職種、雇用
形態を問いません。石綿健康
被害者が亡くなられた場合、遺
族に請求権があります。

石綿健康被害者またはその
遺族（以下「石綿健康被害者等」
という）には損害賠償を事業者
に請求する権利があります。で
すから当事者は、石綿健康被
害者等と港湾運送事業者です。
この制度は、当事者間の自主的
かつ円満な話し合いによる金銭
的解決を目指すものです。日港
協の会員であれば日港協の補
助を利用できるのです。請求手
続きは、石綿健康被害者等が事
業者に請求することから、話し
合いが始まります。請求金額を
いくらにするかが問題になります
が、この制度は、裁判を起こさな
くて済むように、自主的かつ円満
に解決をできるよう目指すもので
すから、裁判所の判断相場（慰
謝料相当）を想定しています。

石綿健康被害者等にとって
は、事業者が日港協からの補助
を受けるか受けないかは関係な
いことでしょうが、補助を受けるこ
とによって事業者負担が軽減す
る訳ですから、補助が受けられ
るよう協力することは必要でしょ
う。日港協は、「会員と請求者
が正当な第三者の下に合意し

港湾における石綿被災者救済制度について
寄稿●伊藤彰信（全港湾委員長）

各地の便り
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各地の便り

た金額の一部について、会員に
補助する」としています。全国
港湾は円滑かつ友好的な話し
合いを促進するために、必要に
応じて第三者の立場で協力する
ようにします。

金額で折り合いがつかなけれ
ば紛争になってしまいます。ある
いは、日港協会員事業者が「港
湾運送事業部門での就業によ
り、石綿にばく露した者である」
と認めなければ紛争になってし
まいます。話し合いが合意に至
らなければ、紛争処理機関によ
る調停を申し立てること、裁判所
に提訴することができます。具
体的には、労働局の紛争調整
委員会、地方労働委員会、裁判
所（訴訟、調停、労働審判）など
が考えられます。

石綿健康被害者等に支払わ
れる金員は、示談金の性格を持
ちますから、合意した場合はそ
れ以上の請求を放棄することに
なります。

制度は6月から発足しますか
ら、全国港湾は、「港湾石綿被
災対策相談室」を中央と各単
組、6大港の地区港湾に設置を
し、石綿健康被害者ならびにそ
の遺族の方々の相談を受ける
体制をつくっています。具体的
事例がある場合やこの制度につ
いて質問がある場合は、ご連絡
ください。

港湾における石綿ばく露作業
による労災認定者数を特定する
ことは極めて困難な作業です。
石綿肺については、石綿肺の労
災認定者数は統計上「じん肺」
に含まれていますからわかりませ

ん。石綿救済法で救済された石
綿肺による死亡者の件数はわか
ります。厚生労働省が発表した
平成22年度までの石綿ばく露作
業による労災認定等件数（石綿
救済法を含む）を分析するとつぎ
のようになりました。厚生労働省
の業種別統計で「港湾貨物取
扱事業」と「港湾荷役業」の合
計は99件、それに倉庫内作業、
検数・検定作業であろう作業者
の件数を加えると合計136件、日
港協会員事業者からみると127件

（ただし、港湾運送事業部門で

あるか特定できないものもある）
です。

石綿健康被害者の救済は国
がすべきものです。港湾におい
ては産業別の救済制度をつくり
ましたが、本来的には石綿の使
用を認めてきた国が、職業ばく
露、環境ばく露を問わず石綿健
康被害者への医療と補償をす
べきです。今後も、国の責任を
追及するとともに、石綿健康被
害者に役立つ制度づくりの努力
をしていきます。
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ハツリ作業に長年従事し、じ
ん肺に罹患していた男性のNE
さんは、自己免疫疾患である
ANCA関連血管炎の一種であ
る顕微鏡的多発血管炎を発症
し、腎炎から腎不全となり死亡し
た。その途上では脳出血にも襲
われた。

死亡原因は「結節性多発動
脈炎」とされたが、「粉じん曝露と
この病気は関係があると思う」と
いう主治医の示唆によって、遺
族は大阪・天満労基署に対して
労災請求したものの不支給決
定処分を受け、その後の審査請
求、労働保険審査会に対する
再審査請求においても棄却裁
決となったために、昨年11月25
日、不支給決定処分の取り消し
を求めて大阪地裁に提訴した。

現在法廷では本格審理に向
け弁論準備手続が進められて
いる。弁護団はじん肺、アスベス
ト被害に精通する位田浩、波多
野進両弁護士があたっている。

ハツリ30年以上

NEさんは1930年、沖縄県の
粟国島に生まれた。

1948年頃から54年頃まで沖
縄でハツリ作業・解体作業に従
事したあと、大阪市内のハツリ業
者に雇用されて75年頃までハツ

リ工として就労した。その後はS
組として独立。少なくとも、労働
者としてのハツリ職歴は28年に
及ぶ。

体調を崩しだしたのは1999年
春頃。

咳や胸痛があったので近くの
開業医を受診すると、じん肺と
言われた。紹介状をもって、北
野病院に6月から10月まで入院し
た。北野病院ではじん肺、右胸
水を確認し、胸膜炎を疑ったが、
腎機能が悪化したことによって腎
生検を行い、これによってじん肺
のほかに急性進行性糸球体腎炎

（RPGN）との診断を得て、以後
外来診療に通うようになった。

2003年2月に脳出血を引き起
こしたため、同病院に緊急入院
し保存的加療を受け、同年5月
にリハビリと透析治療を目的に加
納病院に転医し、同病院にて入
院治療を受けていた。

そして、残念ながら2004年4月
22日に亡くなった。

死亡診断名は「結節性多発
動脈炎」だった。

ANCA関連血管炎

NEさんの死亡診断書上の疾
患名は「結節性多発動脈炎」だ
ったが、正確には、P-ANCA関連
血管炎（顕微鏡的多発血管炎）

だった。これにより腎炎、腎不全
を起こしたことによる死亡だった。

そのあたりを訴状では、次のよ
うに解説している。

2	 NEのじん肺及び 「結節性多

発動脈炎」の罹患

（1）	じん肺

ア	 じん肺

じん肺とは、粉じんを吸入する
ことによって肺に生じた線維増
殖性変化を主体とする疾病であ
る（じん肺法2条1項1号）。

じん肺には、シリカ＝遊離珪酸
粉じんを原因とするけい肺のほ
か、石綿粉じんを原因とする石
綿肺などがある。けい肺の場合
は、肺内の間質変化が進行して
強い線維化が進むと、胸部レント
ゲン写真上に粒状影が認められ
るのが特徴である。これに対し、
石綿肺の場合は、線状影を主体
とする不整型陰影が認められる
のが特徴である。

なお、石綿粉じんに曝露した
場合の特異的な病変として、胸
膜肥厚斑（胸膜プラーク）が認め
られることがある。胸膜肥厚斑
（胸膜プラーク）は石綿曝露の
指標とされている。
イ	 NEのじん肺罹患

NEの胸部レントゲン写真によ
れば、上肺野を主体に2㎜径の

じん肺に合併した顕微鏡的多発血管炎
大阪●労災不支給処分取り消しを求め提訴

各地の便り
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粒状影が中等度の密度で存在
し、右肺上葉には小型の塊状
巣が認められていることから、
NEのじん肺は典型的なけい肺
である。

また、NEの両肺の横隔膜面
の胸膜には典型的な胸膜肥厚斑

（胸膜プラーク）が認められ、とく
に右横隔膜面は広範囲に石灰
化している。上記アのとおり、胸
膜肥厚斑は石綿曝露を原因と
する病変であり、NEが石綿粉じ
ん曝露を受けてきたことを示すも
のである。
（2）	 ANCA関連血管炎及び腎不

全

ア	 「結節性多発動脈炎」 とAN

	 CA関連血管炎

1985年に抗好中球細胞質抗
体（ANCA）が発見されて研究
が進み、結節性多発動脈炎と
ANCA関連血管炎とが区別さ
れるようになった。

結節性多発動脈炎（PAN）と
は、動脈のうち中型血管を主体
として血管壁に炎症を生じる疾
患であり、抗好中球細胞質抗体

（ANCA）が血清中に検出され
ない。

これに対し、それまで結節性
多発動脈炎（PAN）と診断され
ていた症例のうち、小血管（毛
細血管、細小動脈・静脈）を主
体とした壊死性血管炎が別の
疾患群として区別され、免疫複
合体沈着がみられないことと抗
好中球細胞質抗体（ANCA）
の陽性率が高いことを特徴とし
ていることから、ANCA関連血
管炎症候群と定義された。この
うち、肉芽腫性病変の認められ

ないものを顕微鏡的多発血管炎
（MPA）と定義し、Wegener肉
芽腫症やChurg-Strauss症候群

（アレルギー性肉芽腫性血管炎）
と区別された。

なお、抗好中球細胞質抗体
（ANCA）の測定には2種類の
方法があり、間接蛍光抗体法
の染色パターンから核周囲型

（P-ANCA）と細胞質型（C-AN
CA）に、ELISA法による抗原特
異性からMPO-ANCAとPR3-
ANCAに分類される。顕微鏡的
多発血管炎では、P-ANCAの
感度は58％、特異度は81％であ
り、MPO-ANCAの感度は58％、
特異度は91％である。
イ	 NEの場合

NEが2003年5月に転医した
際の北野病院作成の同月1日付
「診療依頼及び情報提供書」
によれば、NEの病名として「♯1．
慢性腎不全（P-ANCA関連血
管炎）、♯2．脳出血後（左片マ
ヒ、リハビリ中）、♯3．じん肺」が
あげられている。

そのうち慢性腎不全（CRF）
については「平成11年頃から
ANCA関連腎炎による腎不全
で外来管理していました」と指
摘されている。

上記アのとおり、結節性多発
動脈炎（PAN）は抗好中球細胞
質抗体（ANCA）が陽性である
ANCA関連血管炎とは区別さ
れていることからすると、NEの
死亡原因とされている「結節性
多発動脈炎」は、P-ANCA関連
血管炎（腎炎）であり、それによ
る腎不全だったのである。
3	 粉じん曝露とP-ANCA関連血

管炎との因果関係の存在

抗好中球細胞質抗体（ANC
A）が発見される以前から、粉じ
ん作業者やじん肺罹患者に多
発性動脈炎などがみられること
を指摘する報告がなされてい
た。

抗好中球細胞質抗体（ANC
A）が発見されると、珪肺症と
ANCA関連血管炎の例が報
告されるようになり、シリカ（遊離
珪酸）曝露とANCA関連血管
炎との関連性が指摘されるよう
になった。その後も、珪肺症患
者や粉じん作業者に発症した
ANCA関連疾患の症例が多数
報告されてきた。
また、シリカや石綿曝露作業

者とそうでない者とを対照した
研究では、曝露を受けた者に
有意にANCA陽性率が高いこ
と、粉じん曝露作業者はじん肺
所見がなくてもANCA陽性者
が見られ、珪肺所見の重症度と
ANCA陽性率に量-反応関係が
あることから、シリカや石綿粉じ
んがANCA関連血管炎と関連
する重要な因子であることが判
明した。

珪酸ないし石綿粉じん曝露
は、ANCA関連血管炎の重要
な原因のひとつとなっているので
ある。
4		 結論

以上からすれば、NEの罹患し
たじん肺のみならず、P-ANCA
関連血管炎（腎炎）及びこれに
よる腎不全についても、長年に
わたってNEが従事していた業
務における粉じん曝露によるもの
である。
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したがって、NEのじん肺並び
にP-ANCA関連血管炎（腎炎）
及びこれによる腎不全の発症
は、NEが従事していた業務に
内在していた危険が現実化した
ものであり、業務起因性が認め
られるものである。

ところが、天満労働基準監督
署長は、NEのじん肺及び「結節
性多発動脈炎」の発症を業務
上の事由によるものとは認められ
ないとして、本件処分をなした。

本件処分が誤った違法なもの
であることは明らかであり、直ち
に取り消されるべきである。

つまり、NEさんが罹患し死亡
した疾患は「結節性多発動脈
炎」というよりも、ANCA関連血
管炎のひとつであるP-ANCA関
連血管炎（顕微鏡的多発血管
炎：MPA）であって、ANCA関
連血管炎はシリカ曝露と関連が
あることがすでに明らかになって
いるということだ。

MPAでは小血管（毛細血管、
細小動脈・静脈）が傷害される。
人体で小血管が密集している
代表的な臓器に腎臓、肺、脳が
あるが、NEさんがやられた部分
と一致する。

この耳慣れない病気、ANCA
関連血管炎は、訴状に述べられ
ているように、粉じん曝露、とりわ
け、シリカ曝露（シリカは、じん肺
の中で主なタイプである硅肺の
原因物質。ケイ酸粉じん。）と関
連があるとみられている。粉じ
ん曝露が人体の免疫疾患を引
き起こすということは古くから指
摘されている。

例えば、炭坑夫じん肺に合併
する関節リュウマチはCaplan症
候群と呼ばれて、体内に取り込
まれた石炭粉じんの免疫生物
学的な活性が関節リュウマチの
発病に関与すると考えられてい
る。1950年代前半のCaplanの
報告は粉じん曝露、じん肺と免
疫疾患の問題の嚆矢とされる。

問題のANCA関連血管炎と
シリカ曝露との関連は、専門家
の間では知られた知見であるに
もかかわらず、じん肺法の法定
合併症ではないばかりか、厚労
省は検討すら行っていない。患
者にとって条件はきわめて不利
だ。

そのようななか当センターとし
ては、NEさんの件を業務上疾
病として認定させるべく取り組ん
できたが、やはり再審査請求ま
でにはこれを果たすことができな
かった。

正直言ってこの不支給決定
を覆すのは容易ではない。

にもかかわらず、遺族と協議
の上提訴に至ったのはそれなり
の理由があった。

ハツリ労働者、親方として

NEさんは死亡するかなり前か
らハツリ業の親方としてハツリ労
働者を率いていたが、自身も長
年、労働者としてハツリ作業に従
事した。ハツリ作業は猛烈な粉
じん曝露を受ける非常に過酷な
作業だ。

吸入する粉じんの種類はコン
クリート、岩石、アスファルトなど
を破砕し削る作業であるため、シ
リカ粉じんを多く含んでいる。ま

たハツリ業は解体工事も多く、石
綿粉じんにもさらされることもしば
しばだ。

当センターが取り組んでいる
ハツリじん肺損賠賠償裁判の原
告はいずれも比較的若年で管
理3以上の重症のじん肺に至っ
ている。レントゲン写真上で粒
状影主体の典型的な硅肺から
石綿粉じんの影響とみられる不
整形陰影をともなう画像所見ま
でバリエーションがみられるの
は、そうしたハツリ業の特徴によ
るものだ。

当センターにハツリじん肺患者
の相談が入るようになったのは
1998年10月実施のホットライン頃
にさかのぼる。患者同士の口コ
ミで相談者は徐 に々増えた。

初期の相談者の中に、ある2
名の重症者KTさん、CSさんが
いた。ハツリ作業で使用するブ
レーカーなどの振動工具はもの
すごい騒音を発するためにじん
肺に加えて振動病、難聴を併発
しているケースはめずらしくなく、
この2名の難聴は補聴器が必要
な段階に達していた。

この2名の親方がN組のNEさ
んだった。

当時、当センターではNEさん
に会い、KTさんらのじん肺管理
区分申請や労災請求に協力を
求め、NEさんはこれにきちんと応
じてくれた。このとき、NEさん自
身のことも相談にのりますと申し
出たことがあるが、NEさんは親
方という下請事業主という立場
からと思うが、これに応じられな
かった。

それから何年かして、NEさん
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と同郷（沖縄県・粟国島）のSSさ
んというS組の親方から、NEさん
がじん肺で入院する状況だから
相談にのってくれないか、という
連絡があった。
ところが家族にお話を聞くと、

病気の本体はじん肺というよりも
別の病気だということだった。し
かし、家族のお話では入院先
だった北野病院の呼吸器科の
主治医からは、この病気はじん
肺と関係がある、といったことを
聞いているとのことだったので、
筆者は家族といっしょに主治医
に直接話を聞きにいった。

そのときの主治医の説明は、
NEさんは？？血管炎（この時点で
は疾患に関する知識がなく疾患
名についてなんと言われたかの
記憶が定かでない）という免疫
疾患で、自分たちの経験では阪
神淡路大震災のあとこの疾患
が増えた、また、粉じんとの関係
を報告した論文もいくつかある、
そういうことで自分としては仕事
と関係はあるのではないかと思
う、といったことではなかったかと
思う。

一方で、NEさんには画像所
見上、ハツリ職歴と整合性のある
じん肺所見が明らかだった。

筆者としては、業務上認定は
非常にむずかしい、見通しは暗
い、というのが率直なところで判
断がつきかねていた。

そのとき労災請求を強く家族
に勧め、筆者に求めたのが同郷
で世話好きのSSさんだった。

もともと北野病院に入院した
のはじん肺に加えて右肺に胸水
がたまっていることがかかりつけ

の医院で確認されたのがきっか
けだった。SSさんは自分のところ
のハツリ労働者の労災申請だけ
ではなく、同郷の粟国島出身者
を含む多くのハツリじん肺患者を
助けてきた経験があった。NEさ
んの病気は、じん肺のある胸か
らはじまっていた。医学的妥当
性はともかく、NEさんの病気が
仕事でなったじん肺から来ている
とSSさんが確信したのは当然の
ことだった。そして、結局それは
正しかった。

関連なしとはしないが…

NEさんの死後、ご家族は未支
給の休業補償給付と遺族補償
給付を天満労基署に請求した。

天満労基署はこれに対して、
「『じん肺症』の程度が業務上
疾病とは認められないこと、また、

『結節性多発動脈炎』の発症と
業務との間に相当因果関係が
認められません」として、2008年
6月12日付で不支給決定処分を
行った。

そのためご遺族は、大阪労災
保険審査官に対して審査請求
を行ったが、2010年8月31日付で
棄却され、さらに再審査請求す
るも、2011年5月27日付けで棄却
された。

安全センターは審査請求段
階で代理人となり、じん肺やアス
ベスト疾患の専門家で有り、じ
ん肺と免疫疾患との関係に早く
から主張している海老原勇医師

（東京・しばぞの診療所）の意
見書など多くの証拠資料を提出
し、原処分は取り消されるべきで
あると主張した。

これに対して、原処分段階で
否定的な鑑定的意見を述べた
局医小倉剛医師が、審査請求
の段階であらためて詳細な意見
書を提出して、結論部分では次
のように述べた。
「SE氏の主傷病名は、じん肺

症、顕微鏡的多発血管炎（MP
A）が適切と思われる。本例は、
その業務上外の判断を地方労
災医員に委ねるのは適切では
なく、先ず、労働基準法施行規
則第35条専門検討会の検討に
委ねるのが適切であると思量す
る。」

つまり、自分は判断の任に当
たるのは適切ではない、との意
見であった。筆者はこのような
局医意見を見たことがない。
ところが労災審査官は小倉医

師の「進言」を真剣に受け止め
ることなく、新たに「鑑定意見」を
採用して審査請求を棄却した。

鑑定を求められた川井眞一
医師（東邦大学医療センター大
森病院膠原病科教授）は、結論
で次のように述べた。
「以上をまとめると、顕微鏡的

多発血管炎の病因は依然とし
て不明であるが、その病態形成
には自己抗体であるANCAが
関連しており、さらにANCAの出
現や疾患の発症に関連した複
数の誘因が示唆されている。粉
じんまたはじん肺症は誘因の一
つとして報告があるものの、大多
数の顕微鏡的多発血管炎患者
の発症を説明する主たる誘因と
は考えられていない。もちろん、
粉じん曝露の関与を示唆した研
究結果は重視すべきであり、将
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日系労働者の臭覚障害認定
群馬●シンナーが原因、障害12級

2012年2月8日、太田労働基準
監督署の労災課担当者は電話
で日系労働者S氏の労災認定を
伝えてきた。後遺症障害第12級
だ。この労災はユニオンとして
は経験のない嗅覚障害である。
過去には騒音性難聴の日系ブラ
ジル女性の労災認定を一度は
太田労基署から業務外認定とな
り、その後審査請求の段階で認
定を勝ち取った経験はある。

S氏は1991年に日本に来た。
ご両親は日本人だから当然日本
人だがブラジルで生まれたことか
ら日系ブラジル人となっている。
私に相談が届いたのはある弁護
士さんからだ。どうやらすでに嗅
覚障害等の損害賠償請求訴訟
を行っているが、裁判官から「労

災認定を取ったら」と言われ、当
方に要請がきた次第である。通
常は労災認定を取ってから相手
方に対して損害賠償請求を行う
のが一般的だが、そうでないこと
もあることが分かった。

2010年12月には太田労基署
に嗅覚障害等で労災申請を行っ
た。その後S氏の職歴の作成な
どを共に行った。当初は岐阜県
で3年間ほど働き、その後は静岡
県や愛知県名古屋市等で勤務
が続いた。そして2001年から約
4年間を群馬県太田市のS電器
で冷蔵庫やエアコン製造の業務
を行った。そして2005年6月から
W製作所という産業用運搬車両
部品を作る会社の製造販売に
従事した。

来はANCA血管炎の一部が新
たに粉じん関連疾患として分類
される可能性は否定できない。
その視点から今回の個別被災
者について考えると、死因となっ
た顕微鏡的多発血管炎と被災
者の粉じん曝露作業にはそれな
りの因果関係を有する可能性
は否定できないが、それらの因
果関係を確定することは現在の
医学情報からは困難と判断され
る。」
「主たる」「誘因」「それなり

の因果関係」などと一見もっとも
らしい字句が使われているが、
川井意見書は「鑑定」になって
いない。

粉じん曝露またはじん肺症
と顕微鏡的多発血管炎ないし
ANCA関連血管炎とに因果関
係があるかどうかは、粉じん曝
露又はじん肺症のない集団とそ
うでない集団を比較したとき同
血管炎の発症率が何倍かによる

（労災補償制度では2倍以上と
いうのが、厚労省サイドの考え）。
「粉じん曝露又はじん肺症で顕
微鏡的多発血管炎を発症した
患者の半分以上が粉じん曝露
又はじん肺症を原因としている
と評価できる」かどうかがポイント
だが、そうした検討が川井意見
書では一切行われていない。

疫学証拠を検討し、これに基
づいて個別因果関係を判断す
るべきであったが、川井意見書
はそうした内容にはなっていな
いのだ。

新たなMPA患者

さらに再審査請求に対して労

働保険審査会は、ここでふれる
べくもない低次元の論旨で棄却
と判断した。

ここに至って残された道は、
原処分取り消しを求める行政訴
訟となった。

ご遺族はここまでの結果に納
得できないのは当然であったが、
訴訟に踏み切ることへのためら
いは大きかった。

一方、それまでの間、安全セン
ターで支援してきたハツリじん肺
患者のうち新たに2名がMPAを
発症していることが確認された。

2名とも療養の先行きに大きな不
安を抱えている。

安全センターとしてはNEさん
の問題は単独の問題ではないこ
とを痛感し、NEさんご遺族に対
して最大限の支援を行うことを
伝え、協議のうえ最終的に提訴
という結論となり、今日に至った。

今後、大きな困難が予想され
る訴訟ですが、皆さんの絶大な
るご支援を切に訴える次第で
す。

（関西労働者安全センター）
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わかりやすくいうと、電柱など
で使用する高所作業車の部品
製造である。業務は塗装という
ことだったが、実際には有機溶
剤で部品を洗浄するというもの
であった。ワイヤブラシ及びタオ
ル等を使い「脱脂シーリング」と
言われるシンナーを用いて洗浄
する業務に、2008年1月28日付け
で解雇されるまで従事してきた。
強力な臭いのするシンナーが大
量に入った中で部品洗浄を行う
が、その際にマスク等は一切支
給されないという異常な労働環
境の中で働かされてきたのだ。

S氏は終業後3か月ほどしてか
ら頭痛と胸痛及び吐血を訴える
こととなった。これに対して会社
は「マスクを出すから」と言った
がその後マスクの提供はなかっ
た。S氏は市販のマスクを自分
で購入し装着しながらシンナー
洗浄作業を継続した。半年間
が経過すると、今度は鼻の調子
が著しく悪くなったことが明らか
となった。そして1年後にはほと
んど食事をしても臭いを感じない
症状が発生した。近隣の館林
厚生病院に通院したところ、医
師からは「嗅覚障害は改善が
大変困難である」旨言われたの
である。

今年に入り群馬大学医学部
耳鼻科で計3回にわたる嗅覚障
害検査が行われた。嗅覚障害
の検査では定評があるとのこと
だ。3回のうち2回同行した。検
査そのものは単純で綿棒に段階
別のかなり強烈な臭いがついた
綿棒を計15本ほど順番に臭いを
かいでもらうのだ。隣に座ってい

る私は「たまらない臭い」を何回
となく嗅ぐこととなったが、当該の
S氏にはまったく臭いがしないとい
う。少 ビ々ックリだ。

ドクターと話をしたところ、「脳
機能の一部である嗅覚神経が
破壊されたと思う」というものだ。
そしてシンナーが原因のひとつと
思われるが、脳のMRIも取るこ
ととなった。その後の診断では
MRIにはまったく異常がないの
で、ほぼ嗅覚障害の原因はシン

ナーと言わざるを得ないとの見解
を得ることとなった。 群馬県大
泉町から前橋市の群馬医大ま
で往復100キロ近い道のりを往
復するのも結構大変だ。

S氏の裁判が一挙に進行する
ことは明らかだ。差別と不法行
為を行った経営者にはきちんとし
た謝罪と補償が必要なこ
とは言うまでもない。

（全国一般埼京ユニオン

嘉山將夫）

石綿裁判、ホンダが和解
岐阜●子会社自動車修理工場の中皮腫

ホンダの子会社の自動車修理
工場で働き、アスベストに曝露し
て中皮腫を発症して療養中の羽
根組合員が、ホンダに損害賠償
請求していた訴訟は、2012年3月
16日に東京高裁で和解が成立し
た。

因果関係については争いがあ
るが、裁判所の和解勧告にした
がって、ホンダが2,500万円を支
払うという内容。裁判だから、い
ろいろな点で争いがあるのが当
然なのだが、あえてそれを入れさ
せたのは、会社の方で因果関係
がないと考えている人に、造船
大手の退職者への上積み補償
規定を大きく上回る2,500万円と
いう解決金を支払うという意味で
も、画期的な内容である。

新聞記者たちからは、「なぜ
和解したのか」という質問が寄

せられた。いろいろ言いたいこと
もあるが、基本的には、命あるう
ちの解決を選択してもらったとい
うことにつきる。

すでに発症から5年が経過し
ており、羽根組合員は、待合室
から20メートルほど離れた和解
の部屋に向かい、椅子に腰かけ
ても肩で息をして、しばらく言葉
が出ないほどの健康状態だ。

一方で、アスベストユニオンと
ホンダとの団体交渉は一度も開
かれていない。もっともかたくな
な会社のひとつであったニチア
スですら団体交渉に応じている
し、自動車でも他者はきちんと交
渉に応じている。そもそも羽根
組合員への賠償は要求項目の1
項目にすぎない。元同僚らへの
健康診断の実施、情報提供など
については、まったく対応してい
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今後の化学物質管理政策
三省●合同検討会の作業はじまる

厚生労働省（化学物質対策課
化学物質安全対策室）、経済産
業省（化学物質管理課）、環境省

（環境安全課）の3省による「今
後の化学物質管理政策に関す
る合同検討会」の第1回会合が
4月27日に開催されている。

この検討会の目的等は以下の
とおりとされており、いずれも重要
な課題である。しかもこの間、化
学物質対策基本法（仮称）制定
をめざす動きに対して、各省は
各々の思惑からその骨抜きや妨
害を図ってきたように思われるこ
とからも、今後の動向に注目して
いく必要がある。
1.	 化学物質管理政策における
課題
現在、一般の工業化学物質

の製造・輸入については、労安
法、化審法に基づく規制が行わ
れ、法律毎に別 に々化学物質の
届出審査が行われている。
また、特定の有害物質を含む

製品については、必要に応じて
労安法、化審法による製造等の
規制が行われる他、消費者用の
製品については有害家庭用品
規制法による販売規制が行われ

ている。
一方、近年、労働者保護や消

費者の身の回りの化学物質への
不安などの安全・安心ニーズの
高まりから、多種多様な化学物
質の有害性情報の体系的な収
集・評価や迅速な情報提供の充
実を求める声が高まり、各省庁
の連携による具体的な対応が求
められている。

こうした課題に対応するため
には、化学物質のリスク管理の
共通の情報基盤となる有害性情
報の収集の一層の効率化につ
いて検討を行い、労働者、消費
者、環境への影響に関する安全
評価を適切に進めていくことが
必要である。
さらに、収集・評価を行った

有害性情報を分類し、サプライ
チェーンの労働者や最終消費者
まで適切に伝達・提供するため、
労働者保護、消費者保護、環境
保護の観点を含めた統一的な
GHS表示や成型品を含めた情
報提供の進め方等を検討する
必要がある。
2.	 具体的な検討内容
本年夏～秋頃までの当面の

検討課題として、海外（欧米）と
日本の現状との比較分析を行い
つつ、以下の内容について検討
を行う。
①	 グローバル化等に対応した
労働者保護、消費者保護、環
境保全に関する体系的な危
険有害性情報の収集・評価
等の進め方（労働者保護のた
めの既存化学物質の危険有
害性情報の収集・評価に関す
る官と民の役割分担のあり方
を含む）

②	 サプライチェーンにおける労
働者保護、消費者保護、環
境保全の観点を含めた統一
的な危険有害性情報の伝達・
提供等の進め方（消費者向
けGHS対応のあり方、成型品
への対応を含む。－家庭用品
品質表示法（消費者庁所管）
との関係の整理も必要）

③	 上記の方策の実現に向け
て克服すべき課題（専門人材
の育成等を含む）
3.	 検討体制等
厚労省化学物質対策課及び

化学物質安全対策室、経産省
化学物質管理課並びに環境省
環境安全課の協力のもと共同で
上記内容の検討会を設置する。
4.	 スケジュール
4月：検討会設置
夏～秋頃：中間報告
・	 直ちに対応すべき事項と、

中長期的に検討すべき事
項を整理

・	 直ちに対応すべき事項につ
いては、すぐに実現可能な
対応策を取りまとめ、直ちに
実施

ないことが法廷でも明らかにされ
た。肝心の中央労働委員会は、
結審したまますでに2年が経とうと
している。一日も早く命令をかち

とり、羽根組合員とともに問い質
していくつもりである。

（アスベストユニオン）
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秋以降：中長期的に検討すべ
き事項について、引き続き検
討（検討体制については、
内容に応じて適宜検討）

5.	 検討会メンバー

学識経験者、消費者、労働団
体、産業界等から選定

※http://www.mhlw.go.jp/stf/
shingi/2r98520000029gfd.html

石巻アスベスト・プロジェクト
宮城●被災地におけるアスベストの状況

東日本大震災後の被災地に
おけるアスベストの状況「石巻ア
スベスト・プロジェクト」が東京労
働安全衛生センター主催で行わ
れた。

このプロジェクトには、アスベ
スト問題に関心の高い市民団
体、大学の教員や学生、企業、
ジャーナリストなど多分野から多
くの人が延べ58人参加。2011
年12月の予備調査、2012年1月
2月の本調査を経て、3月に地域
の市民を交えた「アスベストから
石巻を守ろう！」シンポジウムを開
催するに至った。私たち神奈川
労災職業病センターも、この調
査及びシンポジウムに参加してき
たので、その報告をする。

このプロジェクトは、東日本大
震災の被災がれきに多量に含ま
れるアスベストの問題を注意喚
起し、建物の解体や、がれき撤
去、分別等の作業にあたる労働
者や地域の市民、また、被災地
で活動するボランティアの人たち
のアスベスト曝露を防ごうという
目的で行われた。

しかしながら被災地全域を対

象とすると、広大すぎて十分な
活動ができないので、津波被害
と被災がれきの量が多大な石
巻市を対象として行った。

被災がれきのアスベスト被害
としては、1995年の阪神淡路大
震災後の解体工事に従事して
いた作業員が、アスベスト曝露に
より中皮腫を発症した（2008年
に労災認定）という厳しい現実
が既にあるので、現段階でのア
スベスト曝露防止の取り組みは
とても重要である。

石巻市は、津波で壊滅的な
被害を受け、死者・行方不明者
数は3,837名（12年2月20日現在）
にも及ぶ。 建築物も水産加工
工場や倉庫、学校などの公共施
設、商業店舗、ビル・マンション、
木造家屋を問わず、多量の建
物が津波によって破壊、混流、
乱置された。

今年2月の調査時点では、被
災がれきの多くは既に仮置場へ
搬出されており、沿岸付近の建
物は、大まかに言えば10棟に1棟
くらいの割合で残っており、津波
の傷跡を生 し々く残したまま半壊

状態で残されていた。
アスベストは、多くの建物の建

材に含有されているが、今回の
プロジェクトはとくに「吹付け材」
と「スレート板」を中心に調査を
行った。これは、鉄骨等に吹き
付けられた被覆材が、津波の被
害で、壁や天井の被いが破れ外
気にむき出しになり、環境中にす
でに飛散していること、また、海
岸沿いは水産加工工場や倉庫
が多く、ほとんどの建物でスレー
ト板が使われていることから、こ
の2つのアスベスト含有建材を重
点的に調査した。

調査方法としては、石巻市の
被災地域を歩いて回り、アスベス
ト含有建材が疑われる半壊の
建物を地図上に落とし込む（マッ
ピング）方法（次頁左写真）と、
気中のアスベスト濃度の測定調
査を行った。そして、これらの調
査結果を、地域住民や解体工
事従事者、ボランティアと情報共
有することでアスベスト曝露防止
に役立てる。

調査は延べ6日間実施し、とく
にマッピング調査は人手が必要
で、延べ58人が複数の班に分
かれて市の沿岸地域および石
巻駅周辺を調査した。建物の
調査結果は、吹付け耐火被覆
が14か所、スレート板が140か所
で確認された。

この結果は地図上に落とし込
まれ、誰でもインターネットで閲覧
ができる（「石巻アスベストプロ
ジェクト」で検索）のでぜひご覧
いただきたい。
とくに、石巻駅近くの半壊した

商業ビルに吹き付けられた被覆
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材から、毒性の強いクロシドライト
（青石綿）とアモサイト（茶石綿）
が発見され、既に環境中に飛散
している状況であったので解体
工事業者や行政に対し、注意を
呼びかけた。また、スレート板は
沿岸部の工場や倉庫のほとんど
で使用されており、半壊状態で
残っている建物の解体作業や、
被災がれきに相当量のアスベス
ト含有建材があり、その扱いに
おける曝露防止の徹底が必要
である事が良く分かった。

石巻市雲雀野のがれき仮置
場の視察も行い、被災がれきに
含まれるアスベストがどのように
管理されているのかを調査した。

仮置場の管理者によれば、運
ばれてくる時点ですでに金属、
木材、有害物質、タイヤ、混合
がれき等々に分別されて搬入さ
れる。アスベストは有害物質とし
て既に分別され、アスベスト含有
建材だけを分けたゴミの山が積
まれていた。

このフレコンバックはスレート板
などアスベスト含有の可能性の
ある建材を破砕して袋詰めした
ものである。分別する現場は見

ていないが、分別時及び詰め時
に破砕した建材からアスベスト
曝露する可能性が容易に推測
される。マスク等による防護の
ほか、袋の形状の改良の必要性
も話し合われた。

多くの建材にアスベストが含
有されている現実を踏まえると、
見た目では判別し切れない混合
がれきからのアスベスト分別は
不可能であることも感じた。また
実際に、混合がれきの山にもス
レート板などが見受けられた。

そして、延べ6日間の調査を
踏まえ、3月20日、地域の市民と
共に「アスベストから石巻を守ろ
う！」というシンポジウムを実施し
た（右写真）。

シンポジウムには、石巻市20
名、仙台市21名、その他19名と、
計60名が参加した。工事業者
などの建設業従事者も複数参
加していた。

シンポジウムでは、今回の調査
報告と今後への提言を外山尚
紀氏が、アスベストによる健康被
害について平野敏夫医師（とも
に東京労働安全衛生センター）
が行い、石巻市からは矢内勝医

師（石巻赤十字病院）が「被災
地の呼吸器疾患」の報告を行っ
た。また、がれきの中のアスベス
トの見分け方や、防じんマスク
の着け方などの体験ワークショッ
プも行われるなど実践的なシン
ポジウムとなり、今後の問題につ
いても多くの意見が出された。

プロジェクトを主催した東京労
働安全衛生センターは、調査結
果を踏まえ、石巻市の災害廃棄
物対策や労働基準監督署、宮
城労働局など行政機関と協力
し、石綿作業従事者への特別
教育や技能講習など、被災がれ
きからのアスベスト曝露防止対
策を行っていく。また、今後も他
の被災地で、被災がれきのアス
ベスト問題に対する活動を続け
る予定なので、私たちセンターも
協力していく。

被災地への支援、復興支援
にはいろいろな形があるが、地
域の市民や働く人たちの健康を
守る今回のプロジェクトは非常に
重要な活動である。

（神奈川労災職業病センター

鈴木江郎）
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〒883・0021n向TnM光寺283-211i毛江｜型地1-14TEL(0982)53-9400/FAX (0982)53-3404 

鹿児向．鹿児島労働安全衛生センター準備会 E-mail aunion@po.synapse.ne.jp 
干899-5215始iミ7ttl力nifi木IIIT本Ulf403有IYjピJレ2FTEL (0995) 63-1700 /1才AX(0995)63-170 1 

i1l1 純． 沖縄労働安全衛生センタ一
〒902・0061JJll耳JiTliiT／，ゐ1-14-6TEL(098)882・3990/FAX (098) 882・3990

自治体 ． 自治体労働安全衛生研究会 E-mail sh-net@ubcnet.or.jp 
〒102-0085千代川区六番IIITl自治労会員n31WiTEL (03) 3239・9470/FAX (03)3264-1432 




